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第１章 本研究の背景と目的 

 

1.1 背景と目的 

はじめに本研究の背景として、平成 24 年 12 月 2 日に発生した中央自動車道笹子トンネル天井

板崩落事故を契機として、国土交通省は本年を「社会資本メンテナンス元年」と位置付け、社会

資本の維持管理、更新への取組みを積極的に進めていく姿勢を示した。これを受けて、道路トン

ネルにおいては、平成 25 年 6 月に道路法が改訂され、これにともなう道路法施行令および道路

法施行規則により、近接目視により、5 年に 1 回の頻度を基本とした定期点検を実施することと

なった。東日本、中日本、西日本高速道路株式会社「以下（NEXCO）という。」においても詳細

点検として、5 年に 1 回の頻度で近接目視を実施している。トンネルの詳細点検においては、近

接目視と併せてトンネル覆工全面の打音点検を実施している。これは、トンネル覆工からのはく

落事象を未然に防止する観点から行っているのだが、これが多大な労力と時間を要している。 

トンネル覆工からのコンクリート片のはく落事象につながる変状としては、うき、はく離やひ

び割れのブロック化があるが、その原因についてはさまざまな要因が複合して発生するため、原

因を特定できない場合が多い。そのため、すべてのトンネル覆工に対して近接目視かつ打音点検

によりひび割れ等の変状を確認し、はく落事象につながるひび割れ等に対して対策を講じる事後

保全としての維持管理となっている。 

トンネル覆工に発生しているひび割れ等の変状原因が推定できれば、許容できるひび割れ等の

分類および変状原因を考慮した対策工の選定が可能となる。また、変状原因の推定によりひび割

れ等の進行性についても把握でき、はく落事象につながるひび割れ等の初期段階での対応が可能

となる。 

このように、ひび割れ状況から変状原因を推定し、はく落事象につながるひび割れ等の抽出が

可能となることで、トンネル覆工全面を対象とした近接目視かつ打音点検の点検手法から、トン

ネル覆工に発生したひび割れ状況を基に、近接目視かつ打音点検を限定する点検手法に変更する

ことができる。さらに後述する NEXCO で運用している走行撮影技術により、取得した覆工撮影

画像を現場点検前に確認することで、ひび割れ状況等の事前把握が可能となり、ひび割れ状況を

記録として残すことができる。このように覆工画像情報から現地確認が必要なひび割れ等をスク

リーニングすることは、点検の高度化、効率化に資するとともに、メリハリのある維持管理が可

能となる。 

一方、建設においては、従来の覆工コンクリートの施工によって発生する不具合の改善のため、

NEXCO では材料面からのアプローチとして、流動性を確保しつつ材料分離抵抗性にすぐれた覆

工コンクリート（以下、「中流動覆工コンクリート」という。）を開発し、現場に採用している。 

上述した変状原因推定によりトンネル覆工に求める性能に関係ない許容できるひび割れが明

確化できれば、中流動覆工コンクリートに対する施工方法における留意点が整理できる。 

覆工コンクリートの施工においてひび割れが発生した場合、すべてのひび割れに対して補修や

要観察等の措置を講じているのが現状である。しかし、ひび割れ発生の原因推定により許容でき
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るひび割れの分類ができれば、ひび割れ補修の要否を判断することが可能となる。 

超高齢化社会を迎え、生産年齢人口がさらに減少していく社会情勢において、今後のトンネル

の維持管理や覆工コンクリートの施工を含めた建設事業は、生産性向上への取組みが必要不可欠

であり、そのためには選択と集中による事業の推進を図るべきと考える。 

本章では、現在実施しているトンネルの詳細点検の概要、およびトンネル覆工に発生している

ひび割れに対する維持管理について、現状と課題について整理する。さらに建設において、養生、

坑内環境や施工方法の現状とトンネル覆工のひび割れへの影響が懸念される施工上の課題につ

いて整理する。 

 

1.2 トンネル覆工の維持管理 

NEXCO が管理する高速道路トンネルは、図 1.2.1 に示すとおり平成 28 年 3 月末時点で 1,808

本、延長 1,705 ㎞が対象であり、もっとも供用後経過しているもので、NEXCO の前身の日本道

路公団が名神高速道路栗東～尼崎間の管理を開始した昭和38年の路線にあるトンネルが50年以

上を経過している。今後、さらにトンネルの老朽化が進むこととなり、今後の維持管理に要する

費用の増大が懸念される。限られた予算内で効率的に複数のトンネルを統一的に管理するには、

効率的な維持管理計画を立てる必要がある。しかし、NEXCO が管理するトンネルは他の機関と

同様、トンネル施工法が矢板工法から山岳トンネル工法に変化しているうえに、従来のトンネル

覆工の健全性における判定基準類は定性的な表現が多く、技術者の経験的判断によるところが大

きかった。そこで、定量的健全度評価を目指して NEXCO が提案している覆工点検手法があり、

覆工点検手法の概略とそこで用いられているひび割れ指数(TCI)について次に述べる。 

 

 

NATM
1280本,71%

総延長1,340km

矢板工法

360本,20%

総延長307km

シールド

2本,0% 開削

163本,9%

総延長35km

ＴＢＭ

1本,0%

その他

2本,0%

図 1.2.1 年代別トンネル延長・工法分類（トンネル延長比率）1） 
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表 1.2.1 外力・はく落評価点の閾値 

閾値設定項目 閾値の評価点内容（重点点検スパン）

覆工画像判定

よ り 近 接 目
視・打音実施
スパン（重点

点検スパン）
抽出 

「近接目視・打音実施スパン対象条件」 
・外力評価点「60点以上」 

・はく落評価点「36点以上」のいずれか
のスパン 
※現在は、覆工全面において近接目視を

基本としていることから、覆工全面の打
音を実施するスパン抽出に活用 
 

表 1.2.2 特記事項 

特記事項（重点点検箇所） 

・ひび割れ幅 2㎜程度のひび割れが連続して
3ｍ以上ある。 

・ひび割れ幅3㎜程度以上のひび割れがある。
・打継ぎ目部に三日月型のひび割れがある。
・添架物（ジェットファン、標識等）のアン
カー部およびその周辺に放射状のひび割れ
がある。 

・モルタル系の補修材による既対策箇所があ
る。 

・豆板、ジャンカ等があり、浮き・はく離の
危険性がある。 

・構造上問題があると判断されるひび割れが
ある。 

・健全度ランクⅢ-1、Ⅲ-2、Ⅳ、Ⅴに対し、
前回点検時から補修・補強が実施されてい
ない。 

・前回点検時のひび割れ展開図と比較して新
たに変状が発生した箇所 

図 1.2.2 トンネル詳細点検の流れ 2）を加筆修正 

詳細点検計画立案

覆工表面画像取得

覆工表面画像による

早期抽出

はく落危険箇所

応急対策 ひび割れ展開図作成

詳細点検

Ａシートの作成

評価点

特記事項

該当なし

該当あり

なし

あり

全面近接目視

近接目視から判断された箇所

および重点点検スパン
打音

全面近接目視

近接目視から判断された

箇所および重点点検箇所
打音

全面近接目視

近接目視から判断された箇所

打音

外 力：60点以上

はく落：36点以上

外 力：59点以下

はく落：35点以下

点検Ａ

ひび割れ展開図修正

詳細点検

Ｂシートの作成

現地状況を踏まえて

変状の判定・

健全度評価の実施

点検Ｂ

1.2.1 詳細点検 

詳細点検は、構造物の健

全性の把握および安全な

道路交通の確保や第三者

等に対する被害を未然に

防止するため、構造物個々

の状況を細部にわたり定

期的に把握するために行

うもので、構造物の健全性

と安全な道路交通の確保

や第三者等に対する被害

の防止の双方の観点から

変状の発生や進行状況を

把握し、その状態を適切に

評価、診断する点検である。 

トンネル覆工の詳細点

検は、図 1.2.2に示すよう

に点検 A と点検 B に区分

される。点検 A では、ま

ず覆工画像を撮影することから始まる。レーザー、CCD カメラ、ラインセンサーカメラ等によ

る覆工表面画像を取得し、ひび割れ展開図、詳細点検Ａシートを作成することで問題があると判

断されるスパンおよび箇所を表 1.2.1、表 1.2.2 に

示す閾値および特記事項を用いて重点点検スパン、

重点点検箇所として抽出している。撮影精度として

は、50km/hr 以上で走行しながら 0.5 ㎜程度のひび

割れが認識できることを規定している。覆工表面画

像は、図 1.2.3に示すようにトンネル横断方向に展

開し、見下げ図として加工したもので、画像によっ
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表 1.2.3 評価点算定のデータシート て得られたひび割れ等の変状

情報をトレースすることで、図

1.2.4に示すひび割れ展開図な

らびに詳細点検 A シートを作

成する。詳細点検 A シートに

は、トンネル名、延長、路線名

等の「トンネル諸元等」、重点

点検箇所を判定するための表

1.2.2 に示した「特記事項」、

ひび割れやエフロレッセンス、

漏水の状況を表 1.2.3 に示す評価項目により外力評価点、はく落評価点を算定する「データシー

ト」で構成されている。 

 表 1.2.3 にある外力評価点、はく落評価点の評価項目は、「①ひび割れ幅・長さ・分布」、「②

ひび割れ方向性」、「③ひび割れのパターン（亀甲状、閉合、交差・分岐）」、「④エフロレッセン

ス（量）」、「⑤漏水（量）」の 5 項目で算出される。 

外力評価点、はく落評価点は、表 1.2.3 に示す５項目の評価点をそれぞれ加算して、最大を

100 点として算定する。なお、評価点が高いほどトンネル覆工への外力作用の影響を受けている

可能性が高く、また、はく落の可能性が高いことを表している。 

「①ひび割れ幅・長さ・分布」、「②ひび割れの方向性」の 2 項目のひび割れの量の評価は、

次節で述べる覆工ひび割れ指数 3）（以下、「TCI（Tunnel-lining Crack Index）」という。）を用いて

算定している。 

「③ひび割れのパターン（亀甲状、閉合、交差・分岐）」は、覆工スパン単位でのひび割れ分

布において、亀甲状、閉合型、交差・分岐の局部的な個所が存在する場合は、表 1.2.4 に示すと

おりその規模や個所数によって、判定する。ただし、当該項目はひび割れ情報とは別の評価点と

して存在しており、覆工スパンに亀甲状、閉合型、交差・分岐の局部的な個所が複数混在する場

 
図 1.2.4 ひび割れ展開図例 図 1.2.3 覆工表面画像例 
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表 1.2.4 ひび割れパターンに対する評価点 

 

表 1.2.5 エフロレッセンスに対する評価点 

図 1.2.5 トンネル構造物の分類別における判定および評価区分 1）を加筆修正 

表 1.2.6 漏水に対する評価点 

合は、その評価点で一番大きくなる観察

項目が採用される。 

「④エフロレッセンス（量）」は、覆工

スパン単位で表 1.2.5 に示すとおりエフ

ロレッセンスが発生している規模により

評価点を判定する。 

「⑤漏水（量）」は、覆工スパン単位で

表 1.2.6 に示すとおり覆工からの漏水の

有無により判定する。また、漏水対策の

有無についても判定を行うこととしてい

る。 

点検 B は、すべてのトンネル覆工にお

いて近接目視を基本として実施する現場

点検のことをいう。併せて、点検 A で抽

出した表 1.2.1 にある覆工画像判定より

重点点検スパンとして、外力評価点が 60

点以上または、はく落評価点が 36 点以上

となる覆工スパンにおいては、高所作業

車等を用いて技術者がトンネル覆工全

面の打音点検を実施する。また、表

1.2.2 にある特記事項に該当する場合

は、重点点検箇所として近接目視と併せ

て該当箇所に対して打音点検を実施す

る。点検 B では、点検 A で作成した詳細点検 A シートを引継ぎ、点検 B 実施後に「特記事項」、

「データシート」の情報を更新したうえで、構造物の健全性と安全な道路交通の確保や第三者等

に対する被害の防止の双方の観点から変状の発生や進行状況を把握し、その状態を適切に評価す

る。トンネル覆工に対する評価としては、図 1.2.5に示すように第三者である利用者の安全を確

保するためのはく落・漏水の判定である個別判定と、トンネル覆工自体の構造安全性としての機

能面を評価する健全度評価の 2 つの評価を行っている。個別判定は、はく落や漏水によって利用
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表 1.2.7 はく落に対する判定の目安 

判定区分 判定標準 

はく落に 
関 す る 判
定 

ＡＡ ひび割れ等により覆工コンク

リート等の浮き、はく離等がみ
られ、落下する可能性があるた
め、速やかに対策を講じる必要

がある状態 

Ａ１ ひび割れ等により覆工コンク
リート等の浮き、はく離等がみ

られ、落下する可能性があるた
め、計画的に対策を講じる必要
がある状態 

Ａ２ ひび割れ等により覆工コンク
リート等の浮き、はく離の兆候

があり、将来的に落下する可能
性があるため、監視を必要とす
る状態 

Ｂ ひび割れ等による浮き、はく離
の兆候がないもの、又はたたき

落としにより除去できたため、
落下する可能性がなく、措置を
必要としない状態 

ＯＫ ひび割れ等による浮き、はく離
の兆候がなく、健全な状態 

表 1.2.8 漏水に対する判定の目安 

判定区分 判定標準 

漏水に

関する
判定 

ＡＡ コンクリートのひび割れ等から漏
水の噴出があり、又は、漏水に伴

う土砂流出により舗装が陥没した
り沈下する可能性があり、寒冷地
においては漏水等によりつららや

側氷が生じ、利用者の安全性を損
なうため、速やかに対策を講じる
必要がある状態 

Ａ１ コンクリートのひび割れ等から、
漏水の流出があり、又は、排水不
良により舗装面に滞水があり、利

用者の安全性を損なう可能性があ
るため、計画的に対策を講じる必
要がある状態 

Ａ２ コンクリートのひび割れ等から、

漏水の流下があり、又は、排水不
良により舗装面に滞水を生じるお
それがあり、利用者の安全性を損

なう可能性があるため、監視を必
要とする状態 

Ｂ 滴水又はにじみによる漏水があっ
ても利用者の安全性に影響がない

ため、措置を必要としない状態 

ＯＫ 漏水がみられないもの 

表 1.2.9 健全度ランクとその定義および評価の標準 

健全度

ランク
定 義 評価の標準 

Ⅴ 
変状が極めて著しく、直ちに何

らかの対策を行う必要がある

もの 
・変状の進行が極めて著しくみられる 

Ⅳ 
変状が著しく、早急に何らかの

対策検討を行う必要があるも

の 

・放射状ひび割れが見られる 
・圧ざが見られる 
・5 ㎜以上の段差、ずれのあるひび割れ

が見られる 

Ⅲ－２

変状があり、速やかに何らかの

対策検討を行う必要があるも

の 

・健全度ランクⅢ－１の状況から進行し

ているようにみられる 

Ⅲ－１

変状があり、適切な時期に何ら

かの対策検討を行う必要があ

るもの 

・外力評価点が 60 点以上であるが、進

行性が緩やかなもの 

Ⅱ 
変状があるが、現状は継続的に

監視を行う必要があるもの 
・外力評価点で 31～59
点 

・継続的に監

視を行う程

度のもの 

Ⅰ 
変状がないか、もしくは軽微な

もの 

・変状がないか、 
もしくは軽微なもの 
・外力評価点で 30 点以

下 

・進行性が見

られないも

の 
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ひび割れ(1)

ひび割れ(2)
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(1)

-θ j (=2)
(1)

t (1)

x i (=1)

x j (=2)

θ i (=1)
(2)

図 1.2.6  TCI の概念図 

者へ及ぼす影響度の判定区分によって箇所ごとに判定する。はく落に対する判定区分および判定

標準を表 1.2.7に、漏水に対する判定区分および判定標準を表 1.2.8 に示す。一方で、健全度評

価においては、トンネル覆工のひび割れ、エフロレッセンスおよび湧水に基づいた評価を覆工ス

パン単位で行い、変状の進行性等総合的に勘案しトンネル覆工自体の健全度を評価する。健全度

評価における健全度ランクとその定義および評価の標準について、表 1.2.9 に示す。健全度評価

にあたっては、表 1.2.9に示す評価の標準において外力評価点を健全度ランクの目安として活用

している。 

 

1.2.2 TCI の概要 

ひび割れ展開図からひび割れの特徴を定量的に評価するのに採用しているTCIについて、概要

を述べる。 

岩盤中のひび割れ（節理）の密度や方向、幅が岩盤物性（変形係数・透水係数）に大きく影

響するため、これらの影響を総括的に定量化できる指標の「クラックテンソル」が岩盤力学の分

野で研究されている 4）。岩盤中のひび割れに関しては、クラックテンソルの他に純岩盤強度、

亀裂係数などの手法が挙げられる。純岩盤強度や亀裂係数は、弾性波速度値等から求めるもので

あるが、クラックテンソルは、ひび割れの方向や幅、長さ等のスケッチから求めるものである。 

トンネル覆工コンクリートに発生するひび割れは、外力やコンクリートの材質、施工時にお

ける不具合等が要因となっている。トンネルは、地中に建設された線状構造物であることから、

周辺地山状況によっては、トンネル覆工に地圧等からの外力が作用する場合が考えられる。外力

が原因で発生するひび割れは、外力の作用位置や方向に関係しているといわれており、ひび割れ

の幅や長さ、分布等の情報に基づき健全度あるいは劣化度の評価法の開発が必要と考えられるこ

とから、クラックテンソルの概念を援用し覆工コンクリートのひび割れ評価指標として TCI が

既往の研究 3）において提案されている。TCI は、覆工表面のひび割れの幅、長さ、方向をパラ

メータとした指標であり「最大ひび割れ幅」、「最大ひび割れ幅の長さ」、「ひび割れの分布」、

「ひび割れの方向性」についての判定が可能とな

る指数である。基礎式を式(1)に示すとともに、

概念図を図1.2.6に示す。式(1)により求まるF11、

F22は、それぞれ TCI の縦断成分、横断成分を示

すものである。覆工コンクリートの劣化の指標

F0は、テンソルの不変量として縦断・横断成分の

和（F0＝F11＋F22）として表され、この F0 を TCI

の変状程度の評価値としている。 

なお、過去の検討結果を踏まえひび割れ幅と長

さに関する係数α、βは、同じ重み1.0に設定して

いる。 

 

7



 

図 1.2.7  ひび割れ主方向の定義 

  (1) 

 

A：覆工コンクリートの面積（A=Ls×La） 

Ls：覆工コンクリートの縦断延長 

（通常はスパン長） 

La：覆工コンクリートの横断延長 

n：ひび割れの本数 

l(k)：ひび割れkの長さ 

t(k)：ひび割れkの幅 

i
(k)：ひび割れkの法線ベクトルがxi軸となす角度 

j
(k)：ひび割れkの法線ベクトルがxj軸となす角度 

α：ひび割れ幅の重み付けに関する係数 

β：ひび割れ長さの重み付けに関する係数 

F0：TCI の大きさ 

F11：TCI の縦断方向成分 

F22：TCI の横断方向成分 

F12＝F21：TCI のせん断方向成分 

 

また、TCI はテンソルであるため、図 1.2.7 に

示す対象スパンの平均的なひび割れ主方向を式

(2)により求めることができる 5）。 

 

    (2） 

 

ここで、 θ：ひび割れの主方向 

α：TCI の円が x 軸と交わる点と点 

(F11、F12)を結ぶ直線と x 軸のなす角 

r：(F11－F22)の絶対値 

 

 NEXCO では、山田らの TCI の活用研究 6）に基づき TCI を直接用いるのではなく覆工に発生

しているひび割れが外力の作用を受けているかの判定をおこなう「外力評価点」および覆工のは

く落につながる可能性のあるひび割れの判定をおこなう「はく落評価点」を TCI から下記のよ

うに換算している。 

 

k
j

k
i

k
n

k

k
ij lt

A
F coscos

1

1

）－（ｒ＋
α

2/
tan

011

121

FF

F
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表 1.2.10 ひび割れの方向性に対する評価点 

z 外力評価点 はく落評価点 備 考 

0<Z<0.3 4 2 横断卓越型 

0.3<Z<0.7 7 4 縦横断卓越型 

0.7<Z<1.0 11 6 縦断・斜め卓越型 

Z=F22／F0 

「ひび割れ幅・長さ・分布」に関する判定 

外力評価点ｙ1 

1010

1058
5

5

1 x

x
y    （3） 

 

 はく落評価点ｙ2 

1310

1032
5

5

2 x

x
y    （4） 

ここで、X :F0 

 

また、「2.ひび割れの方向性」に

関する判定は、横断卓越型、縦横

断拮抗型、横断・斜め卓越型とし

てZ=F22/F0の値から表1.2.10のよ

うな評価点を決定している。 

NEXCO では表 1.2.1 に示した

ように、外力評価点が 60 点以上、

もしくは、はく落評価点が 36 点以上の場合に現地点検での重点点検スパンとして近接目視かつ

打音点検を実施することにしている。 

 これらの外力評価点およびはく落評価点の対象となるひび割れについては、覆工 1 スパンに存

在するすべてのひび割れが対象となる。 

 このように F0 を主体としたひび割れ全体の不変量から重み付けを行い、詳細点検へ活用され

ている。 

 

1.2.3 点検における課題 

点検Ａおよび点検Ｂの二段階からなる現在のトンネル覆工点検手法は、トンネル覆工に発生し

ているひび割れ、エフロレッセンスおよび湧水の情報から重点的に点検が必要な覆工スパンを抽

出することとしている。重点的な点検が必要な覆工スパンの抽出は、構造上問題となる外力の影

響が懸念される覆工スパンやはく落事象が生じやすい覆工スパンの事前抽出を目的としている。

しかしながら、トンネル覆工の点検は、近接目視かつ打音点検を基本としていることから、重点

的な点検が必要な覆工スパンの抽出は、決して合理的とはいえない。 

トンネル覆工のひび割れの原因としては、外力の作用等の外因と使用材料や施工等の内因に大

別できる。一般には、外因、内因それぞれの変状原因が複合的に作用してひび割れが発生するこ

とから、ひび割れの状況から単純に変状原因を推定することは困難である。そのため、点検時の
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ひび割れに関する着目点としては、表 1.2.2にあるようなひび割れの閉合部や目地部付近の三日

月状のひび割れ等、はく落による第三者被害の影響が懸念される箇所やひび割れ幅が大きい、ま

たは覆工スパンを跨いで連続しているひび割れ等が発生している箇所に注視しながら点検を実

施している。しかし、ひび割れ分布に着目した点検については、ひび割れの発生原因が発生機構

も含めて不明瞭なところが多い。そのため、トンネル覆工に発生しているすべてのひび割れを対

象とした外力評価点およびはく落評価点の算定としており、各評価点ごとの閾値設定によって近

接目視と併せてトンネル覆工全面の打音点検を実施する覆工スパンの抽出を行っている。これに

より、抽出した覆工スパンのなかには、内因による変状が含まれることになる。内因によるひび

割れについては、ひび割れの進行もなくはく落事象となるようなひび割れ形態ではないため、安

全性が確保されたトンネル覆工に対して近接目視と併せて覆工全面の打音点検を実施する場合

があり、オーバースペックな点検となっていることが懸念される。仮に、コンクリートの収縮ひ

ずみに起因するひび割れであれば、コンクリート打設後、一定期間経過すればひび割れ進展も新

たなひび割れの発生もなくなる。そのため、コンクリートの収縮によると判定されたひび割れに

対しては、現場点検を省略できる可能性があるが、現状はひび割れの分類等が困難で、すべての

トンネル覆工に対して近接目視かつ打音、触診を実施している状況であり、多大な労力と時間を

要している。 

また、トンネル覆工の詳細点検において構造物の健全性把握のため、構造物の健全性を変状の

発生や進行状況を把握し、トンネル覆工の健全度評価を行うこととしている。健全度評価にあた

っては、表 1.2.9に示す評価の標準において外力評価点を健全度ランクの目安として活用してい

る。健全度評価は、トンネル覆工への外力による変状評価として変状に対して対策の必要性につ

いて判断する指標である。しかしながら、外力評価点は上述同様すべてのひび割れを対象として

いることから、変状原因推定が困難な状況であり外因によって発生したひび割れによる評価とな

っていない。また、外力評価点算定にあたり表 1.2.3にある観察項目の③パターンである亀甲状、

閉合型および交差、分岐による算定、④エフロレッセンスおよび⑤湧水による算定が、外因によ

って発生するひび割れに対するトンネル覆工への影響度をより困難なものとしている。 

 

 

1.3 覆工コンクリート施工 

1.3.1 覆工コンクリート施工の現状 

高速道路トンネルの建設は、昭和 30 年代初めから始まり、当時は矢板工法が標準工法として

用いられていた。矢板工法は、掘削直後に建て込まれる鋼アーチ支保工と鋼アーチ支保工の外周

に周囲の岩石・土砂を押える矢板を配置することで、覆工完了までの間、荷重を安全に支える工

法である。よって、一般に鋼アーチ支保工は、覆工を設置するまでの仮設材であり、最終的にト

ンネルの土圧に抵抗する主体は覆工であるとの考え方で設計している。矢板工法時代の覆工コン

クリートの施工は、スチールフォームとコンクリート打込み機械を用いた打設であり、側壁部は、

作業員が型枠内に入り作業を実施していた。また、アーチ部の打設については、図 1.3.1 に示す
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図 1.3.1 プレスクリートによる覆工コンクリートの打込み例（引抜き方式）7） 

 

 

写真 1.3.1 側壁部の締固め状況 8） 

 

 
写真 1.3.2 肩部の締固め状況 8） 

ように型枠内の天端部に配管してコンクリートを打込みながら配管を引抜く、引抜き方式が用い

られていた。 

昭和 50 年代になるとＮＡＴＭが導入され、現在まで標準工法として用いられている。NATM

は、吹付けコンクリート、ロックボルトや鋼アーチ支保工の支保部材が地山と一体となった支保

構造体によって、地山が安定化することから、覆工の施工は、内空変位の進行がある範囲内に収

束して行われる。地山の変位が収束して施工されることから、覆工は地山の荷重を支える力学機

能から解放された。NATM の覆工は、供用性の機能として、①水密性のよい構造物にする、②

供用中の点検、保守等の作業性を高める、③トンネル内の架線、照明、換気等の施設保持がある。

また、力学特性については、将来の地山の劣化や地下水の復元等に対してトンネルの余力を保持

する機能がある。NATM の覆工コンクリート施工

は、トンネル全断面型枠（セントル）をセットし

コンクリートをポンプにより圧送して打込む方式
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が一般的となっている。 

覆工の側壁から肩部までは、型枠に設けられた窓からの打込みと棒状バイブレータによる締固

めを行い、肩部から天端部までのアーチ部においては、型枠窓を閉塞し吹上方式による打込みに

切替えて施工している。しかし、いずれも狭小空間で写真 1.3.1、写真 1.3.2のような窮屈な姿

勢での作業を余儀なくされるため、締固めやポンプ筒先の移動等が十分に行えていないのが現状

であった。特に、アーチ部においては人力締固めが困難なことから締固め不足によるコンクリー

トの密実性の低下、横流しによる材料分離、充填不足による背面空洞の発生等の課題があった。

これら不具合の改善のため、施工において、充填感知センサーや伸縮型バイブレータ等を利用し、

設備や労力をかけた入念な施工と厳しい施工管理を実施してきた。しかし、今後の熟練作業員の

高齢化や減少を考えると従来の設備や労力による取組みには限度があることから、コンクリート

材料を改善するアプローチで課題解消を目指した。その結果、コンクリートの充填性・均質性を

飛躍的に高めた中流動覆工コンクリートを開発し、2008（平成 20）年に導入した。当初、中流

動覆工コンクリートについては、石粉やフライアッシュを用いて粉体量を増量することで適度な

流動性と材料分離抵抗性を確保するものであったが、粉体系の流通事情や専用サイロの確保が困

難などのプラント設備事情から中流動覆工コンクリートを採用できる地域が限定されていた。そ

こで全国的に普及させるために、増粘剤成分が含有された高性能ＡＥ減水剤等を用いた中流動覆

工コンクリートの配合 9）を定めた。そして石炭灰や石粉の粉体系を用いた配合と併せて基準化

することで、2013（平成 25）年に高速道路トンネルにおいて、中流動覆工コンクリートの標準

化を図り、併せて覆工コンクリートの長期耐久性確保の観点から、高品質なコンクリートの品質

管理の確保を目的として設計基準強度をσ28=18N/㎜ 2から 24N/㎜ 2に引き上げている。 

 

1.3.2 覆工コンクリート施工の課題 

 覆工コンクリートの機能として、供用性においては、①水密性のよい構造物にする、②供用中

の点検、保守等の作業性を高める、③トンネル内の架線、照明、換気等の施設保持がある。また、

力学特性については、将来の地山の劣化や地下水の復元等に対してトンネルの余力を保持する機

能がある。これらの機能を確保するために、覆工コンクリートの品質に対する要求性能について

は、不明瞭である。そのため、何を持って覆工コンクリートの品質向上とするのか明確になって

いないことから、覆工に発生するひび割れに対する要求性能について定まったものがない。 

覆工コンクリートのひび割れの原因として考えられるのが、養生環境や施工方法である。養生

環境は、養生方法や養生期間および型枠脱型時期等（以下「養生環境」という。）があり、一方

で施工方法としては、覆工コンクリートの締固めによるものがある。 

一般的な覆工コンクリートは、これまで工程を確保するために打込み翌日に脱型されるサイク

ルで施工され、トンネル坑内温度が安定し、かつ湿度が一定で高い状態であったことから特別な

養生の必要がなかった。しかしながら、坑内環境に着目した馬場らの研究報告 10)によると、ト

ンネル施工環境の改善を目的とした換気設備の充実により、坑内温度、湿度は屋外と同様に季節

変動することが明らかになった。したがって、坑内環境によっては、脱型直後のコンクリート表
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図 1.3.2 型枠バイブレータ配置図 

面からの水分蒸発により、乾燥収縮の促進や水和反応の阻害等、コンクリートのひび割れを引起

す恐れがある。これらのことから、覆工コンクリートの品質向上を目的に現場では、給水や水分

逸散抑制により覆工表面を湿潤状態に保つ養生方法等の提案がされている。 

高山 11)は、覆工コンクリート打設初期に生じるひび割れ発生メカニズムに着目した研究を行

っている。 

この研究報告では、初期ひび割れ発生を抑制するために坑内温度、坑内湿度を指標とした蒸気

圧の概念を用いた評価手法を提案している。 

養生効果については、主に耐久性の観点から調査研究が行われており、代表的な事例としては

郭ら 12）が報告しているように中性化速度等の鉄筋腐食因子の浸透抑制に着目した研究が多い。 

覆工の大部分は、無筋コンクリート構造物であるため、鉄筋腐食に関連する中性化速度や透水係

数等で長期耐久性を評価することは、適切ではない。また、覆工の維持管理では、ひび割れ発生、

進展によるコンクリート片のはく落防止が第三者事故防止という観点から重要な課題であるが、

養生、施工条件および坑内環境までを考慮したひび割れ発生、進展を検討した事例が少ない。さ

らに、養生環境の効果として実環境下での収縮ひずみの発現速度が不明であり、かつコンクリー

トの収縮ひずみと覆工のひび割れ発生、進展との相関が不明である。 

一方、覆工コンリート施工では、 

NEXCO は、中流動覆工コンクリー

トと型枠バイブレータを採用する

ことで、材料分離や未充填部の発生

を防止してきた。しかしながら、型

枠バイブレータの配置は、図 1.3.2

に示すようにセントルのヒンジ部

や補強材をかわした設置間隔とな

ることから、型枠バイブレータ直近

では、過剰な締固め状態となり、局部的な材料分離の発生が懸念される。 

粗骨材がないモルタルの収縮ひずみは、コンクリートに比べて大きくなる傾向があることが報

告 13)されている。したがって、材料分離が発生した場合には、覆工コンクリートの収縮ひずみ

が不均一になり、ひび割れの発生を誘発する懸念がある。 

コンクリート標準示方書[施工編：施工標準]（土木学会編）の締固めに関する解説には、材料

分離に注意して締固めを実施するとの記述がある。しかしながら、材料分離に関する定義につい

ては記述がない。これは、コンクリートの配合や構造物の特徴によって材料分離の考え方が違う

ために一概に設定できないものと思われる。 

 

 

 

 

13



1.4 研究目的、対象、方法論 

1.4.1 研究目的 

本研究は、NEXCO で実施しているトンネル覆工の詳細点検および中流動覆工コンクリート施

工に対する課題に対して、トンネル覆工の維持管理の効率化および中流動覆工コンクリートの品

質向上を目的に、維持管理においてはトンネル覆工の詳細点検および施工方針の提案と、中流動

覆工コンクリート施工においては養生方法および施工方法の提案を行うものである。 

トンネル覆工で問題となるのが、はく落事象につながるひび割れの発生である。しかし、ひび

割れの発生要因については、発生機構も含めて不明瞭なところが多いが、そのなかでコンクリー

トの収縮ひずみに起因するひび割れについては、コンクリート打設後、一定期間経過すればひび

割れ進展も新たなひび割れの発生もなくなる。したがって、コンクリートの収縮ひずみに起因す

るひび割れの発生メカニズムについて検討を行い、はく落事象との関連性を把握する。また、収

縮ひずみ以外のひび割れ発生の要因として、覆工厚の不均一や粗骨材等の偏りによる影響も想定

されることから、収縮ひずみ同様に検討を実施する。コンクリートの収縮ひずみ等に起因するひ

び割れについて把握できれば、トンネル覆工の詳細点検において現場点検の省略が可能となり、

ひび割れに対する補修は必要ないと考える。一方で、中流動覆工コンクリートの施工方法におい

ては、施工に起因するひび割れを抑制する施工方法の提案が可能となる。 

 

1.4.2 本研究の方法論 

ひび割れ発生要因は、材料、施工等に起因して発生する内因と外力作用等の外因に大別できる。

外力作用により発生するひび割れについては、トンネル局部に発生することがほとんどであり、

ひび割れ発生形態については特徴的なものが多い。この場合、点検においては、特徴的なひび割

れとして点検を実施することが可能であり、発見された場合については詳細調査を実施したうえ

で対策工検討というスキームが構築されることになる。また、建設時に外力作用が想定される場

合については、外因による対策を施工段階で検討することになる。 

外因によるひび割れは、ひび割れ幅および長さも大きく進行性である場合が多いことから、維

持管理上は外因による損傷を早期に把握し、対応することが求められている。一方で、コンクリ

ート収縮ひずみに起因するひび割れについては、コンクリート打設後、一定期間経過すればひび

割れ進展も新たなひび割れの発生もなくなることから、特段の補修の必要はないと考える。しか

しながら、コンクリート収縮に起因したひび割れの発生形態については、不明瞭なところが多い。

そこで本研究では、過去の点検記録から得られた TCI の縦断方向成分 F11、横断方向成分 F22お

よびせん断方向成分 F21,F21 の成分に着目し、外力作用等の特殊条件下での極端に大きな TCI

値や多くのトンネルでは TCI 値が小さいことを明らかにする。この分析結果に基づいて、既設

トンネルの代表的なひび割れを示す指標として TCI(50)値を設定する。この TCI(50)値とは、TCI

の縦断方向成分 F11、横断方向成分 F22およびせん断方向成分 F21,F21 の成分毎に累積度数グラ

フを作成し累積 50%の値を各成分の TCI(50)値とするものである。従来は、単純な算術平均値

を TCI の代表値として取り扱っていたが、平均値は極端に大きな TCI 値を示すトンネルの影響
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を受けることが予想される。したがって代表値としての扱いはせずに、新しい考え方として

TCI(50)値という概念を用いて分析を試みる。 

従来のひび割れ判定評価では、各成分の和である F0の不変量を用いていたが、この値ではひ

び割れの方向成分が分からないため、コンクリート片剥落の誘因となるひび割れの交差を評価で

きなかった。高速道路では、小さなコンクリート片はく落が車両事故を引き起こす可能性がある

ことから、本研究では TCI の方向成分に着目して、ひび割れの交差を抽出する評価手法を検討

し、提案する。 

つぎに、コンクリートの収縮ひずみは、温度、湿度等の環境条件による影響を受けることが知

られていることから、実際のトンネル坑内の環境を測定し、この測定データに基づいてコンクリ

ートの収縮ひずみの変動を数値解析により長期間算定する。算定した数値解析結果をもとに、内

因の主な要因であるコンクリートの収縮ひずみのパラメータ解析を実施した検討結果の TCI と

点検データの TCI(50)値を比較することで、内因のひび割れは進行性がないことを明らかにする。

また、内因に起因するひび割れは、TCI の縦断方向成分 F11、横断方向成分 F22が支配的である

ことを解析にて明らかにする。 

さらに、変状原因が内因によって発生するトンネル覆工のひび割れについては、収縮ひずみ以

外の要因として覆工厚の不均一の影響や粗骨材の偏りによる収縮ひずみへの影響も想定される

ことから、覆工厚の不均一、粗骨材分布がひび割れに与える影響についても解析的な検討を加え

る。 

以上の知見を整理し、従来は 5 年後に全てのトンネル覆工に対して実施していた近接目視と

全面打音による点検方法をトンネルの安全性を担保した上で合理的な点検方法と維持管理手法

を本研究で提案する。 

一方、建設においては、覆工コンクリートの施工方法においてひび割れ発生の抑制方法につい

て検討を行う。そこで、覆工コンクリートの養生効果を確認するため、実際に養生環境によるコ

ンクリートの品質向上を、実際の養生環境をモデル化した室内実験より物性値を得たうえで短期

間における評価を行い、その結果にもとづいて実環境下を想定した数値解析により、長期間の覆

工コンクリートのひび割れ発生、進展を解析する。 

また、中流動覆工コンクリートで使用する型枠バイブレータの締固め状況を把握するため、大

型試験体を使った打設実験により、過剰な締固めによる粗骨材の含有率を把握したうえで、数値

解析により、粗骨材の含有率による長期間のひび割れ発生、進展を解析し、過剰な締固めによる

影響を把握する。 

以上の知見を整理し、はく落事象につながる閉合ひび割れの発生を抑制するための中流動覆工

コンクリートの締固め方法および養生の施工管理手法を本研究で提案する。 
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1.5 本論文の構成 

この論文の構成は以下の通りである。 

第 1 章では、NEXCO の高速道路トンネルの点検において概説し、はく落につながるひび割れ

形態の把握が困難なことから、近接目視と併せてトンネル覆工全面に対して打音を実施している

状況を述べた。そこで、ひび割れ形態からの変状原因の推定手法を検討することで、点検の効率

化に資することを示した。 

一方で、覆工コンクリートの施工において、はく落事象に結び付くひび割れを抑制することが

求められている。養生環境が覆工コンクリートの品質に及ぼす影響を把握し、養生環境による品

質向上の検討を行うことを述べた。さらに NEXCO で標準仕様としている中流動覆工コンクリー

トの型枠バイブレータを適用した施工方法における課題について、実験、解析による検討を実施

することを示した。 

第 2 章では、建設工法における覆工コンクリートの施工方法や既往の文献調査から、ひび割れ

の発生が懸念される施工方法について整理した。 

第 3 章では、矢板工法および NATM の建設工法別に既往の点検記録について、本研究で提案

する TCI の縦断方向成分 F11、横断方向成分 F22およびせん断方向成分 F12・F21分析を活用した乾

燥収縮等に起因したひび割れを抽出する手法を述べた。さらに内因と外因によるひび割れ抽出に

ついて、非破壊検査手法を用いて外因によるひび割れ抽出手法の試行について述べた。また、覆

工巻厚の不均一や粗骨材含有率の分布とひび割れとの相関について、既往の点検および調査結果

から検証を実施した。 

これら検証結果から、要因別のひび割れ発生パターンの特徴を示した。 

 第 4 章では、コンクリートの収縮ひずみに温度、湿度等の環境条件が影響を受けることが知ら

れていることから、実際のトンネル坑内環境を貫通前と貫通後の建設中のトンネルで測定を実施

し、当環境下におけるコンクリート物性の短期間の経時変化を把握した。 

また、養生方法の違いや粗骨材分布に関する物性値の把握についても、室内試験や大型試験体

により確認を実施した。 

第 5 章では、前章で室内試験等により把握した短期間のコンクリート物性値と材料－構造連成

応答解析システム DuCOM-COM314),15),16)によって算定した物性値を比較し、解析精度を確認し

たうえで DuCOM-COM3 によって長期間の物性値の経時変化を算定した。長期間の物性値の変

動を基に、ひび割れ発生、進展解析を実施し、工法別、養生の有無、配合、材料分離および覆工

厚不足によるひび割れ発生状況を把握した。 

第 6 章では、第 5 章までの既往の点検結果分析、収縮ひずみの経時変化によるひび割れ発生、

進展解析により、トンネル覆工の詳細点検の効率化および合理的な補修方針に向けた維持管理に

ついて提案した。 

トンネル建設の覆工コンクリート施工においては、養生環境が覆工コンクリートの品質に及ぼ

す影響を前章までで整理し、NEXCO の標準仕様である中流動覆工コンクリートに対する品質向

上のための標準的な養生方法を提案した。さらに、中流動覆工コンクリートに使用している型枠
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バイブレータの過振動の影響を把握し、品質確保のための施工管理方法を提案した。 

第 7 章では、まとめとして第 1 章から第 6 章において、検討内容およびその成果について各章

ごとにまとめた。 
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第 2 章 トンネル覆工のひび割れ要因となる施工方法の整理 

 

2.1 本章の目的 

覆工コンクリートに発生するひび割れのうち、施工に起因して発生するひび割れ状況を把握

するため、建設工法（矢板工法・NATM）の覆工コンクリート施工について整理し、ひび割れが

発生する可能性がある施工内容を抽出する必要がある。本章では、はじめに高速道路トンネルの

建設工法における覆工コンクリートの施工方法について整理する。なお、本研究で対象とする矢

板工法は、支保材料が鋼アーチ支保により建設されているトンネルとし、整理する覆工コンクリ

ートの施工方法も鋼アーチ支保による矢板工法とする。次に、整理した施工方法が、トンネル覆

工のひび割れ発生に影響をおよぼす要因を抽出し、施工方法の課題について整理する。さらには

既往の文献調査を実施し、建設工法ごとの材料、施工に起因する代表的な損傷原因を抽出する。 

 

 

2.2 建設工法における覆工コンクリート施工方法の整理 

高速道路のトンネル建設は、昭和 30 年代初め頃から建設を始めた名神高速道路、栗東～尼崎

間のトンネル群からであり、表 2.2.1 にあるとおり矢板工法からはじまり NATM への建設工法

の変遷がある。建設工法に併せて、覆工コンクリートの材料、施工方法についても変貌を遂げて

きており、これら変遷における覆工施工方法がトンネル覆工のひび割れ要因となる課題を整理

する。 

表 2.2.1 トンネルの変遷 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※表中の JH とは、NEXCO 前身の日本道路公団の略称 
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2.2.1 建設工法の概要 

（1）矢板工法の覆工コンクリート施工 

掘削直後に建て込まれる鋼アーチ支保工と矢板によって地山を支えた矢板工法は、NATM が

導入される 1980 年代前半まで標準工法として広く用いられた。 

掘削により発生する地山の荷重を支保工と覆工が一体となって支保する考え方である。 

矢板工法における代表的な覆工コンクリートの打設手順を図 2.2.1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1 代表的な矢板工法の掘削工法 2） 

 

当時は生コンクリートの搬送、打込みにコンクリートポンプやコンクリートプレーサーを用

いた。また、一般的なアーチ部のコンクリートの打込みは、図 2.2.2に示すように天端に配置し

た打込み管を徐々に引き抜く、引抜き方式で行っていた。 
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図 2.2.2 引抜き方式によるコンクリート打設 3） 

 

（2）ＮＡＴＭの覆工コンクリート施工 

吹付けコンクリートやロックボルト、鋼アーチ支保工などを主たる支保部材とするNATM

は、1980年代前半に普及した。 

 地山はこれら支保部材と一体となった支保構造体としてトンネル断面全体を形成する。掘削

後の地山はこの支保構造体によって安定化される。 

 覆工コンクリートの施工については、図 2.2.3に示すように、側壁部は全断面型枠（セン

トル）の左右に設けられた打込み窓から左右均等に肩部まで打ち上げ、アーチクラウン部

は配管を切替えて、吹上げ口より吹き上げて打込む方法としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.3 標準工法（NATM）での覆工コンクリートの打込み順の例 4）を加筆修正 

 

コンクリート管

打設機械
圧搾空気方式

鋼製支保工
矢板

型枠

覆工背面空洞の形成
（管より上部の充填が十分行えない）

密　着　部

アーチ部クラウン部打込み方法 
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2.2.2 トンネル覆工のひび割れ発生要因の抽出 

（1）矢板工法の覆工コンクリート施工 

覆工コンクリートで圧縮空気によりコンクリートを圧送して打込むコンクリートプレーサー

を用いた施工では、コンクリート吐出口が打ち込んだコンクリート面から離れた場合にはコン

クリートの材料分離が発生し、覆工中にジャンカや巻厚不足が発生しやすいことが知られてい

る。 

図 2.2.4 左図のように、天端部のコンクリートに盛上りができてしまうと、その奥にコンク

リートの充填ができない状況が考えられる。引抜き方式では、空気圧が大きく危険なため、打設

したコンクリートと引抜き管の吹出し口を離して打設していた。そのため、打設したコンクリー

トの手前に、コンクリートの盛り上がりができてしまうことがあったようである。硬練りのコン

クリートを用いていたことから、その奥にはコンクリートは充填しにくかったと考えられる。 

 また、現在の NATM よりも天端のバイブレータがかけにくく、覆工奥側から手前側へのコン

クリート打設によって天端付近まで圧縮空気によりコンクリートを圧送して充填させることか

ら、空気圧が大きく危険なため、引抜き管に近づいてバイブレータがかけられなかったと考え

られる。 

さらに、打設を中断し引抜き管を 1 本ずつ外しながら打設する施工が行われていたことか

ら、手前のコンクリートが硬化を開始したのちは、奥のコンクリートは一層充填しにくかった

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.4 巻厚不足となるイメージの例 

 

コンクリートの引抜き管の引抜き速度が速い場合には、図 2.2.4右図のように、連続した覆

工巻厚不足が発生したことが考えられる。天端の充填状況が確認しにくく、そのため引抜き速

度についても、適切な引抜き速度が見出しにくく、施工管理が不十分であった可能性がある。 

 最近報告された矢板工法で施工された新幹線トンネルの覆工厚に関する報告 5）によれば、覆

工厚不足は、天端ではなく、天端から 15 度離れた箇所（天端から 1ｍ前後）に発生する頻度が

高いことが示されている。 

 また、矢板工法では、図 2.2.5にあるように矢板が配置されることで、コンクリートが矢板

背面(地山側)に充填できず、写真 2.2.1のように空洞ができやすい状況である。 

手前にコンクリートの
盛上りができる

巻厚不足

引抜き管 

引抜き速度
が速い

連続した巻厚不足
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図 2.2.5 矢板の配置と覆工コンクリート 6）      写真 2.2.1 覆工背面の空洞状況 1） 

 

（2）ＮＡＴＭの覆工コンクリート施工 

覆工コンクリートの施工条件として、狭小なスペースへの打設となり、特に図 2.2.3 に示す

天端部においての吹上げ・横流し施工は、打設延長として 10.5～12ｍの流動距離があることで材

料分離の影響が懸念される。 

覆工コンクリート打設時のコンクリート流動による影響を実験した坂井らの報告 7）によると、

打設口１箇所からスランプ 15 ㎝のコンクリートを打設される天端部分の状況を再現した実験で

は、打設口から約 8m 程度離れると粗骨材がほとんど含まれていないと報告されている。この原

因としては、スランプ管理のコンクリートでは流動距離が長くなるとモルタル分が先走りして

材料分離が発生するものと想定される。 

また、吹上げ・横流し施工により図 2.2.6、写真 2.2.2 にある妻部や地山側への充填不足が懸

念される。さらに、有筋区間においては、狭小なスペースにさらに鉄筋が配置されることから充

填性が課題となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.6 覆工妻部空洞状況の例 1）          写真 2.2.2 覆工妻部空洞状況 1） 
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防水シートの施工箇所では、ある程度吹付けコンクリート面に防水シートを追従させ引張り

による破損を防ぐため、適度なたるみを設ける必要があるが、天端部において防水シートの過度

なたるみは、覆工の巻厚不足となるリスク（図 2.2.7、写真 2.2.3参照）を含んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.7 防水ｼｰﾄによる巻厚不足ｲﾒｰｼﾞ        写真 2.2.3 防水ｼｰﾄによる巻厚不足 1） 

 

（3）坑内環境による影響 

 現在の NATM の覆工コンクリートは、将来支保工の劣化や地山の変位に対する余力保持機能

としての役割が大きい。そのため、脱型については、トンネル標準示方書に示す、12～20 時間

程度で 2～3Ｎ／ｍ２の圧縮強度が確認された時点で脱型しているのが現状である。しかし、若材

齢時における圧縮強度の発現性は、セメントの種類、配合条件および使用する混和材料によって

異なるとともに、湿度、気温および風速等の坑内環境によっても大きく相違する。 

 トンネル覆工に生じるひび割れの発生率は、コンクリートの打設温度に影響を受けているこ

とが、川又らの研究 8）で報告されている。この報告では、打設時のコンクリート温度が 20 度以

上となると覆工にひび割れが発生する確率が高くなっている。コンクリート温度が高いほどセ

メントの水和反応が促進され、水和熱に起因するコンクリートの内部温度の上昇が大きくなる

ことから、コンクリート内部温度がひび割れ発生に影響を与えている可能性が想定される。 

 従来、坑内環境は、高湿度で気温が一定ということもあり、覆工コンクリートの養生について

十分に配慮されていなかった。しかしながら、2000 年に当時の厚生労働省が示した「ずい道等

建設工事における粉じん対策に関するガイドライン」によって、坑内の作業環境改善のため換気

設備を充実させたことで、坑内が乾燥状態となり、覆工コンクリートの乾燥収縮ひび割れの発生

が懸念されている。 

 坑内環境について調査した馬場らの報告 9）によると坑内環境は、屋外の季節変動と連動して

いることが明らかになっている。  
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2.3 既存文献等によるひび割れ発生要因分析 

覆工コンクリートに発生する代表的な損傷原因を抽出する目的で、既発表の学会や専門誌の

文献調査を実施した。今回の調査は、外因による特徴的なひび割れ以外の特徴を把握するた

め、材料、施工に起因した損傷原因を対象とした。 

 調査対象を表 2.3.1 に示す。2010 年から 2015 年までの 6 年間の学会や専門誌を調査対象と

して、覆工コンクリートの損傷に関して記載されている文献を抽出した。 

また、表 2.3.1に示す既発表の学会や専門誌以外についても、覆工コンクリートの損傷に関

する図書、報告書の調査を表 2.3.2 のリストについて実施した。これらの図書、報告書につい

ても、材料、施工に起因した損傷原因を対象として分析を実施した。 

 

 

文献名 発行 
調査対象期間 

(6年間分) 

土木学会年次学術講演会 (社)土木学会 2010~2015 年 
トンネルと地下 (株)土木工学社 2010~2015 年 
トンネル工学研究発表会 (社)土木学会 2010~2015 年 
施工体験発表会 (社)日本トンネル技術協会 2010~2015 年 

 

 

文献名 発行 発行年 

変状トンネル対策工設計マニュアル 鉄道総合技術研究所 平成 10 年 2 月 

トンネルコンクリート施工指針(案) 土木学会 平成 12 年 7 月 
トンネルクラック評価手法 独立行政法人土木研究所 

基礎道路技術研究グループ・ 

トンネルチーム 

平成 12 年 
~14 年度 

トンネル安全問題検討会報告書 

－事故の原因推定と今後の保守管理のあり

方－ 

運輸省 

「トンネル安全問題検討会」 

平成 12 年 2 月 

打音検査マニュアル(案) 鉄道運輸機構 平成 13 年 1 月 

道路構造物点検要領(案) 日本道路公団 平成 13 年 4 月 
道路トンネル点検・補修の手引き 

【近畿地方整備局版】 

財団法人道路保全技術センター 平成 13 年 7 月 

鉄道総研教育講座：事例に学ぶ 

トンネルの保守 

鉄道総合技術研究所 平成 13 年 10 月

覆工コンクリート施工の手引き 日本トンネル技術協会 平成 13 年 12 月

道路トンネル定期点検要領(案) 国土交通省道路局国道課 平成 14 年 4 月 
道路トンネル定期点検 

説明会テキスト 

国土交通省道路局国道課 平成 14 年 8 月 

山岳トンネル覆工の現状と対策 土木学会 平成 14 年 9 月 
トンネルの変状メカニズム 土木学会 平成 15 年 9 月 

トンネル点検・調査 

トレーニングマニュアル(案) 
道路保全技術センター 平成 16 年 3 月 

現場技術者のための 

トンネル維持管理の実際 

山海堂 平成 16 年 12 月

 

表 2.3.1 調査の対象文献 

表 2.3.2 その他(図書、報告書) 
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文献名 発行 発行年 

覆工コンクリート施工技術の動向と課題 

中間報告 

日本鉄道建設業協会 平成 17 年 3 月 

トンネル補強・補修マニュアル 鉄道総合技術研究所 平成 19 年 1 月 
コンクリートのひび割れ調査、 

補修・補強指針-2013-、 

付：ひび割れの調査と補修補強事例 

日本コンクリート工学協会 平成 25 年 4 月 

道路トンネル維持管理便覧 

【本体工編】 

日本道路協会 平成 27 年 6 月 

 

収集文献に関して、表 2.3.3 の項目について整理する。 

その結果、表 2.3.4～表 2.3.7に示す合計 79 件の事例を抽出した。表中には、該当する項

目に対して”1”を記入した。また、各事例の概要を記載した。 

 

   

施工方法 
覆工の損傷原因 

材  料 施   工 その他 

矢板工法 
or 

NATM 

乾燥収縮 
or 

温度収縮 
or 

その他 

コールドジョイント 
or 

セントルセット時の圧力 
or 

締固め不足 
or 

早期脱型 
or 

セントル沈下 
or 

その他 

材料、施工

以外の要因

 

 材料が損傷原因となっている事例のうち乾燥収縮、温度収縮については、コンクリートが収

縮するときに拘束されることにより変状が生じる。これらの事例については、「覆工背面が拘束

された事例」であるか、「インバートが拘束された事例」であるかについても、併せて調査し

た。  

 

 

 

 

 

 

 

表 2.3.3 文献調査結果の整理 

表 2.3.2 その他(図書、報告書) 
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表
 2

.3
.4

 
文

献
調

査
結

果
(1

) 

背
面

拘
束

ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明

1
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

温
度

ひ
び

割
れ

に
対

す
る

部
分

パ
イ

プ
ク

ー
リ

ン
グ

の
適

用
2
0
1
5

境
ノ

目
1

1
イ

ン
バ

ー
ト

拘
束

を
受

け
る

覆
工

側
壁

下
部

に
部

分
的

な
パ

イ
プ

ク
ー

リ
ン

グ
を

適
用

し
、

実
測

温
度

の
低

下
、

温
度

応
力

解
析

結
果

の
ひ

び
割

れ
指

数
の

増
加

を
非

実
施

と
の

比
較

か
ら

確
認

し
た

報
告

2
凍

害
を

受
け

た
老

朽
レ

ン
ガ

ト
ン

ネ
ル

の
覆

工
補

修
に

つ
い

て
2
0
1
5

不
詳

1
1

過
去

に
補

強
し

た
吹

付
モ

ル
タ

ル
が

凍
結

融
解

に
よ

り
剥

落
し

た
レ

ン
ガ

ト
ン

ネ
ル

に
対

し
て

、
レ

ン
ガ

斫
り

工
と

内
巻

工
を

分
離

し
て

夜
間

3
時

間
内

に
安

全
か

つ
効

率
よ

く
作

業
し

た
工

夫
に

関
す

る
報

告

3
礼

文
浜

ト
ン

ネ
ル

コ
ン

ク
リ

―
ト

剥
落

箇
所

の
維

持
管

理
に

つ
い

て
2
0
1
4

礼
文

浜
1

1
局

部
的

な
地

圧
に

よ
り

天
端

部
が

剥
落

し
た

箇
所

に
対

策
工

と
し

て
施

し
た

補
強

セ
ン

ト
ル

の
効

果
と

健
全

性
を

、
補

強
後

に
継

続
し

た
各

種
測

定
結

果
か

ら
確

認
し

た
報

文

4
山

岳
ト

ン
ネ

ル
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

ひ
び

割
れ

発
生

パ
タ

ー
ン

2
0
1
2

不
明

1
1

5
塑

性
圧

を
受

け
る

ト
ン

ネ
ル

の
変

状
に

対
す

る
各

種
対

策
工

の
効

果
に

関
す

る
研

究
2
0
1
3

不
明

1
1

6
ひ

び
割

れ
指

数
（
T
C

I）
を

活
用

し
た

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
変

状
原

因
推

定
法

に
関

す
る

試
み

2
0
1
0

A
～

J
ト

ン
ネ

ル
1

1

ひ
び

割
れ

展
開

図
よ

り
T
C

I 
を

算
出

し
，

既
知

と
な

っ
て

い
る

変
状

原
因

と
T
C

I 
を

比
較

・
分

析
す

る
こ

と
に

よ
り

，
T
C

I 
か

ら
変

状
原

因
の

推
定

の
可

能
性

を
検

討
し

た
．

そ
の

結
果

，
F
1
1
 と

F
2
2
 の

関
係

か
ら

，
変

状
原

因
推

定
の

目
安

と
し

て
用

い
ら

れ
る

可
能

性
が

あ
る

と
考

え
ら

れ
た

．
た

だ
し

，
今

回
の

検
討

で
用

い
た

デ
ー

タ
数

は
少

な
い

た
め

，
デ

ー
タ

を
追

加
し

て
，

さ
ら

な
る

検
討

が
必

要
と

思
わ

れ
る

．
ま

た
，

T
C

I 
に

よ
る

変
状

原
因

推
定

は
一

次
的

な
位

置
付

け
で

あ
り

，
実

際
に

変
状

原
因

を
推

定
す

る
際

に
は

，
地

形
，

地
質

及
び

ひ
び

割
れ

発
生

部
位

等
も

考
慮

し
て

総
合

的
な

判
断

を
す

る
必

要
が

あ
る

．
(K

,L
の

み
材

質
劣

化
 が

起
因

,他
は

外
力

が
原

因
)

7
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
中

の
水

酸
化

カ
ル

シ
ウ

ム
の

溶
脱

と
ひ

び
割

れ
の

進
展

メ
カ

ニ
ズ

ム
の

考
察

2
0
1
0

供
用

後
4
0
年

経
過

し
た

ト
ン

ネ
ル

1
1

水
酸

化
カ

ル
シ

ウ
ム

が
溶

脱
す

る
こ

と
に

よ
り

，
セ

メ
ン

ト
硬

化
体

が
多

孔
化

し
，

ひ
び

割
れ

が
進

展
し

た
後

に
，

閉
合

ひ
び

割
れ

と
な

っ
て

一
部

の
コ

ン
ク

リ
ー

ト
片

が
は

く
落

す
る

も
の

と
考

え
ら

れ
る

．
そ

の
一

方
で

，
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

自
己

収
縮

や
環

境
作

用
，

ま
た

は
地

震
等

の
外

力
作

用
な

ど
の

誘
因

の
影

響
は

大
き

い
も

の
と

考
え

ら
れ

る
．

8
研

究
　

高
速

道
路

ト
ン

ネ
ル

に
お

け
る

中
流

動
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

標
準

化
2
0
1
3

N
E
X
C

O
の

平
成

1
9

年
に

施
工

さ
れ

た
ト

ン
ネ

ル
1

1

従
来

配
合

と
中

流
動

配
合

の
覆

工
に

つ
い

て
、

材
齢

2
8
日

、
3
ヶ

月
、

１
年

、
５

年
次

点
に

ひ
び

割
れ

調
査

を
実

施
。

１
ヶ

月
後

は
、

双
方

と
も

乾
燥

収
縮

に
よ

る
軽

微
な

ひ
び

割
れ

が
発

生
。

１
年

後
は

、
従

来
配

合
が

ひ
び

割
れ

の
拡

大
及

び
新

規
に

発
生

、
中

流
動

が
１

個
所

の
新

規
発

生
の

み
。

５
年

後
は

、
従

来
配

合
が

無
数

の
ひ

び
割

れ
発

生
及

び
ひ

び
割

れ
拡

大
に

対
し

て
、

中
流

動
は

新
た

に
軽

微
な

ひ
び

割
れ

が
発

生
し

た
の

み
。

繊
維

入
り

中
流

動
は

３
ヶ

月
以

降
ひ

び
割

れ
の

進
展

や
追

加
無

し
。

9
新

型
テ

レ
ス

コ
ピ

ッ
ク

セ
ン

ト
ル

「
T
A

F
工

法
」

に
よ

る
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

施
工

2
0
1
4

一
般

国
道

4
7
3
号

岩
古

谷
ト

ン
ネ

ル
1

1
1

1
1

予
防

措
置

と
し

て
T
A

F
を

採
用

。
1
2
6
ス

パ
ン

中
、

7
ス

パ
ン

で
ひ

び
割

れ
が

確
認

さ
れ

た
。

夏
期

に
打

設
し

た
イ

ン
バ

ー
ト

区
間

で
隔

壁
扉

を
取

り
外

し
た

後
に

ひ
び

割
れ

が
多

く
発

生
し

た
。

1
0

2
組

の
型

枠
を

用
い

た
ツ

イ
ン

ア
ー

チ
フ

ォ
ー

ム
工

法
で

覆
工

養
生

時
間

を
確

保
2
0
1
4

新
東

名
高

速
道

路
徳

定
ト

ン
ネ

ル
1

1
1

1
1

予
防

措
置

と
し

て
T
A

F
を

採
用

。
5
3
ス

パ
ン

中
、

イ
ン

バ
ー

ト
拘

束
ひ

び
割

れ
、

箱
抜

き
部

の
背

面
拘

束
ひ

び
割

れ
が

そ
れ

ぞ
れ

１
ス

パ
ン

確
認

さ
れ

た
。

1
1

2
8
日

間
の

連
続

対
面

通
行

規
制

で
高

速
道

路
ト

ン
ネ

ル
の

剥
落

対
策

を
実

施
2
0
1
5

札
樽

自
動

車
道

若
竹

ト
ン

ネ
ル

朝
里

ト
ン

ネ
ル

1
1

矢
板

工
法

に
お

け
る

巻
厚

不
足

・
背

面
空

洞
へ

の
対

策
事

例
。

ｺ
ｰ

ﾙ
ﾄﾞ

ｼ
ﾞｮ

ｲ
ﾝ
ﾄ

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

ｾ
ｯ
ﾄ時

の
圧

力
締

固
め

不
足

早
期

脱
型

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

沈
下

そ
の

他
矢

板
工

法
N

A
T
M

乾
燥

収
縮

覆
工

の
損

傷
原

因

文
献

内
容

の
概

要

材
料

施
工

そ
の

他
温

度
低

下
温

度
応

力

そ
の

他

N
o
.

文
献

タ
イ

ト
ル

文
献

発
行

年
ト

ン
ネ

ル
名

施
工

方
法
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表
 2

.3
.5

 
文

献
調

査
結

果
(2

) 

背
面

拘
束

ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明

1
2

強
変

質
地

山
に

お
け

る
支

保
の

変
状

対
策

と
覆

工
補

強
2
0
1
1

東
北

中
央

自
動

車
道

　
　

　
　

　
　

　
大

笹
生

（
お

お
ざ

そ
う

）
ト

ン
ネ

ル

1
1

全
長

2
0
8
9m

の
道

路
ト

ン
ネ

ル
で

あ
る

。
ト

ン
ネ

ル
掘

削
時

に
、

塑
性

圧
に

起
因

す
る

支
保

変
状

が
発

生
し

た
。

覆
工

に
は

、
後

荷
に

よ
る

ひ
び

割
れ

が
複

数
箇

所
で

発
生

し
た

。
ト

ン
ネ

ル
施

工
時

の
支

保
変

状
状

況
、

覆
工

の
損

傷
状

況
か

ら
発

生
原

因
を

推
定

し
、

対
策

工
を

実
施

、
そ

の
効

果
を

検
証

し
て

い
る

。

1
3

覆
工

の
初

期
ひ

び
割

れ
の

発
生

メ
カ

ニ
ズ

ム
と

そ
の

抑
制

対
策

2
0
1
1

東
北

新
幹

線
八

甲
田

ト
ン

ネ
ル

1
1

1

覆
工

ひ
び

割
れ

発
生

要
因

の
一

つ
と

し
て

、
乾

燥
・
放

熱
で

、
覆

工
の

内
空

側
と

地
山

側
で

不
均

一
な

収
縮

に
よ

る
ひ

び
割

れ
が

発
生

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

て
い

る
。

こ
の

現
象

を
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

断
面

内
の

乾
燥

収
縮

の
不

均
一

性
を

考
慮

し
た

数
値

解
析

モ
デ

ル
で

再
現

解
析

を
試

み
、

ひ
び

割
れ

発
生

状
況

の
予

想
が

可
能

で
あ

る
こ

と
を

示
し

て
い

る
。

1
4

覆
工

材
質

の
違

い
に

よ
る

変
形

性
能

に
関

す
る

実
験

的
研

究
2
0
1
3

ブ
ロ

ッ
ク

積
み

と
場

所
打

ち
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

違
い

が
耐

荷
性

能
と

変
形

性
能

に
与

え
る

影
響

に
つ

い
て

模
型

実
験

で
検

証
し

、
以

下
等

が
わ

か
っ

た
。

①
無

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
覆

工
と

繊
維

補
強

コ
ン

ク
リ

ー
ト

覆
工

は
同

程
度

の
変

形
性

能
、

耐
荷

性
能

を
有

し
て

い
る

。
②

繊
維

補
強

に
は

剥
落

編
の

大
き

さ
を

抑
制

す
る

効
果

が
あ

る
。

③
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
覆

工
は

耐
荷

性
能

は
高

い
が

、
十

分
な

せ
ん

断
補

強
が

必
要

。

1
5

非
鋼

繊
維

で
補

強
し

た
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

引
張

軟
化

特
性

と
部

材
耐

力
の

評
価

2
0
1
3

1
標

準
的

な
曲

げ
試

験
と

一
般

的
な

覆
工

厚
さ

t=
3
0
0
m

m
か

ら
5
0
m

m
の

薄
肉

火
を

目
指

し
た

供
試

体
の

曲
げ

試
験

を
実

施
し

、
非

鋼
繊

維
補

強
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

引
張

軟
化

特
性

の
把

握
と

部
材

耐
力

の
評

価
方

法
を

考
察

。

1
6

6
6
時

間
型

枠
存

置
が

可
能

な
新

型
テ

レ
ス

コ
ピ

ッ
ク

セ
ン

ト
ル

の
開

発
2
0
1
3

1
1

6
6
時

間
の

型
枠

存
置

期
間

を
確

保
可

能
な

新
し

い
テ

レ
ス

コ
ピ

ッ
ク

セ
ン

ト
ル

を
開

発
、

適
用

し
、

そ
の

効
果

を
検

証
。

1
7

高
速

道
路

ト
ン

ネ
ル

へ
の

中
流

動
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
標

準
化

検
討

2
0
1
3

1
1

1
1

1

特
殊

混
和

剤
を

用
い

た
中

流
動

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
性

状
と

品
質

確
認

を
行

い
、

標
準

仕
様

と
し

て
の

適
用

性
を

検
証

。
ま

た
、

石
炭

灰
を

用
い

た
中

流
動

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
施

工
後

5
年

経
過

時
に

お
け

る
品

質
は

、
従

来
の

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

よ
り

も
密

実
で

高
品

質
な

状
態

で
あ

る
こ

と
を

確
認

。

1
8

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
初

期
ひ

び
わ

れ
予

測
に

お
け

る
熱

特
性

値
の

同
定

と
ひ

び
わ

れ
解

析
2
0
1
4

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

粒
子

群
最

適
化

を
用

い
て

、
現

場
で

の
温

度
測

定
結

果
か

ら
熱

特
性

値
を

推
定

す
る

熱
伝

導
逆

解
析

手
法

を
提

案
。

ま
た

、
初

期
コ

ン
ク

リ
ー

ト
ひ

び
わ

れ
の

お
も

な
要

因
と

し
て

考
え

ら
れ

る
温

度
応

力
、

乾
燥

収
縮

、
弱

材
齢

で
の

早
期

脱
枠

等
の

各
要

因
や

ト
ン

ネ
ル

断
面

形
状

の
扁

平
程

度
が

初
期

ひ
び

わ
れ

に
与

え
る

影
響

に
つ

い
て

数
値

解
析

で
検

証
。

1
9

覆
工

の
背

面
形

状
や

厚
さ

が
温

度
ひ

び
わ

れ
に

及
ぼ

す
影

響
に

関
す

る
解

析
的

検
討

鈴
2
0
1
4

1
1

1
1

　
1

覆
工

背
面

の
凹

凸
形

状
や

覆
工

厚
さ

が
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

温
度

ひ
び

わ
れ

に
及

ぼ
す

影
響

に
つ

い
て

温
度

応
力

解
析

で
検

証
。

覆
工

の
背

面
形

状
が

凹
型

の
箇

所
に

お
い

て
局

所
的

に
応

力
が

増
大

し
、

ひ
び

わ
れ

が
生

じ
る

危
険

性
が

高
ま

る
こ

と
を

確
認

。
ト

ン
ネ

ル
の

貫
通

に
伴

い
、

坑
内

気
温

が
急

激
に

低
下

し
た

際
に

も
、

ひ
び

わ
れ

が
生

じ
や

す
く

な
こ

と
、

防
水

シ
ー

ト
を

設
置

す
る

こ
と

で
、

地
山

や
吹

付
け

コ
ン

ク
リ

ー
ト

に
よ

る
拘

束
が

大
幅

に
緩

和
さ

れ
る

こ
と

、
を

確
認

。

そ
の

他
そ

の
他

ｺ
ｰ

ﾙ
ﾄﾞ

ｼ
ﾞｮ

ｲ
ﾝ
ﾄ

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

ｾ
ｯ
ﾄ時

の
圧

力
締

固
め

不
足

早
期

脱
型

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

沈
下

矢
板

工
法

N
A

T
M

乾
燥

収
縮

施
工

方
法

覆
工

の
損

傷
原

因

文
献

内
容

の
概

要

材
料

施
工

そ
の

他
温

度
低

下
温

度
応

力
N

o
.

文
献

タ
イ

ト
ル

文
献

発
行

年
ト

ン
ネ

ル
名
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表
 2

.3
.6

 
文

献
調

査
結

果
(3

) 

背
面

拘
束

ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明

2
0

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
長

期
耐

久
性

確
保

に
関

す
る

検
討

2
0
1
4

1
1

ひ
び

わ
れ

発
生

・
進

展
の

メ
カ

ニ
ズ

ム
を

把
握

す
る

解
析

モ
デ

ル
の

作
成

に
あ

た
り

、
基

礎
デ

ー
タ

を
得

る
た

め
、

室
内

試
験

の
途

中
経

過
と

今
後

の
展

開
に

つ
い

て
報

告
。

2
1

長
期

計
測

結
果

に
も

と
づ

い
た

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
挙

動
に

関
す

る
考

察
2
0
1
4

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1

実
際

の
ト

ン
ネ

ル
に

お
い

て
継

続
し

て
ト

ン
ネ

ル
の

ひ
び

わ
れ

に
関

す
る

デ
ー

タ
を

収
集

し
、

そ
の

長
期

的
な

挙
動

に
つ

い
て

検
討

。
ひ

び
わ

れ
の

評
価

に
は

、
乾

燥
収

縮
に

伴
う

季
節

の
影

響
を

加
味

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

こ
と

、
ひ

び
わ

れ
密

度
は

一
定

期
間

の
後

に
は

ほ
ぼ

収
束

す
る

傾
向

が
あ

る
こ

と
が

わ
か

っ
た

。

2
2

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

品
質

向
上

の
取

組
み

と
表

層
品

質
の

評
価

2
0
1
4

1
1

1
1

1
1

1

ト
ン

ネ
ル

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

に
目

視
評

価
法

を
適

用
し

、
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

適
切

な
養

生
と

合
わ

せ
て

、
施

工
面

か
ら

の
コ

ン
ク

リ
ー

ト
品

質
向

上
の

取
組

み
を

ま
と

め
た

も
の

。
目

視
評

価
で

見
栄

え
が

良
か

っ
た

部
位

や
追

加
的

な
養

生
を

行
っ

た
部

位
で

は
、

高
い

吸
水

抵
抗

を
示

し
表

層
品

質
が

向
上

し
て

い
る

こ
と

が
定

量
的

に
示

さ
れ

た
。

2
3

新
型

テ
レ

ス
コ

ピ
ッ

ク
セ

ン
ト

ル
工

法
を

用
い

て
6
6
時

間
型

枠
を

存
置

す
る

効
果

に
つ

い
て

2
0
1
4

新
東

名
高

速
道

路
徳

定
ト

ン
ネ

ル
1

1
新

型
テ

レ
ス

コ
ピ

ッ
ク

セ
ン

ト
ル

を
採

用
し

た
ト

ン
ネ

ル
に

お
い

て
、

解
析

的
な

検
討

を
実

施
。

自
重

の
支

持
効

果
、

保
温

効
果

、
保

湿
効

果
の

検
討

結
果

を
報

告
。

2
4

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
ひ

び
わ

れ
抑

制
に

よ
る

長
期

健
全

性
向

上
に

向
け

た
実

験
的

検
証

2
0
1
5

1
1

1

ひ
び

わ
れ

発
生

の
原

因
と

な
る

養
生

環
境

や
施

工
方

法
に

つ
い

て
室

内
試

験
と

数
値

解
析

で
検

証
を

実
施

。
そ

の
結

果
、

7
日

間
湿

潤
状

態
に

保
つ

養
生

を
行

え
ば

コ
ン

ク
リ

ー
ト

表
面

の
緻

密
性

等
の

品
質

を
確

保
で

き
る

、
締

固
め

エ
ネ

ル
ギ

ー
が

過
剰

と
な

っ
て

も
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

品
質

に
は

大
き

な
影

響
が

な
か

っ
た

こ
と

な
ど

が
わ

か
っ

た
。

2
5

型
枠

存
置

期
間

の
長

期
化

に
よ

る
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
品

質
向

上
効

果
の

解
析

的
検

討
2
0
1
5

1
1

型
枠

存
置

期
間

の
長

短
が

初
期

ひ
び

わ
れ

発
生

に
ど

の
程

度
影

響
す

る
か

を
温

度
応

力
解

析
で

評
価

。

2
6

山
岳

ト
ン

ネ
ル

に
お

け
る

覆
工

構
造

と
地

震
時

挙
動

の
関

係
に

関
す

る
一

考
察

2
0
1
0

な
し

1
1

背
面

空
洞

や
イ

ン
バ

ー
ト

の
有

無
，

覆
工

厚
と

い
っ

た
覆

工
構

造
の

差
違

が
，

地
震

時
の

覆
工

挙
動

に
及

ぼ
す

影
響

に
つ

い
て

も
静

的
な

二
次

元
F
E
M

解
析

に
て

検
討

し
た

報
告

2
7

緩
慢

に
進

行
す

る
盤

ぶ
く
れ

現
象

の
調

査
と

ト
ン

ネ
ル

の
安

定
性

評
価

に
関

す
る

一
考

察
2
0
1
0

長
野

自
動

車
道

一
本

松
ト

ン
ネ

ル
1

1
緩

慢
的

な
隆

起
が

継
続

す
る

ト
ン

ネ
ル

に
対

し
て

，
変

状
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
推

定
，

ト
ン

ネ
ル

の
安

定
性

の
評

価
及

び
評

価
方

法
の

確
立

，
今

後
の

管
理

上
の

留
意

点
を

目
的

と
し

，
調

査
・
解

析
し

た
報

告

2
8

寒
冷

地
ト

ン
ネ

ル
に

お
け

る
維

持
管

理
の

た
め

の
ト

ン
ネ

ル
点

検
記

録
の

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

2
0
1
0

北
海

道
内

の
ト

ン
ネ

ル

2
9

ト
ン

ネ
ル

の
変

状
評

価
，

原
因

推
定

へ
の

ひ
び

割
れ

指
数

(T
C

I)
の

適
用

可
能

性
に

つ
い

て
2
0
1
0

A
～

L
ト

ン
ネ

ル
1

1
1

変
状

原
因

が
明

ら
か

で
な

い
ト

ン
ネ

ル
の

実
デ

ー
タ

を
用

い
て

T
C

Iを
算

出
し

，
変

状
原

因
と

T
C

Iの
数

値
の

分
布

状
況

を
比

較
し

，
変

状
原

因
推

定
の

指
標

と
し

て
の

可
能

性
を

検
討

し
た

報
告

3
0

変
状

ト
ン

ネ
ル

に
お

け
る

新
た

な
調

査
手

法
に

関
す

る
検

討
2
0
1
0

国
道

2
0
1
号

新
仲

哀
ト

ン
ネ

ル
1

1
1

ひ
び

割
れ

に
関

し
て

は
，

施
工

時
の

沈
下

や
乾

燥
収

縮
な

ど
の

施
工

要
因

に
よ

る
も

の
か

，
外

力
に

よ
る

も
の

か
判

断
が

難
し

い
。

変
状

原
因

究
明

の
た

め
の

新
た

な
調

査
方

法
を

適
用

し
た

報
告

そ
の

他
そ

の
他

ｺ
ｰ

ﾙ
ﾄﾞ

ｼ
ﾞｮ

ｲ
ﾝ
ﾄ

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

ｾ
ｯ
ﾄ時

の
圧

力
締

固
め

不
足

早
期

脱
型

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

沈
下

N
A

T
M

乾
燥

収
縮

温
度

低
下

温
度

応
力

文
献

内
容

の
概

要

材
料

施
工

そ
の

他
N

o
.

文
献

タ
イ

ト
ル

文
献

発
行

年
ト

ン
ネ

ル
名

施
工

方
法

覆
工

の
損

傷
原

因

矢
板

工
法

29



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表
 2

.3
.7

 
文

献
調

査
結

果
(4

) 

背
面

拘
束

ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明

3
1

ト
ン

ネ
ル

の
供

用
開

始
後

に
生

じ
る

変
状

と
経

時
変

化
に

関
す

る
考

察
2
0
1
1

2
0
事

例
1

1
ト

ン
ネ

ル
の

完
成

後
ま

た
は

供
用

開
始

後
に

発
生

し
た

変
状

に
つ

い
て

，
2
0
事

例
を

収
集

し
，

そ
の

特
徴

を
整

理
し

た
報

告

3
2

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
ひ

び
割

れ
ゼ

ロ
を

目
指

す
2
0
1
0

浦
之

迫
ト

ン
ネ

ル
北

1
1

1

前
田

覆
工

マ
ル

チ
シ

ス
テ

ム
（
①

高
品

質
ト

ン
ネ

ル
覆

工
天

端
部

締
固

め
シ

ス
テ

ム
，

②
浮

き
バ

イ
ブ

レ
ー

タ
シ

ス
テ

ム
，

③
ク

ラ
ウ

ン
部

水
平

圧
入

打
設

工
法

，
④

コ
ン

ク
リ

ー
ト

充
填

圧
管

理
シ

ス
テ

ム
，

⑤
パ

ラ
ソ

ル
3
0
ミ

ス
ト

工
法

，
，

⑥
隔

壁
バ

ル
ー

ン
に

よ
る

養
生

シ
ス

テ
ム

，
⑦

省
力

化
･省

人
化

シ
ス

テ
ム

，
⑧

マ
ゴ

ノ
テ

工
法

）
の

開
発

経
緯

、
効

果
検

証
の

報
告

3
3

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
ひ

び
割

れ
防

止
対

策
2
0
1
0

大
坂

谷
ト

ン
ネ

ル
1

1
1

1
1

1
1

1
1

イ
ン

バ
ー

ト
拘

束
に

起
因

す
る

ひ
び

割
れ

の
発

生
抑

制
を

目
的

と
し

て
、

側
壁

部
（
H

=
3
m

）
に

膨
張

コ
ン

ク
リ

ー
ト

を
適

用
し

、
天

端
部

に
は

充
填

管
理

シ
ス

テ
ム

（
充

填
セ

ン
サ

，
圧

力
計

）
と

引
抜

き
バ

イ
ブ

レ
ー

タ
を

適
用

し
た

効
果

検
証

の
報

告

3
4

表
面

平
滑

型
シ

ー
ト

防
水

の
適

用
と

そ
の

効
果

に
つ

い
て

2
0
1
2

梅
川

ト
ン

ネ
ル

1
1

1
ハ

イ
･イ

ー
タ

ス
（
F
IL

M
）
工

法
と

標
準

工
法

に
お

け
る

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
ひ

ず
み

測
定

を
行

い
、

ハ
イ

･イ
ー

タ
ス

工
法

に
よ

る
背

面
拘

束
低

減
効

果
検

証
の

報
告

3
5

新
型

テ
レ

ス
コ

ピ
ッ

ク
セ

ン
ト

ル
「
T
A

F
工

法
」

に
よ

る
覆

工
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

施
工

2
0
1
4

岩
古

谷
ト

ン
ネ

ル
1

1
1

ツ
イ

ン
ア

ー
チ

フ
ォ

ー
ム

（
T
A

F
）
工

法
の

効
果

検
証

の
報

告

3
6

寒
冷

地
に

お
け

る
山

岳
ト

ン
ネ

ル
の

施
工

2
0
1
4

佐
田

ト
ン

ネ
ル

1
1

1
1

春
秋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

工
法

（
夏

期
は

セ
ン

ト
ル

を
冷

却
、

冬
期

は
加

温
）
の

効
果

検
証

の
報

告

3
7

ト
ン

ネ
ル

安
全

問
題

検
討

会
2
0
0
0

福
岡

ト
ン

ネ
ル

1
1

1
1

3
8

ト
ン

ネ
ル

安
全

問
題

検
討

会
2
0
0
0

北
九

州
ト

ン
ネ

ル
1

1
1

3
9

ト
ン

ネ
ル

安
全

問
題

検
討

会
2
0
0
0

礼
文

浜
ト

ン
ネ

ル
1

1

4
0

ト
ン

ネ
ル

安
全

問
題

検
討

会
2
0
0
0

覆
工

変
状

概
要

版

4
1

道
路

構
造

物
点

検
要

領
（
案

）
2
0
0
1

覆
工

変
状

概
要

版

4
2

事
例

に
学

ぶ
ト

ン
ネ

ル
の

保
守

2
0
0
1

資
料

-
1
の

文
献

編

4
3

道
路

ト
ン

ネ
ル

定
期

点
検

要
領

（
案

）
2
0
0
2

点
検

要
領

本
文

編

4
4

道
路

ト
ン

ネ
ル

定
期

点
検

要
領

（
案

）
2
0
0
2

変
状

の
種

類
と

写
真

4
5

道
路

ト
ン

ネ
ル

定
期

点
検

要
領

（
案

）
2
0
0
2

変
状

の
発

生
し

易
い

場
所

4
6

道
路

ト
ン

ネ
ル

定
期

点
検

要
領

（
案

）
2
0
0
2

変
状

の
種

類
と

ま
と

め

そ
の

他
そ

の
他

ｺ
ｰ

ﾙ
ﾄﾞ

ｼ
ﾞｮ

ｲ
ﾝ
ﾄ

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

ｾ
ｯ
ﾄ時

の
圧

力
締

固
め

不
足

早
期

脱
型

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

沈
下

N
A

T
M

乾
燥

収
縮

温
度

低
下

温
度

応
力

文
献

内
容

の
概

要

材
料

施
工

そ
の

他
N
o
.

文
献

タ
イ

ト
ル

文
献

発
行

年
ト

ン
ネ

ル
名

施
工

方
法

覆
工

の
損

傷
原

因

矢
板

工
法
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表
 2

.3
.8

 
文

献
調

査
結

果
(5

) 

背
面

拘
束

ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明

4
7

道
路

ト
ン

ネ
ル

定
期

点
検

要
領

（
案

）
2
0
0
2

変
状

原
因

と
特

徴

4
8

道
路

ト
ン

ネ
ル

定
期

点
検

説
明

会
テ

キ
ス

ト
2
0
0
2

ト
ン

ネ
ル

施
工

法
の

変
遷

4
9

道
路

ト
ン

ネ
ル

定
期

点
検

説
明

会
テ

キ
ス

ト
2
0
0
2

変
状

原
因

と
特

徴

5
0

ト
ン

ネ
ル

点
検

・
調

査
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
案

）
2
0
0
4

変
状

減
少

と
写

真

5
1

ト
ン

ネ
ル

補
強

・
補

修
マ

ニ
ュ

ア
ル

2
0
0
7

変
状

の
種

類
と

原
因

5
2

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
ひ

び
割

れ
調

査
、

補
修

・
補

強
指

針
-
2
0
0
9
-

2
0
0
9

変
状

原
因

の
推

定

5
3

道
路

ト
ン

ネ
ル

変
状

対
策

工
マ

ニ
ュ

ア
ル

(案
）

2
0
0
3

変
状

の
種

類
と

要
因

5
4

道
路

ト
ン

ネ
ル

点
検

・
補

修
の

手
引

き
2
0
0
1

変
状

現
象

と
事

例

5
5

ハ
イ

ウ
ェ

イ
技

術
－

特
集

号
ト

ン
ネ

ル
－

1
9
9
7

恵
那

山
ト

ン
ネ

ル
1

1

5
6

ハ
イ

ウ
ェ

イ
技

術
－

特
集

号
ト

ン
ネ

ル
－

1
9
9
7

変
状

調
査

と
概

要

5
7

 
鉄

道
総

合
技

術
研

究
所

変
状

ト
ン

ネ
ル

対
策

工
設

計
マ

ニ
ュ

ア
ル

1
9
9
8

外
力

に
起

因
す

る
損

傷
事

例
の

み
掲

載

5
8

 
土

木
学

会
ト

ン
ネ

ル
コ

ン
ク

リ
ー

ト
施

工
指

針
(案

)
2
0
0
0

材
料

，
施

工
に

起
因

す
る

ひ
び

割
れ

の
パ

タ
ー

ン
を

整
理

5
9

土
木

研
究

所
ト

ン
ネ

ル
ク

ラ
ッ

ク
評

価
手

法
2
0
0
2

B
ト

ン
ネ

ル
1

1
N
A

T
M

に
よ

り
施

工
さ

れ
た

延
長

1
5
0
m

，
最

大
土

被
り

約
4
0
m

，
供

用
後

2
0
年

経
過

．
矢

板
工

法
か

ら
N
A

T
M

へ
の

過
渡

期
で

あ
り

，
防

水
シ

ー
ト

が
な

く
亀

の
子

状
の

ク
ラ

ッ
ク

発
生

．

6
0

土
木

研
究

所
ト

ン
ネ

ル
ク

ラ
ッ

ク
評

価
手

法
2
0
0
2

C
ト

ン
ネ

ル
1

1
在

来
工

法
に

よ
り

施
工

．
延

長
約

9
0
0
m

，
最

大
土

被
り

1
9
0
m

，
供

用
後

3
3
年

が
経

過
．

ク
ラ

ッ
ク

は
ア

ー
チ

天
端

，
肩

部
，

施
工

目
地

中
間

付
近

に
，

ト
ン

ネ
ル

縦
断

方
向

に
発

生
．

乾
燥

収
縮

が
原

因
．

6
1

鉄
道

運
輸

機
構

打
音

検
査

マ
ニ

ュ
ア

ル
(案

)
2
0
0
1

在
来

と
N

A
T
M

で
，

打
音

検
査

箇
所

を
設

定

6
2

道
路

保
全

技
術

セ
ン

タ
ー

道
路

ト
ン

ネ
ル

点
検

・
補

修
の

手
引

き
【
近

畿
地

方
整

備
局

版
】

2
0
0
1

変
状

事
例

を
写

真
を

掲
載

し
て

紹
介

．

6
3

日
本

ト
ン

ネ
ル

技
術

協
会

覆
工

コ
ン

ク
リ

ー
ト

施
工

の
手

引
き

2
0
0
1

材
料

，
施

工
に

起
因

す
る

ひ
び

割
れ

の
パ

タ
ー

ン
を

整
理

6
4

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
0
0
2

C
1
ト

ン
ネ

ル
1

1
ア

ル
カ

リ
骨

材
反

応
．

不
規

則
な

開
口

ひ
び

割
れ

の
発

現
．

6
5

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
0
0
2

C
2
ト

ン
ネ

ル
1

1
1

コ
ー

ル
ド

ジ
ョ

イ
ン

ト
と

覆
工

固
化

時
の

温
度

収
縮

に
よ

る
ひ

び
割

れ
の

複
合

．

そ
の

他
そ

の
他

ｺ
ｰ

ﾙ
ﾄﾞ

ｼ
ﾞｮ

ｲ
ﾝ
ﾄ

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

ｾ
ｯ
ﾄ時

の
圧

力
締

固
め

不
足

早
期

脱
型

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

沈
下

N
A

T
M

乾
燥

収
縮

温
度

低
下

温
度

応
力

文
献

内
容

の
概

要

材
料

施
工

そ
の

他
N
o
.

文
献

タ
イ

ト
ル

文
献

発
行

年
ト

ン
ネ

ル
名

施
工

方
法

覆
工

の
損

傷
原

因

矢
板

工
法
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表
 2

.3
.9

 
文

献
調

査
結

果
(6

) 

背
面

拘
束

ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明
背

面
拘

束
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
ﾄ

拘
束

そ
の

他
不

明

6
6

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

3
ト

ン
ネ

ル
1

1
養

生
初

期
の

急
激

な
乾

燥
．

不
規

則
な

微
少

ひ
び

割
れ

の
発

生
．

6
7

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

4
ト

ン
ネ

ル
1

1
型

枠
の

早
期

脱
型

．
型

枠
沈

下
．

6
8

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

5
ト

ン
ネ

ル
1

1
不

等
沈

下
．

側
壁

コ
ン

ク
リ

ー
ト

打
ち

継
目

に
伸

び
た

上
半

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
せ

ん
断

ひ
び

割
れ

．
逆

巻
き

工
法

．

6
9

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

6
ト

ン
ネ

ル
1

1
1

巻
厚

不
足

．
不

均
質

な
打

ち
込

み
．

材
料

分
離

．
コ

ン
ク

リ
ー

ト
が

欠
落

し
，

背
面

地
山

が
露

出
．

7
0

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

7
ト

ン
ネ

ル
1

1
巻

厚
不

足
．

背
面

空
洞

．

7
1

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

8
ト

ン
ネ

ル
1

1
打

ち
継

目
不

良
．

打
ち

継
目

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
欠

落
．

7
2

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

9
ト

ン
ネ

ル
1

1
打

ち
継

目
不

良
．

7
3

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

1
0
ト

ン
ネ

ル
1

1
打

ち
継

目
不

良
．

打
ち

継
目

部
の

空
洞

と
ジ

ャ
ン

カ
．

7
4

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

1
1
ト

ン
ネ

ル
1

1
打

込
み

中
断

．
木

製
支

柱
式

支
保

工
の

場
合

は
水

平
方

向
の

コ
ー

ル
ド

ジ
ョ

イ
ン

ト
が

発
生

す
る

．

7
5

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

1
2
ト

ン
ネ

ル
1

1
打

ち
込

み
中

断
．

引
き

抜
き

管
方

式
の

コ
ン

ク
リ

ー
ト

打
ち

込
み

で
生

じ
る

ｺ
ｰ

ﾙ
ﾄﾞ

ｼ
ﾞｮ

ｲ
ﾝ

ﾄ．

7
6

土
木

学
会

山
岳

ト
ン

ネ
ル

覆
工

の
現

状
と

対
策

2
00

2
C

1
3
ト

ン
ネ

ル
1

1
ゆ

る
み

荷
重

．
打

ち
込

み
中

断
．

ｺ
ｰ

ﾙ
ﾄﾞ

ｼ
ﾞｮ

ｲ
ﾝ
ﾄと

ゆ
る

み
荷

重
と

の
複

合
ひ

び
割

れ
．

7
7

土
木

学
会

ト
ン

ネ
ル

の
変

状
メ

カ
ニ

ズ
ム

2
00

3

7
8

山
海

堂
現

場
技

術
者

の
た

め
の

ト
ン

ネ
ル

維
持

管
理

の
実

際
2
00

4
新

幹
線

断
面

7
9

日
本

道
路

協
会

道
路

ト
ン

ネ
ル

維
持

管
理

便
覧

【
本

体
工

編
】

2
01

5

2
1

2
6

6
6

4
1
1

2
2

3
2

4
7

6
7

8
6

2
6

5
2

1
8

1
0

そ
の

他
そ

の
他

ｺ
ｰ

ﾙ
ﾄﾞ

ｼ
ﾞｮ

ｲ
ﾝ
ﾄ

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

ｾ
ｯ
ﾄ時

の
圧

力
締

固
め

不
足

早
期

脱
型

ｾ
ﾝ
ﾄﾙ

沈
下

N
A

T
M

乾
燥

収
縮

温
度

低
下

温
度

応
力

文
献

内
容

の
概

要

材
料

施
工

そ
の

他
N

o
.

文
献

タ
イ

ト
ル

文
献

発
行

年
ト

ン
ネ

ル
名

施
工

方
法

覆
工

の
損

傷
原

因

矢
板

工
法

計
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 表 2.3.4～表 2.3.9 に示す調査結果について、下記の方針で分析する。 

「矢板工法」、「NATM」に分けて、それぞれに発生した損傷の原因について整理する。 

既往の文献は、「変状発生事例」と「品質向上の取組事例」が混在しているが、「変状発生事

例」についてのみ整理をする。 

 矢板工法に関する分析結果を図 2.3.1～図 2.3.3に示す。また、NATM に関する分析結果を

図 2.3.4～図 2.3.8に示す。 

 

表 2.3.10 文献調査の分析結果 

図番号 施工方法 内容 

図 2.3.1 矢板工法 変状発生事例について、損傷原因を分析． 

図 2.3.2 材料が損傷原因となっている事例について、内訳(乾燥収

縮、温度収縮、その他)を分析． 

図 2.3.3 施工が損傷原因となっている事例について、内訳(コールド

ジョイント、セントルセット時の圧力、締め固め不足、早

期脱型、セントル沈下、その他)を分析． 

図 2.3.4 NATM 変状発生事例について、損傷原因を分析． 

図 2.3.5 材料が損傷原因となっている事例について、内訳(乾燥収

縮、温度収縮、その他)を分析． 

図 2.3.6 乾燥収縮が要因となっている事例について、変状の原因と

なった拘束(背面拘束、インバート拘束、その他、不明)を
分析． 

図 2.3.7 温度収縮が要因となっている事例について、変状の原因と

なった拘束(背面拘束、インバート拘束、その他、不明)を
分析． 

図 2.3.8 施工が損傷原因となっている事例について、内訳（コール

ドジョイント、セントルセット時の圧力、締め固め不足、

早期脱型、セントル沈下、その他）を分析． 
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2.3.1 矢板工法に関する分析 

（1）覆工の損傷原因 

 変状発生事例について、損傷原因(材料、施工、その他)を分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1 変状発生事例の損傷原因(矢板工法) 

（2）材料要因の内訳 

 材料要因について、内訳(乾燥収縮、温度収縮、その他)を分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2 材料要因の内訳(矢板工法) 

（3）施工要因の内訳 

施工要因について、内訳(コールドジョイント、セントルセット時の圧力、締め固め不足、早

期脱型、セントル沈下、その他)を分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.3 施工要因の内訳(矢板工法) 
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2.3.2 矢板工法の分析結果 

図 2.3.1では、変状事例の約 60%が施工不良に起因し、材料、外力に起因するものは、それ

ぞれ約 20%である。矢板工法が主流であった時代は、現在の施工法とは大きく異なり、狭い型枠

の中に硬練りのコンクリートを空気圧送や引抜配管などで押し込んで詰めるような施工であっ

た。そのため、コールドジョイント等の施工不良に起因する変状が発生しやすかったものと推察

される。 

一方、材料に起因する事例の報告が少ないのは、当時用いていたコンクリートの材料が良質で

あったことが要因の 1 つであると考える。特に、骨材は川砂利や川砂が主流であり、現在の材料

に比べると水セメント比が低くても良好なワーカビリティが確保されていたので、材料に起因

する変状は少ないものと推察される。その他、スランプ、単位水量の規定値の変遷なども関連し

ているように思われる。 

材料による変状は、図 2.3.2 にある 4 事例と少ないため十分な分析を加えることは難しい。4

事例のうち 1 件が乾燥収縮である。その変状の原因が背面拘束によるものか、インバート拘束に

よるものかは不明である。その他、1 事例が温度収縮と記載されているが、この事例についても

拘束条件についての詳細は不明である。残り 2 事例は、材料劣化(水との接触や炭酸化に起因す

る成分溶出)、アルカリ骨材反応である。 

図 2.3.3 にある施工不良に起因するものは、大別すると、下記のとおりとなる。 

① コールドジョイントや打継ぎ処理に起因するもの 

② 型枠の不具合や早期脱枠に起因するもの 

③ 巻厚不足や背面空洞に起因するもの 

①の場合は、一般的に、打ち重ね部のスパン方向や構造変化点／目地部に分布するジャンカや

欠けになりやすい。②の場合は、部分的な沈下ひび割れや天端の縦断方向のクラックになりやす

い。③の場合も、天端や肩上部の縦断方向クラックになりやすい傾向がある。 
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2.3.3 ＮＡＴＭに関する分析 

（1）覆工の損傷原因 

変状発生事例について、損傷原因(材料、施工、その他)を分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.4 変状発生事例の損傷原因(ＮＡＴＭ) 

（2）材料要因の内訳 

材料要因について、内訳(乾燥収縮、温度収縮、その他)を分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.5 材料要因の内訳(ＮＡＴＭ) 

 乾燥収縮について、変状の原因となった拘束(背面拘束、インバート拘束、その他、不明)を

分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.6 乾燥収縮時の拘束の内訳(ＮＡＴＭ) 
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温度収縮について、変状の原因となった拘束（背面拘束、インバート拘束、その他、不明）を

分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.7 温度収縮時の拘束の内訳(ＮＡＴＭ) 

（3）施工要因の内訳 

施工が損傷原因となっている事例について、内訳(コールドジョイント、セントルセット時の

圧力、締め固め不足、早期脱型、セントル沈下、その他)を分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.8 施工要因の内訳(ＮＡＴＭ) 

 

2.3.4 ＮＡＴＭの分析結果 

今回の文献調査においては、NATM の変状事例は矢板工法に比べると少ない。1999 年に連続

して発生した鉄道トンネルのコンクリートはく落事故以降、覆工の品質に関する意識が高まっ

たことが要因として考えられる。また、2007 年に総合評価方式による入札が本格的に導入され

たことが、覆工コンクリート技術開発や予防措置に力を入れるようになってきた大きな要因と

考える。 

NATM の変状事例の約 70%が材料に起因し、施工と外力はそれぞれ 15%である。これは、換

気量の増加による坑内湿度の低下や骨材の悪化によるセメント等の粉体量の増大に伴い、コン

クリートの絶対的な収縮量が大きくなっていることが要因として考えられる。高炉セメントの

使用例が増えていることも一因となっている可能性が考えられる。 
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材料に起因する事例のうち 65%が乾燥収縮、35%が温度収縮である。変状要因となった拘束条

件は記載されていないものが多いが、把握できているもので比較すると、乾燥収縮はインバート

拘束によるものが 60%である。温度収縮については、インバート拘束によるものが 70%であり、

乾燥収縮、温度収縮のどちらについても、インバート拘束によるものが多い。この場合には、一

般的に、インバート境界部から肩下部にかけて、断面横断方向にクラックが入る場合が多い。 

施工に起因するものは 3 件と少ないが、これらはすべてコールドジョイントや打継ぎ処理に

起因するものである。 

 

2.4 建設工法ごとの材料、施工に起因するひび割れ原因の抽出 

2.4.1 矢板工法の代表的なひび割れ原因 

矢板工法の覆工コンクリート施工についての整理および既往の文献調査により、ひび割れが

発生する可能性がある施工内容について抽出する。 

覆工コンクリートの施工については、狭い型枠の中に硬練りのコンクリートを空気圧送や引

抜配管などで押し込んで詰めるような施工であったことから、コールドジョイント等の施工不

良に起因する変状が発生しやすかったものと推察され、一般的に打ち重ね部のスパン方向や構

造変化点／目地部に分布するジャンカや欠けになりやすく、ひび割れが発生する可能性が高い。

また、型枠の不具合や早期脱枠に起因するひび割れについては、部分的な沈下ひび割れや天端の

縦断方向のひび割れになりやすい。 

矢板工法においては、その打設方法から巻厚不足や背面空洞が発生しており、この変状に起因

するひび割れについては、天端や肩上部の縦断方向ひび割れになりやすい傾向がある。 

材料による変状は、乾燥収縮、温度収縮によるひび割れが考えられるが、併せて背面拘束やイ

ンバート拘束による影響が含まれており、ひび割れを限定することが困難である。その他とし

て、材料劣化(水との接触や炭酸化に起因する成分溶出)、アルカリ骨材反応によるひび割れも特

殊ではあるが事例としてある。 

 

2.4.2 ＮＡＴＭの代表的なひび割れ原因 

NATM の覆工コンクリート施工についての整理および既往の文献調査により、ひび割れが発

生する可能性がある施工内容について抽出する。 

覆工コンクリートの施工については、側壁部は全断面型枠（セントル）の左右に設けられた

打込み窓から左右均等に肩部まで打ち上げ、アーチクラウン部は配管を切替えて、吹上げ口よ

り吹き上げて打込む方法としている。したがって、矢板工法にあるような巻厚不足や背面空洞

が発生しにくく、施工に起因して発生する変状としては、コールドジョイントや打継ぎ処理に

よる変状がある。変状箇所としては、打ち重ね部のスパン方向や構造変化点／目地部に発生

し、変状と併せてひび割れが発生する可能性が高い。 

材料による変状は、乾燥収縮、温度収縮によるひび割れがあり、複合的にインバート拘束によ

って発生するひび割れが発生する。インバート拘束によるひび割れについては、一般的に、イン
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バート境界部から肩下部にかけて、断面横断方向にひび割れが入る場合が多いので、原因を特定

しやすい。 

 

2.5 本章のまとめ 

 矢板工法、NATM といった建設工法ごとで覆工コンクリートの施工方法が異なり、施工や材

料に起因してひび割れが発生することが、建設工法ごとの覆工コンクリートの施工方法の整理

および既往の文献調査で確認した。トンネル覆工のひび割れの原因としては、外力の作用等の

外因と使用材料や施工等の内因に大別できる。一般には、外因、内因それぞれの変状原因が複

合的に作用してひび割れが発生することから、ひび割れの状況から単純に変状原因を推定する

ことは困難である。建設工法ごとの覆工コンクリートの施工においては、上述で整理した施工

の不具合や覆工コンクリートの構造的な特徴により、ひび割れが発生することが従来より認識

されており、種々の要領等によって記載がある。そのため、変状原因推定にあたっては、覆工

コンクリートに発生したひび割れに対して、要領等から変状原因を消去法により推定している

と思料される。 

コンクリート片のはく落を引起すひび割れや外力による変状に起因するひび割れについて、

研究 10）が行われている。しかしながら、建設工法ごとに共通したひび割れに着目した研究は少

なく、ひび割れ発生原因についてはコンクリートの水和熱や乾燥による収縮が影響している可

能性があると推定されている。また、高山 11)は、覆工コンクリート打設初期に生じるひび割れ

発生メカニズムに着目した研究を行っている。この研究報告では、初期ひび割れ発生を抑制す

るために坑内温度、坑内湿度を指標とした蒸気圧の概念を用いた評価手法を提案している。 

さらに、覆工コンクリートのひび割れ発生への影響が考えられる養生は、その効果について主

に耐久性の観点から調査研究が行われており、代表的な事例としては郭ら 12）が報告しているよ

うに中性化速度等の鉄筋腐食因子の浸透抑制に着目した研究が多い。 

覆工の大部分は、無筋コンクリート構造物であるため、鉄筋腐食に関連する中性化速度や透水

係数等で長期耐久性を評価することは、困難である。また、覆工の維持管理では、ひび割れ発生、

進展によるコンクリート片の剥落防止が第三者事故防止という観点から重要な課題であるが、

養生、施工条件および坑内環境までを考慮したひび割れの発生、進展を検討した事例が少ない。

そのため、覆工コンクリートの長期間におけるひび割れ発生、進展の把握には、養生環境、施工

条件およびトンネル坑内の環境条件を考慮した覆工コンクリートの長期間の経時変化を追跡す

る解析手法が求められる。 
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第 3 章 既設トンネル覆工のひび割れ発生形態の整理 

 

3.1 本章の目的 

 トンネル覆工のひび割れの原因としては、外力の作用等による外因と使用材料や施工等に

よる内因に大別できる。一般には、外因、内因それぞれの変状原因が複合的に作用してひび割れ

が発生することから、トンネル覆工のひび割れ形態は多種多様である。したがって、ひび割れの

状況から単純に変状原因を推定することは困難である。そのため、すべてのトンネル覆工に対し

て近接目視かつ打音点検によりひび割れ等の変状を確認し、はく落事象につながるひび割れ等

に対して対策を講じる事後保全としての維持管理となっている。 

建設においても、覆工コンクリートにひび割れが発生した場合、原因等関係なく補修を実施し

ているのが実態である。 

覆工コンクリートは、軸圧縮部材でありアーチアクションによって、供用後にトンネル覆工に

作用する荷重に対して、トンネル構造を保持するものである。そのため建設において、ひび割れ

が発生したとしても、それがコンクリート片のはく落事象につながるひび割れでなければ特段

の補修の必要性はないと考える。 

トンネル覆工の維持管理においては、コンクリート片のはく落への対応が特に重要であり、最

適な維持管理を実施するうえでは、はく落事象につながるひび割れ等のリスクマネジメントが

必要である。 

そのため、コンクリート片のはく落リスクの最小化のためには、トンネル覆工に発生するひび

割れの分析、評価によって、はく落につながるひび割れの抽出が必要である。 

しかしながら、詳細点検で使用している覆工コンクリートのひび割れ評価指標の TCI は、ト

ンネル覆工のひび割れ全体をテンソルの不変量でしか評価しておらず、既往の点検記録を詳細

に分析、評価することが困難である。既往の点検記録において、ひび割れ形態の特徴を整理する

には、ひび割れへの定量的な評価が必要である。そこで本研究は、詳細点検に使用しているひび

割れ評価指標 TCI の F0 を構成している縦断方向成分 F11、横断方向成分 F22 とせん断方向成分

F12・F21に着目した。このひび割れの方向成分を利用して本章は、建設工法別にひび割れの特徴

を定量的に評価することを目的に、既往の点検記録にあるひび割れを TCI の各成分ごとに詳細

に分析し検討を行うものである。 

また、コンクリート収縮によるひび割れ等の標準的なひび割れは、一般的には平均を採用する

が、なかには外力作用等の特殊条件下において非常に大きなひび割れとなったり、まったくひび

割れが発生していないトンネル覆工が存在し、平均では標準的なひび割れを正しく評価できな

い。そこで本研究は、TCI の各成分における累積度数グラフを作成し TCI の各成分での累積 50%

のときの値を TCI(50)値として設定することで、特殊条件下等のひび割れの影響を除外した。 

本章は、ひび割れの発生原因推定を目的として、既往文献での外力作用等の大きなひび割れに

対する原因推定手法と TCI(50)値を融合し、コンクリート収縮等の小さなひび割れに対しての原

因推定手法について検討を行うものである。 
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3.2 既往の点検記録および調査結果の整理 

3.2.1 詳細点検記録によるひび割れ発生形態の把握  

詳細点検記録によると、多くのトンネル覆工にひび割れが発生しており、そのひび割れ発生状

況には建設工法による相違がみられる。そこで、トンネル覆工のひび割れの特性を把握するため、

トンネルの詳細点検で得られたひび割れ情報から詳細点検で採用している TCI を用いて分析し、

ひび割れ発生形態の把

握を行う。TCI は、覆工

表面のひび割れの幅、

長さ、方向をパラメー

タとした指標であるこ

とから、覆工コンクリ

ートの劣化状況やひび

割れの特徴が把握でき

る。そのため、コンクリート片

のはく落を引起すひび割れや

外力による変状に起因するひ

び割れについて、研究 1）が行わ

れている。しかしながら、建設

工法ごとに共通したひび割れ

に着目した研究は少ない。本研

究では、NEXCO が管理する高

速道路トンネルのうち、表

3.2.1 にあるトンネルを対象

に、幅 0.5ｍｍ以上のひび割れ

を対象に TCI を算定した。 

NATM（NEXCO は、昭和 58

年から標準化）で施工されたト

ンネルのデータが極端に多い

ことから、建設工法ごとに覆工

スパン単位で算定した TCI の

F11 等の各成分を最小値から並

び替え、0.5×10-5 毎の TCI 値

の度数を算定し、その度数を累

積した曲線を作成した結果を

図3.2.1に示す。なお、図3.2.1

の縦軸は、各工法の結果を比較

するためにデータ総数で無次

 

図 3.2.1 各工法の TCI 値の累積曲線 

 

TCI (50）

表 3.2.1 トンネル内訳 

 
矢板工法 

(上半先進)

矢板工法 

(側壁導坑)
NATM 合計 

トンネル本数 34 23 324 381 

スパン数 2、669 980 33、388 37、037 
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元化して、パーセント表示としてい

る。さらに、表 3.2.2には各 TCI 値

の最大、最小値と算術平均および

TCI(50)値を一覧表として示してい

る。TCI(50)値とは、図 3.2.1 に示

すように累積曲線の合計がデータ

総数の 50%となった TCI 値を示し

ている。 

NATM で施工された覆工では、

TCI 値が 0.5×10-5未満、つまり、ひ

び割れがほとんど発生していない

トンネルが全体の約 30%存在して

いる。また、F11 の算術平均が他の

工法の 50%程度であり、ひび割れ発

生頻度が小さい。さらに、算術平均が TCI(50)値の約 2 倍程度になっており、かつ、F11の算術平

均が他工法より小さいにも係わらず、最大値のみ大きくなっている。これは、極端に大きな TCI

値を示したトンネルが少数存在していることを示唆している。極端に大きな TCI 値を有するト

ンネルは、土圧の増加等の特殊条件下での特殊事例であることが想定される。本研究の主目的は、

コンクリートの収縮に起因するひび割れ形態の把握であり、一般的な二車線トンネルのひび割

れ発生状況の特徴は、特殊事例の影響を受け難い中央値である TCI(50)値で検討することが望ま

しいと思われる。また、せん断成分を示す F12、F21については、平均値が 0.5×10-5未満と小さい

ことから、せん断成分が卓越するトンネルは特殊条件下にあるものと考えられ、コンクリートの

収縮以外でのひび割れの発生が想定される。特に、最もトンネルスパン数が大きい NATM につ

いては、図 3.2.1に示すように約半数に全くせん断成分のひび割れが発生していない。 

全ての工法で TCI(50)値の F22の値は F11よりも小さく、縦断方向のひび割れが卓越する特徴が

あると判断された。トンネルのひび割れ発生状況の平均的な傾向として TCI(50)値の F11と F22と

の相関に着目した。その結果によると上半先進では、縦断方向に対する横断方向のひび割れ発生

率は約 6 割で、側壁導坑と NATM では約 3 割となっている。上半先進の覆工は、上部の荷重を

支持するためにアーチ脚部のみ部材厚が厚くなっているために、側壁導坑および NATM の覆工

のひび割れ発生状況と異なったと思われる。なお、TCI による分析結果については、外因による

ひび割れも含まれているが、その頻度は全てのトンネルに共通するコンクリートの収縮ひずみ

等の内因に比べて少ないと判断されることから、内因により生じるひび割れの特徴と考えてよ

いと思われる。また、斜め方向のひび割れを示す F12、F21 の値は前述したように非常に小さく、

覆工のひび割れは縦断、横断方向が卓越していると判断できる。 

現在、詳細点検で使用している覆工コンクリートのひび割れ評価指標の TCI は、トンネル覆

工のひび割れ全体をテンソルの不変量でしか評価していなかったことから、既往の点検記録を

詳細に分析、評価することが困難である。また、コンクリート収縮によるひび割れ等の標準的な

表 3.2.2 各 TCI 値の最大、最小値、算術平均および 

TCI(50)値           単位：×10-5  

 最大値 最小値 算術平均 TCI(50)値

NATM F11 77.22 0.0 3.24 1.79

F22 9.55 0.0 1.73 0.59

F12 9.55 0.0 0.2 0.09

上半 

先進 

F11 45.81 0.0 6.00 4.86

F22 36.43 0.0 4.49 3.44

F12 8.52 0.0 0.44 0.28

側壁 

導坑 

F11 33.18 0.0 6.87 6.69

F22 23.30 0.0 2.95 2.29

F12 2.82 0.0 0.38 0.25
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ひび割れとして平均的な評価としているが、なかには外力作用等の特殊条件下において非常に

大きなひび割れとなったり、まったくひび割れが発生していないトンネル覆工が存在している

ことから、平均的数値では標準的なひび割れを正しく評価できない。このように、ひび割れの評

価が全体的に漠然としたものとなっていることで、はく落につながるひび割れやコンクリート

収縮による標準的なひび割れの抽出が困難なものとなっている。しかしながら、本研究で提案す

るひび割れ評価指標 TCI の方向成分による分析で、既往の点検記録にあるひび割れ形態の特徴

を建設工法ごとに整理することが可能となる。 

はく落事象は、ひび割れ同士がつながり閉合しブロック化することで発生する。そのため、ひ

び割れが縦断方向、横断方向およびせん断方向すべてに卓越しているトンネル覆工は、ひび割れ

が閉合している可能性があり、はく落のリスクが高いことを示唆している。このはく落のリスク

が高いトンネル覆工については、本研究で提案する TCI の方向成分による分析により抽出する

ことが可能となる。 

また、コンクリート収縮によるひび割れは、コンクリート打設後、一定期間経過すればひび割

れの進展も新たなひび割れの発生もなくなることから、はく落につながるひび割れとはならな

い。しかしながら、他の要因によって発生したひび割れと相まって閉合ひび割れとなる可能性を

秘めている。 

本研究で提案する TCI の各成分における累積度数グラフの累積 50%のときの値である TCI(50)

値は、特殊条件下等のひび割れの影響を除外したコンクリート収縮によるひび割れ等標準的な

ひび割れとして位置づけられると考える。そのため、TCI(50)値より高いひび割れについてはコ

ンクリート収縮以外の要因でひび割れが発生していることを示唆している。 

したがって TCI(50)値は、維持管理をするうえで望ましい閾値であると考える。 

 

3.2.2 トンネル覆工からのコア採取整理 

覆工のひび割れ発生、進展に影響を与える要因を把握し、その要因に起因するひび割れ発生、

進展を定量的に推定することを目的に、供用中のトンネル覆工から採取したコアで、材料分離

(粗骨材の偏り)および覆工厚を測定し、点検記録にあるひび割れ形態との関連性を検討した。対

象トンネルは、表 3.2.3に示す矢板工法（上半先進工法）3 トンネル、矢板工法（側壁導坑先進

工法）1 トンネルおよび NATM1 トンネルとした。 

本研究では、材料分離(粗骨材の偏り)を定量評価するために、粗骨材面積率を採用した。粗骨

材面積率は、採取したコアを 10cm ピッチでスライスし、コアの表面の粗骨材(約 5mm 以上)を

ビニールシートにトレース後、その面積を各箇所の面積で除して求めた値である。 
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ここでは、材料分離の大局的傾向を把握するため、各コア採取トンネルの内空側、中央部、地

山側の 3 箇所の粗骨材面積率を用いて材料の分離の傾向を評価した。 

 なお、採取したコアを破砕して粗骨材(5mm 以上)を取り出し測定した粗骨材の含有率と、コア

の表面積に占める粗骨材面積（5mm 以上の断面を有する骨材）の比率である粗骨材面積率が、

ほぼ等価な値であることを確認している。 

 

（1）コンクリートの流動距離での粗骨材面積率について  

各トンネルについて、内空からの採取位置と粗骨材面積率の関係を図 3.2.2～図 3.2.6 に示

す。図に示すように、いずれのトンネルとも、流動距離と骨材面積率の関係には顕著な傾向は

確認されないが、粗骨材が不均一であることが確認された。 

 

表 3.2.3 対象トンネル 

工法 トンネル名 
コア採取概要 

部位 スパン数 コア本数 

矢板工法 
（上半先進工法） 

塩嶺トンネル 
上り線 天端部 23 39 

下り線 天端部 19 37 

岡谷トンネル 
天端部 15 31 

側壁部 3 6 

矢板工法 
(側壁導坑先進) 

大久保第一トンネル 
天端部 3 9 

側壁部 3 9 

NATM 欽明路トンネル 
天端部 3 9 

側壁部 3 8 

 

  
 

図 3.2.2 目地からの距離と骨材面積率の関係：塩嶺トンネル_上り線 

y = 0.217x + 32.254
R² = 0.004

y = 0.856x + 38.017
R² = 0.2336

y = ‐1.087x + 47.78
R² = 0.2812
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図 3.2.5 目地からの距離と骨材面積率の関係：大久保第一トンネル 
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図 3.2.3 目地からの距離と骨材面積率の関係：塩嶺トンネル_下り線 
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図 3.2.4 目地からの距離と骨材面積率の関係：岡谷トンネル 
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図 3.2.6 目地からの距離と骨材面積率の関係：欽明路トンネル 

 

（2）深さ方向での粗骨材面積率について 

各トンネルについて、内空からの採取位置と粗骨材面積率の関係を図 3.2.7～図 3.2.11 に示

す。図に示すように、各位置における粗骨材面積率のバラツキは大きいものの平均値は、全測定

値の平均値に近い値となっている。天端部で材料分離(骨材沈降)を生じているとすれば、内空側

ほど粗骨材面積率が大きくなる傾向が想定されるが、今回の測定結果ではその傾向は確認され

ない。 

今回の調査は、ひび割れ近傍についてコアサンプリングした調査ではないことから、ひび割れ

の傾向と粗骨材面積率の傾向を確認することはできなかったが、明らかに粗骨材面積率が異な

っていることが確認された。 

 

 

 
 

図 3.2.7 内空からの採取位置と骨材面積率の関係：塩嶺トンネル_上り線 
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図 3.2.8 内空からの採取位置と骨材面積率の関係：塩嶺トンネル_下り線 

 

 

 
図 3.2.9 内空からの採取位置と骨材面積率の関係：岡谷トンネル 

 

 

 
図 3.2.10 内空からの採取位置と骨材面積率の関係：大久保第一トンネル 
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図 3.2.11 内空からの採取位置と骨材面積率の関係：欽明路トンネル 

 

今回調査した 5 トンネルについて目地からの距離と覆工厚の関係を図3.2.12～図3.2.15に示

す。図に示すように、目地からの距離と覆工厚には関係は認められない。 

矢板工法は覆工厚も大きいことから、NATM の欽明路トンネルに比べて、覆工厚のバラツキは

おおきい。特に、側壁導坑先進の大久保第一トンネルは覆工厚のバラツキが大きいが、ひび割れ

が多く発生している状況ではなく、覆工厚さとひび割れの関係は、今回の整理では見出せなかっ

た。 

 
図 3.2.12 目地からの距離と覆工厚の関係：塩嶺トンネル（上り線） 
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図 3.2.13 目地からの距離と覆工厚の関係：塩嶺トンネル（下り線） 

 

 

 

図 3.2.14 目地からの距離と覆工厚の関係：岡谷トンネル 
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図 3.2.15 目地からの距離と覆工厚の関係：大久保第一トンネル 

 

以上のように、既設覆工から採取したコアからは、ひび割れと覆工厚との関係は明確になら

なかったが、下記の点が明らかになった。 

現在の一般的な施工方法である NATM で施工されたトンネルでは、覆工厚不足と材料分離の

発生頻度は非常に小さいことが判明した。一方、矢板工法で施工されたトンネルについては、

覆工厚不足の発生が顕著であり、材料分離に起因すると推定できる粗骨材の含有量が非常に少

ない層は局部的に生じていることが判明した。ただし、コアの採取箇所が偏在しているため、

材料分離の分布状況については定量的な評価は困難であった。 
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（3）コア調査結果に基づく工法別の部材厚および粗骨材面積率のばらつき 

採取したコアから得られた部材厚および粗骨材面積率をまとめると以下のようになる。 

 

表 3.2.4 部材厚(巻き厚)一覧 

 矢板工法 
NATM 

上半先進 側壁導坑先進 
岡谷トンネル 塩嶺トンネル 大久保第一トンネル 欽明路トンネル

平均値(mm) 750.8 659.5 637.7 309.3 
標準偏差  95.1  92.4 191.3  34.5 

 

 矢板工法(上半先進)で施工した岡谷トンネル、塩嶺トンネルについては、部材厚(巻き厚)の平

均値が 100mm 程度違うが、標準偏差はほぼ同様の値を示している。一方、側壁導坑先進工法で

施工した大久保第一トンネルについては、部材厚の平均値が最も小さく、かつ標準偏差も岡谷、

塩嶺の 2 倍以上の値を示している。この結果によれば、部材厚の分布が正規分布であると仮定す

ると部材厚が現在の NEXCO 設計要領にある矢板工法の最も薄い設計巻き厚 450mm 以下とな

る確率は 15%程度となっている。 

NATM で施工した欽明路トンネルでは、設計覆工は矢板工法の半分の 300mm であるが、標準偏

差が矢板工法の半分以下になっており、覆工厚のばらつきが少ないことが判明した。 

 

表 3.2.5 10cm 毎の粗骨材面積率 

 矢板工法 
NATM 

上半先進 側壁導坑先進 
岡谷トンネル 塩嶺トンネル 大久保第一トンネル 欽明路トンネル

平均値(%) 36.6 42.1 43.5 43 
標準偏差* 16.8 17.1 17.9  13.8 

 ＊標準偏差は、平均値を 100%として算定 

 

 表 3.2.5に 10cm 毎のコアの粗骨材面積率の一覧表を示す。平均値は、コアの表面積に占める

粗骨材の面積率であり、この値が各トンネルでの粗骨材含有量と想定される。標準偏差について

は、各トンネルの粗骨材の含有量に違いが見られることから、粗骨材の含有量を表している平均

値を 100%として各コアの表面積を無次元化して算定した。 

 粗骨材の含有量を示していると想定される平均値については、岡谷トンネル以外は、ほぼ同等

であった。標準偏差については、矢板工法で施工した岡谷トンネル、塩嶺トンネル、大久保第一

トンネルについては 17 前後であった。NATM で施工した欽明寺トンネルの標準偏差は 13.8 と小

さく、粗骨材面積率のばらつきが少ない。 

 以下に個々のトンネルの分布状況を記載する。 
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図 3.2.16 各トンネルの部材厚および粗骨材面積率 

（注：粗骨材面積率は、各トンネルの平均値を 100%として表示） 
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岡谷トンネル、塩嶺トンネルについては、部材厚および粗骨材面積率ともに正規分布に近い分

布形状を示している。粗骨材面積率が 70%以下になる確率も小さくなっている。一方、大久保第

一トンネルについては、部材厚が極端に薄い部分から厚い部分に広く分布している。さらに、粗

骨材面積率についても 50～60%と 120～140%の頻度が多くなっており、粗骨材分布に偏りがあ

ると判断される。 

 各トンネルとも粗骨材面積率が 50%、つまり、各トンネルの平均値である粗骨材面積率 100％

の半分しか粗骨材が含まれていない部分が存在し、その厚さは 10cm 程度であることが確認でき

た。 

 

 

3.3 矢板工法の背面空洞および覆工厚調査結果の整理 

矢板工法で施工されたトンネルは、その構造から覆工背面に空洞が生じやすく、覆工厚につい

ても不均一な状況である。覆工背面に空洞が生じるとトンネルに作用する土圧を均等に分布さ

せることや、地山の反力を有効に利用すること等が期待できなくなる。そのため、矢板工法で施

工されたトンネルにおいては、地山と覆工背面の空隙を注入材料によって充填することとして

いる。今回、その覆工背面の状況を調査したトンネルで、覆工厚の不足が顕著な既設トンネルの

天端部の電磁波探査結果とひび割れ点検記録に着目し、覆工厚とひび割れ形態との関連性を検

討した。電磁波探査は、覆工背面の空洞の有無についても調査することが可能であるが、探査に

使用した機材の探査深度が設計覆工厚(60cm)以下の 45cm であるため、今回の電磁波探査では背

面空洞の有無を把握することができない。 

調査対象となった各務原トンネルは、1986 年(昭和 61 年)に供用開始した延長約 3,000m のト

ンネルである。天端部分のトンネル軸方向に表 3.3.1 の凡例に示す 3 本の側線位置で電磁波探

査を実施し、その結果から天端部の覆工厚の分布を色分けしている。この覆工厚分布図にトンネ

ル点検で発見されたひび割れを記入し、その中から特徴的なひび割れ発生パターンを図 3.3.1に

示す。 
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図 3.3.1 各務原トンネルの点検データと覆工厚分布（その１） 

巻厚不足箇所に斜め方向ひび割れがみられる。
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図 3.3.1 各務原トンネルの点検データと覆工厚分布（その 2） 

巻厚不足箇所に斜め方向ひび割れがみられる。
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 図 3.3.1 に示す背面空洞については、前述したように探査深度が設計覆工厚以下であるので、信頼

性が乏しい。天端部分の覆工厚分布に着目すると、覆工厚不足している領域はトンネル軸方向に連続

している事例が多い。また、スパン内に局部的に覆工厚が不足している領域も発生している。覆工厚が

不足している領域は、片側のアーチ肩部のみに発生している事例が多くなっており、両側に対称に発

生している事例は極めて少ない。 

 覆工厚を探査した範囲のひび割れ発生状況に着目すると、覆工厚不足が発生している領域では、ト

ンネル軸方向のひび割れが天端でなく、覆工厚不足が生じているアーチ肩付近に発生している。また、

斜めのひび割れの発生頻度が多いような印象を受ける。 

 

（1）TCI による評価 

覆工厚不足とひび割れ発生との関連性を把握するために、電磁波探査した区間のひび割れを対象に

TCI で評価を行った。 

1)巻厚とひび割れパターンの関係 

全体を通して、巻厚が 30cm 未満で巻厚不足箇所とひび割れ発生位置が一致するスパンおよび、巻厚

不足箇所で F0、F11、F22 が TCI(50)値内にあるスパンを表 3.3.1 に示す。また、各務原トンネル下り線

の全スパンにおける TCI 分布と巻厚不足の関係を図 3.3.2に示す。 

巻厚不足箇所とひび割れ発生位置が一致するスパンの TCI 分布をみると、F0、F11、F22は、TCI(50)値

を上回り、他のスパンに比べて値が大きいことがわかる。しかし、巻厚不足箇所でも F0、F11、F22 が

TCI(50)値を下回るスパンや、覆工巻厚があっても TCI(50)値を上回るスパンが存在している。 

F0の TCI(50)値を上回るスパンで巻厚不足箇所に発生しているひび割れは、縦断方向ひび割れが卓越

する傾向にあり、逆に F0が TCI(50)値内のスパンにおける巻厚不足箇所に発生しているひび割れは、横

断方向ひび割れが卓越する傾向にある。この傾向はトンネル全体において概ね同様の傾向である。 

以上より、巻厚不足箇所に必ずしもひび割れが発生するとは限らないが、巻厚不足箇所に発生する

ひび割れは、TCI 値が大きく縦断方向ひび割れが発生しやすい傾向にあると考えられる。 

2)背面空洞とひび割れパターンの関係 

図 3.3.3 に各務原トンネル下り線の全スパンにおける TCI 分布と背面空洞の関係を示す。これをみ

ると、背面空洞の有無によってひび割れ量の傾向の違いはみられないが、縦断方向ひび割れが多い傾

向がある。これは、背面空洞が存在する箇所は巻厚不足であることが多いことに関係していると考え

られる。 

また、全スパンに比べ、背面空洞がみられる箇所はひび割れの方向性を示す F12=F21が大きい傾向が

ある。これは当箇所に斜めひび割れが多く発生していることを示している。 

したがって、背面空洞の有無によってひび割れ量に大きな傾向はみられないが、背面空洞がみられ

る箇所では斜めひび割れの発生が多くなる傾向があると考えられる。 

3)TCI による評価のまとめ 

 覆工巻厚を探査した範囲に対象を絞って、覆工巻厚とひび割れ発生状況との関係を TCI で検討した。

検討対象とした各務原トンネルでは、探査深さが設計巻厚 60cm 以下の 40cm であるため、巻厚不足に

起因する背面空洞のみが探査可能であった。各務原トンネルの結果では、巻厚不足した箇所(背面空洞

区間)に縦断方向のひび割れが発生する傾向があり、斜めひび割れについても多く発生しているものと
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判断された。 

 各務原トンネルのみの結果であるが、巻厚不足に起因する背面空洞区間では、トンネル縦断方向ひ

び割れと斜めひび割れが発生する傾向があることが判明した。 

 

表 3.3.1  巻厚不足箇所とひび割れ発生の位置関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

巻厚不足箇所とひび割れ発生位置が一致しているスパン 
凡例 

スパン 73 79 

巻厚と 

ひび割れ 

の関係 

  

 

 

巻厚不足箇所で TCI（F0、F11、F22）が TCI(50)値内にあるスパン 

スパン 233、234 270 

巻厚と 

ひび割れ 

の関係 
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3.4 既往の点検記録からの変状原因推定手法に関する検討 

3.4.1 検討概要 

詳細点検記録によるひび割れ発生形態の把握において、TCI により建設工法ごとでひび割れの発生

形態が異なることが確認された。また、材料分離（粗骨材の偏り）とひび割れとの相関は確認できなか

ったが、矢板工法で施工されたトンネルについては、材料分離が局部的に生じていることが判明した。

さらに矢板工法においては、覆工厚不足や覆工背面の空洞が顕著であり、特徴的なひび割れが発生し

ていることを確認した。 

しかし、これらのひび割れ発生要因は一部であり変状原因については、内因および外因に大別する

必要がある。内因によるひび割れについては、材料や施工に起因していることからトンネル単位で、標

準的なひび割れが発生することが想定される。一方

で外因については、外力の作用によって局部的に特

異なひび割れが発生する。 

そこで、標準的なひび割れおよび局部的なひび割

れを抽出するにあたり、トンネルの各スパンにおけ

るひび割れ発生形態を TCI の F0、F11、F22、F12=F21成

分により分析した。 

 標準的なひび割れの抽出にあたっては、NEXCO

が管理するトンネルで、表 3.2.1 に示す矢板工法（上

半先進）、矢板工法（側壁導坑先進）および NATM

の工法別に区分した。  

本研究では、表 3.4.1 に示すひび割れが発生して

いるトンネルで主たる原因が判明している覆工スパ

ンについて、TCI によるひび割れ発生の

原因推定手法について検討した。 

 

3.4.2 分析方法 

中野らの報告 2）は、外因によるひび割

れの特徴についてひび割れの方向成分に

着目した分析を行っている。中野らの報

告による分析例を図 3.4.1 に示す。グラ

フの横軸に F11、縦軸に F22を設定し、覆

工 1 スパンごとに算出した F11 、F22との

交点をプロットする。このとき、プロッ

トがグラフ上の点線（F11=F22ライン）よ

り下側に分布すれば縦断方向ひび割れ卓

越型、上側に分布すれば横断方向ひび割

れ卓越型とできる。プロットが点線上も

しくは点線付近に分布すれば、斜めひび

表 3.4.1 対象トンネル 

分

類

対象 
トンネル

工法 
対象 

スパン
変状原因

変
状
ト

ン
ネ
ル

一本松 
トンネル

（下） 
NATM 

104～
107 

塑性圧 

御園 
トンネル
（上） 

NATM 

0～28 
覆工背面

拘束 

29～42
支保工の
拘束 

43～47
断層破砕
帯のズレ

辰野 
トンネル

 

矢板工法 
(上半先進) 

29～30
坑門工の
沈下 

 

図 3.4.1 TCI（F11、F22）分析例 
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割れ卓越型となる。このグラフから、中野らの報告 2）によれば以下のような変状原因が推定できると

考えられる。 

F11＞F22 ：緩み圧による天端縦断方向ひび割れ、水圧、塑性圧による側壁部縦断方向ひび割れ等 

F11＝F22 ：地すべり、偏圧地形による斜め方向ひび割れ等 

F11＜F22 ：路盤沈下、路盤隆起による横断方向ひび割れ等 

中野らの報告では、トンネルに外力作用で生じた損傷を対象にひび割れの方向成分から変状原因を

推定できる可能性を示している。しかしながら、実際の点検データにどの様に報告結果を反映するな

どの方法については提案されていない。 

本研究で提案するひび割れの原因推定手法については、中野らの外力作用により発生する局所的な

規模の大きいひび割れの抽出とは対照的に、コンクリート収縮によりトンネル全体に発生する標準的

なひび割れを、図 3.4.1 に示す方向成分の範囲設定により抽出するものである。外力作用により発生

するひび割れについては、トンネルの補強を実施する必要があるのに対し、本研究で対象としている

標準的なひび割れは、補修の有無或いは全面打音調査の有無を判断するための閾値である。この閾値

以下のトンネルに外因によるひび割れが含まれている可能性について、外力による変状と想定されて

いるトンネル点検結果と比較した。 

標準的なひび割れの設定は、表 3.2.1 にあるトンネルを対象とした工法別の TCI の方向成分 F11、

F22、F12・F21をまとめた表 3.2.2 にある TCI(50)値を採用し、各スパンの方向成分 F11、F22が、図 3.4.1

に示す TCI(50)値内領域に含まれるものを、標準的なひび割れとして評価するものである。 

 

3.4.3 ＴＣＩと変状原因の関係分析 

 分析結果を以下に示す。なお、外力性変状の可能性があるトンネルについては、今回現地調査を実施

しており、一本松トンネル、御園トンネル、辰野トンネルでひび割れ展開図上に図示しているひび割れ

幅については、現地調査時（平成28年）に計測したものである。 

 

（1）一本松トンネル 

変状状況としては、図3.4.2に示すように

スパン104～107で路盤隆起が確認されてお

り、塑性圧による外力性変状と判定された

区間が存在する。スパン105では、側壁が地

山の側圧によって押し出され、路肩排水溝

が閉口している。また、路盤隆起により覆工

には横断方向ひび割れが発生した。 

F11とF22の関係を図3.4.3に示す。 

F11とF22の関係をみると、対象スパンのう

ち、外力性変状の可能性があるスパンを赤

のプロットで示しており、外力性変状の可

能性があるスパンのうち105、107スパンは

TCI(50)値領域外に分布していることから、

図 3.4.3 一本松トンネルの F11と F22の関係 
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F11とF22の関係性を分析することで、外力性変状の可能性を捉えられていることがわかる。 

その他のスパンにおいては、TCI(50)値の範囲内にほとんどが含まれる。 

 

（2）御園トンネル 

御園トンネルは、NATMで施工されており、図3.4.4に示すように43～47スパンにおいて横断方向お

よび斜め方向ひび割れが発生しており、地山の地すべり性挙動による外力性変状と判定された区間が

存在する。 

さらに、0～28スパンは、地山の覆工背面拘束の影響により、縦横断方向にひび割れが発生し、29～

42スパンは支保工の拘束による横断ひび割れが発生している。 

F11とF22の関係を図3.4.5に示す。 

F11と F22の関係をみると、外力性と判定された 43～47 スパンは TCI(50)値領域の外側に分布してい

ることがわかる。また、これら変状スパンのプロットが、F11=F22 ラインより F22 側に分布しているこ

とから、横断方向および斜め方向ひび割れの発生を捉えられていることがわかる。 

さらに、縦横断卓越型の 0～28 スパンの分布は、F11=F22 ライン付近に分布しており、横断卓越型ひ

び割れの 29～42 スパンの分布は、F22 側に分布していることがわかり、外力変状でなくてもひび割れ

発生形態の特徴を、TCI によって捉えられていることがわかる。しかし、地山の背面および支保工の拘

束によるひび割れは、TCI(50)値領域の範囲外となり、標準的なひび割れとしての判定が困難なものと

なった。 

図 3.4.2 一本松トンネルのひび割れ展開図と変状写真 
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（3）辰野トンネル 

辰野トンネルの変状区間は、図3.4.6に示すよう

に坑門工の沈下や倒れに伴う側方土圧減少によ

り、天端部の曲げモーメントが増加して縦断方向

ひび割れが発生したと考えられ、外力性変状の可

能性があるトンネルである。 

F11とF22の関係を図3.4.7に示す。 

外力性変状と考えられ、縦断方向ひび割れが発

 
図 3.4.4 御園トンネルの変状状況 

図 3.4.5 御園トンネルの F11と F22の関係

図 3.4.6 辰野トンネルの変状状況 

図 3.4.7 辰野トンネルの F11と F22の関係 
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生しているスパン29、30は、F11の方がF22に比べ値が大きく、縦断方向ひび割れが発生する分布となっ

た。 

詳細点検および調査にて外力性変状の可能性が低いと判定したスパンで、TCI(50)値領域よりも大き

な値を示すスパンが存在する。これは、覆工撮影画像からのひび割れ抽出によるひび割れ幅に対し、今

回現地調査時のひび割れ幅が小さい傾向であり、外力変状で無いと想定されるが、覆工撮影画像から

のひび割れ抽出時に過大なひび割れ幅としたことから、TCIの値が大きくなったと考えられる。 

 

3.4.4 分析結果 

F11、F22を用いて TCI と変状原因の関係を分析した。その結果、外力性変状の可能性がある一本松ト

ンネル、御園トンネル、辰野トンネルは、外力性変状の原因を F11 と F22 の関係から推定できることが

わかった。また、変状原因が内因によるものであると想定されるトンネルは、TCI が TCI(50)値領域内

に含まれるスパンが多く、提案した閾値は妥当であると判断される。。 

しかし、内因のなかでも地山の背面や支保工の拘束によって発生するひび割れについては、TCI(50)

値領域外となり、外部拘束によるひび割れの判定を、TCI(50)値領域で整理することが困難な場合があ

る。内因による変状と確認されたトンネルにおいても、同様にTCI(50)値領域外に存在するスパンが確

認され、特に矢板工法のトンネルにおいてはそれが顕著なトンネルが存在する結果となった。 

また、NEXCOのトンネル詳細点検の支援として活用している覆工画像撮影において、覆工画像から

ひび割れを抽出するための画像精度等が問題であることがわかった。 

 

3.4.5 変状原因推定手法に関する検討のまとめ 

NEXCO が管理するトンネルを対象に、矢板工法(上半先進)、矢板工法(側壁導坑)、山岳工法の 3 工

法に分類し、TCI(50)値領域により工法ごとの標準的なひび割れを抽出した。 

 外力性変状と想定される一本松トンネル、御園トンネル、辰野トンネルは、F11と F22の関係から、外

力性変状の可能性を捉えられることがわかった。また、変状原因が内因と想定されるトンネルは、TCI

が TCI(50)値領域内に含まれるスパンが多く、変状が小さい、あるいは、変状に特徴がないものでも TCI

を用いて変状原因を推定できると考えられる。 

 しかし、内因のなかでも地山の背面拘束や支保工の拘束によって発生するひび割れ発生形態につい

ては、TCI(50)値領域内から外れる結果となり、TCI(50)値領域に加えてさらなる評価項目の検討が必要

であると考える。外因による変状においても、ひび割れ幅の変動による変状進行性を加味した変状原

因推定の評価が必要である。 

また、現在 NEXCO のトンネル詳細点検にて実施している覆工画像撮影を用いたひび割れ展開図の

作成において、画像の精度および画像からひび割れ幅抽出時の個人差においては、今後の検討課題で

ある。 

 

 

3.5 外力作用のひび割れと断面変形の相関把握 

 変状原因推定手法に関する検討の結果、TCIの縦断方向成分F11と横断方向成分F22が工法別に整理し

たTCI(50)値領域内にある覆工スパンのひび割れについては、標準的なひび割れとして内因によってひ
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び割れが発生した可能性が高い。一方で外因によるひび割れについては、TCIの縦断方向成分F11と横断

方向成分F22をグラフ化し、覆工スパンにおける各成分でのプロットにおいて、TCI(50)値領域外でかつ、

プロット位置により外力作用による変状原因の推定が可能である。しかし、検証結果において、内因に

よって発生したひび割れでもTCI(50)値領域外に存在するトンネルが存在し、外力作用の可能性が否め

ない。 

そこで、TCIの工法別トンネルのTCI(50)値領域およびF11とF22の関係によるひび割れ原因推定に加え

て、内因と外因を区分する指標として、外力作用におけるトンネル内空断面の変形に着目し、内空断面

計測を実施することで区分できると考え、本研究で外力作用により変状しているトンネルを対象に、

ひび割れ状況と断面変形の相関について検証を実施した。 

断面変形を把握するうえでは、内空断面をコンバージェンスメジャーによる測量や反射プリズムを

用いた光波測距儀などで内空断面を計測するが、本研究では、交通規制が伴わない、断面変形把握が可

能な走行型レーザー計測を採用することとした。 

 

3.5.1 走行計測技術の概要 

（1）走行型レーザー計測 

この計測手法は、「新都市社会技術融合創造研

究会 走行型計測技術による道路トンネル健全

性評価の実用化研究プロジェクト」において実

用化検討が行われ、トンネル点検や調査におい

ての計測実績も多い手法である。 

本研究で採用する走行型レーザー計測は、安

田ら 3)、重田ら 4),5)が研究している走行型計測車

両（MIMM－R）とする。 

 以下に概要を述べる。 

1）走行型計測車両（MIMM－R）の特徴 

通常走行が可能であり、交通規制が不要のため一般交通への支障回避、安全性の向上が図れる。 

2）画像計測（MIS）：JPEG 形式 

近接目視点検に匹敵する高い検出精度を確保し、変状に位置情報(3D 座標)を付与することで、客観

的なデータが取得可能である。また、進行性把握に有効であり、客観性の向上が図れる。 

3）レーザー断面計測（MMS）：CAD、JPEG 形式 

図 3.5.2 にあるようにひび割れ分布とコンタ―図を重ねることで、断面変形モードによる評価によ

り変状原因の推定が可能となる。 

4）非接触レーダー探査（MRS）：CAD、JPEG形式 

非接触レーダー探査（MRS）により、図3.5.3にあるように覆工巻厚不足箇所、背面空洞箇所の有無

を把握、突発性崩壊に対する安全性の評価が可能である。 

ただし、対策必要箇所は、従来の接触型レーダー探査等で面的な調査を別途実施する必要がある。 

本研究においては、外力による変形モードの把握を目的としていることから、本機能については採

用しないこととする。 

 

図 3.5.1 走行型計測システム（MIMM-R）
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（2）変形モード解析 

変形モード解析は、新都市社会技術融合創造研究会の「走行型計測技術による道路トンネル健全性

評価の実用化検討に関する研究 報告書、平成25年3月」6）の手法を用いて解析を実施する。 

また、施工時に問題となった箇所などで変形の有無を確認する。 

 

（3）変形モード算出方法 

変形モード算出は、はじめに、解析を行うため、

不要なデータの除去やスパン分けを行う。次に、

図 3.5.4 にあるようにトンネル中心軸を設定し、

その中心軸に対してトンネルの推定出来形断面を

求め、推定出来形断面とレーザー計測結果の点群

との差分によりコンター図を作成する。 

1）平均断面（推定出来形断面）の設定 

レーザー計測で得られる点群データは単なる三

次元の座標データでしかない。このため、トンネ

ルの変形状態を判断するためには、基準となるト

ンネル平均断面を設定し、その面に対して点群データがどのような位置にあるかをコンター図で示し

視覚化する必要がある。 

はじめに、トンネル断面の中心軸を算出する．求められた中心軸に垂直な面を投影面として点群を投

影する。投影された点群を投影面の中心より見た角度方向に平均化処理を行い、できた形状を推定出

来形とする。 

2）中心軸の設定 

トンネル覆工の変形は、各スパン内で局所的に変形を起こしているものと、数スパンにわたって覆工

図 3.5.4 推定出来形の計算 

 

図 3.5.3 走行型計測による巻厚・空洞の推定例 

 

図 3.5.2 走行型計測による変状原因の推定例 
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が変形、移動するものとがあ

る。これらの変形を抽出する

ためには、トンネル中心軸を 2

種類設定する必要があり、図

3.5.5 に示すスパン毎中心軸

とトンネル全体中心軸（平滑

化面）とがある。 

3）変形モード算出 

トンネル覆工面の凹凸状態

（平均断面と実測点群との差

分）を等高線上に色分けして

表示したコンター図から、覆

工がどのように変形している

かを知ることができる。コン

ター図は、図 3.5.6にある変形

モード毎に作成し、以降にそ

れぞれの特徴を示す。 

① スパン毎平均断面 

スパン毎平均断面は、各スパンで求めた平均断面を、スパン中心軸に沿ってスライドさせてできる

推定出来形から、レーザー計測結果を色分けしたものである。これにより、スパン内の局所的な変形を

見ることができる。 

② スパン毎軸合わせ 

スパン毎軸合わせは、トンネル全体で求めた平均断面を、各スパン中心軸に沿ってスライドさせた

推定出来形から、レーザー計測結果を色分けしたものである。これにより、各スパンでの差を見ること

ができる。 

③ 平滑化軸合わせ 

平滑化軸合わせは、トンネル全体で求めた平均断面を、平滑化軸に沿ってスライドさせた推定出来

形から、レーザー計測結果を色分けしたものである。これにより、トンネル全体の傾向を連続的に見る

ことができる。 

4）コンタ―図の評価 

レーザー計測で得られる点群データは単なる三次元の座標データでしかないため、基準となるトン

ネル平均断面を設定し、その面に対して点群データがどのような位置にあるかをコンター図で示し視

覚化することで、変形モードを把握する。 

変形コンター図の色は、図3.5.7にあるように赤色であるほど内空側へ変位しており、青色であるほ

ど地山側へ変位していることを示す。軸座標（XY）は、軸座標が平滑化軸との水平差を示しており、

水平方向の断面のずれを示している。 

 
図 3.5.5 中心軸イメージ 

図 3.5.6 変形モード 

スパン内の局所的な変形
を見るのに適する

スパン毎での変形の差
を見るのに適する

(1)スパン毎平均断面 (2)スパン毎軸合わせ

トンネル全体の傾向を連続
的に見るのに適する

(3)平滑化軸合わせ
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軸座標（H）については、軸座標が平滑化

軸との高さ差、すなわち縦断方向の断面の

ずれ（表示色：orange）と、道路面縦断変位

（表示色：red）を示している。この色調の各

コンター図からトンネルの形状（変形、凹

凸）の傾向を読み取り、軸座標と平滑軸との

ズレを加味して、変形の原因を推定する。 

まず、図 3.5.8（2）（5）のコンター図に

着目し、色調の変化（凹凸モード）が同調し

ているか、していないかを判別する。 

色調が同調している場合、トンネルの変形が

示唆され、（3）（4）平滑化軸からの水平差･高低

差や、ひび割れ展開図等の情報を加味して、外

力作用の可能性を精査する。 

図 3.5.8 の事例では（3）（4）に示される軸ズ

レが少なく、展開図から縦断方向の貫通ひび割

れが確認されていることから、外力作用の可能

性が高いと判断する。 

 表 3.5.1に変状原因別コンター図の解析結果

イメージを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.7 色調の凡例 

50 ㎜ 

拡大 

縮小 

-50 ㎜ 

0 ㎜ 

図 3.5.8 変状トンネルの事例 

S017～19 両側にスパン貫通ひび割れ 
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表 3.5.1 変状原因別コンター図の解析結果イメージ 

外力作用 覆工変状イメージ 建設工法 平滑化軸合わせ スパン軸合わせ 

緩み土圧 1  矢板工法

or 

NATM 

  

②緩み土圧 2  矢板工法   

③側圧  矢板工法

or 

NATM 

  

④塑性圧  矢板工法

or 

NATM 

  

⑤偏圧  矢板工法

or 

NATM 

  

 

横
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3.5.2 ひび割れと断面変形の相関検証 

検証するトンネルについては、前章で外力作用のひび割れが発生しているとして検討を行っ

た一本松トンネル、御園トンネル、辰野トンネルを対象とした。検証結果を以下に示す。 

 

（1）一本松トンネル 

 断面計測結果を図3.5.9に示す。側

溝の閉口が確認されているスパン105

付近は、コンター図を見ると内空側へ

変形しており、断面計測で変状状況を

再現できていることがわかる。さら

に、同スパンの路盤隆起は、道路面縦

断変位で再現されていることがわか

る。また、コンター図において、側壁

部および天端中央部でひび割れ発生

箇所と断面変形箇所が一致し、外力が

作用したことでひび割れが発生した

可能性がある。 

 

（2）御園トンネル 

断面計測結果を図3.5.10に示す。ス

パン43～47では、レーザー計測により

縦断変位が確認されており、特にスパ

ン45、46では水平方向のズレも確認さ

れている。コンター図を確認すると、

横断方向ひび割れが平行に複数発生

している箇所で断面変形しており、外

力に起因する変状であると考えられ

る。 

 

（3）辰野トンネル 

 断面計測結果を図3.5.11に示す。レ

ーザー計測により、ひび割れ発生箇所

と断面変化モードは一致した。しかし、ひび割れ発生箇所以外でも断面が変形したモードとなっ

た。これは、NATMで施工されたトンネルは、覆工打設時に移動式型枠を用いるため、全線で断

面のズレが少なくなるが、辰野トンネルは、矢板工法で施工され、覆工打設に組立式型枠を用い

ているためである。この影響により、一つ一つの組立てによる断面のズレにより、平均断面算出

図 3.5.9 一本松トンネル断面計測結果 

図 3.5.10 御園トンネル断面計測結果 
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にブレが生じるため、外力性変状でな

い箇所にも変形したモードが算出さ

れる結果となった。 

 

3.5.3 外力作用のひび割れと断面

変形の相関把握のまとめ 

外力性変状の可能性があるトンネ

ルについて、走行型レーザー計測によ

り断面形状計測を実施し、断面変形と

ひび割れ状況に相関があることがわ

かり、外力作用によるひび割れである

ことをあらためて確認できた．ただ

し、覆工打設に組立式型枠を用いてい

る場合、平均断面算出にブレが生じる

ため、外力性変状でない箇所にも変形したモードが算出される結果となることがわかり、今後の

課題についても把握することができた。 

 

 

3.6 本章のまとめ 

NEXCO が管理するトンネルのうち、381 トンネルの点検結果を収集、分析したうえで各トン

ネルの覆工スパン単位で TCI を算出し、矢板工法(上半先進)、矢板工法(側壁導坑)および山岳工

法におけるひび割れ形態の把握、現地調査による覆工厚、背面空洞とひび割れの関係について検

討を実施した。また、内因および外力性変状の外因によるひび割れ形態の抽出について、TCI の

縦断方向成分、横断方向成分である F11、F22を用いて変状原因推定の検討を行った。 

さらには、外力変状の可能性のあるトンネルについて、走行型レーザー計測によりひび割れと

断面変形の相関について確認を行った。 

 建設工法におけるひび割れ形態の把握については、TCI の縦断方向成分、横断方向成分である

F11、F22の分析において、建設工法ごとのひび割れの特徴を定量的に把握できた。一方で、覆工

の材料分離（粗骨材の偏り）とひび割れの関係性は不明瞭であった。覆工厚、背面空洞とひび割

れの関係については、覆工厚が薄い箇所は、縦断方向ひび割れが発生、背面空洞箇所においては

斜め方向ひび割れが発生する傾向が把握できた。既設覆工のひび割れ発生の原因推定について

は、TCI を用いた TCI(50)値領域の設定が核となることから、さらなる詳細点検結果の収集、分

析を実施していくこととするが、覆工厚の違いおよびトンネル延長によっては、外気の影響を受

けやすくひび割れが発生しやすいため、これらの条件についても考慮すべきである。また、矢板

工法のトンネルについては、覆工コンクリートの打設手順が複雑で打設方法についても特殊な

ものがあり、覆工背面の空洞状況等と相まって様々なひび割れが発生する可能性がある。そのた

図 3.5.11 辰野トンネル断面計測結果 
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め、建設時および供用時の坑内環境や建設工法における覆工コンクリートの打設手順等を条件

とした、ひび割れ進展解析の方向から変状原因の推定を次章以降で検討する。 
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第 4 章 坑内環境調査、試験体暴露試験、室内試験 

 

4.1 坑内環境が物性値へ与える影響の把握 

4.1.1 目的 

 覆工コンクリートの収縮等の内因により発生するひび割れは、トンネル施工時の坑内環境の

影響を受けることが想定される。そのため、トンネル施工時の坑内環境が覆工コンクリートの収

縮等へ与える影響を把握することを目的に、実際のトンネルで坑内環境を測定するものである。

なお、トンネルの坑内環境は、トンネルの貫通の前後で異なることも想定されたことから、貫通

前の掘削中のトンネルと貫通後のトンネルで坑内環境の経時変化を測定する。 

また、環境条件と水分移動距離の違いがコンクリートの収縮特性へ及ぼす影響を実験的に把

握するために、坑内環境を測定したトンネル内にコンクリートの供試体を暴露し、収縮ひずみの

経時変化を測定する。さらに、コンクリート自体の収縮特性を把握するために、恒温恒湿室でも

収縮試験を実施する。 

 

4.1.2 坑内環境に関する測定 

（1）測定概要 

 トンネルの坑内環境の測定は、貫通の前後および坑口からの距離による差異を確認するため、

既に貫通している延長 199m の中山トンネルと、当時掘削中で未貫通の延長 1,361m のにしごう

トンネルの 2 トンネルで実施する。測定器を用いて、温度、相対湿度（以下、「湿度」という。）

および風速を測定する。測定箇所については、表 4.1.1 のとおりとする。 

 

（2）測定結果 

1）貫通後のトンネル（中山トンネル） 

坑内温度の月平均値は、冬季に 0℃程度、夏季に 23℃程度となり、季節によって変化している

ことが確認された。これらの温度変化は、図 4.1.2に示すように当該地域の外気温の変化と同様

の傾向であった。測定位置による影響を見ると、坑内温度は、坑口部(坑口から 20m 程度)、坑

口から 50m および坑口から 100m のいずれの測定位置も同程度であった。 

 坑内湿度は、日および日間での変動幅が比較的大きくなったが、月平均値を見るといずれの測

定位置も 6 月～3 月は 80～90%と一定で、4 月と 5 月は若干低下して 70%程度になったが年間を

表 4.1.1 測定項目および測定箇所 

測定項目 測定条件 測定箇所 

温度 

湿度 

風速 

貫通後のトンネル 

(中山トンネル) 

坑口部 坑口から約 20m の側壁部分(高さ 1.5m) 

トンネル坑内 
坑口から 50m の側壁部分(高さ 1.5m) 

坑口から 100m の側壁部分(高さ 1.5m) 

貫通前のトンネル 

（にしごうトンネル） 

坑口部 坑口から約 20m の側壁部分(高さ 1.5m) 

トンネル坑内 
坑口から 100m の側壁部分(高さ 1.5m) 

坑口から 700m の側壁部分(高さ 1.5m) 
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通じて高い数値であった。これらの湿度変化は、図 4.1.2に示すように当該地域の湿度の変化と

同様の傾向であった。  

 坑内風速は、6 月～9 月が月平均値で 0.5m/s 程度(最大 3.7m/s)、その後 10 月～5 月が 1.5m/s 程

度(最大 9.2m/s)となり、時期によって異なった。また、図 4.1.2に示す当該地域の風速の変化と

は異なる傾向であった。これは、当該トンネルの覆工コンクリートの施工が 9 月まで行われてお

り、トンネル坑内にセントル等が存在したことで、風が流れにくくなったことによる影響と推察

される。ただし、覆工コンクリートの施工期間も貫通後の風速は、後述する貫通前のトンネルと

比較すると大きくなっており、少なからず貫通の影響を受けていると考えられる。なお、測定位

置による差異は小さかった。 

 

 

図 4.1.3 にしごうトンネルの坑内環境の測定 

  結果の月平均値(温湿度・風速計) 

 

図4.1.2 中山トンネルの坑内環境の測定結果の

月平均値(温湿度・風速計) 
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2）貫通前のトンネル（にしごうトンネル） 

 にしごうトンネルは、掘削中であるため、常時換気が行われていた。換気方法は、希釈封じ込

め方式で、切羽で発生した粉塵を、坑外からの送風によって希釈し、粉塵が後方に飛散するのを

防ぐための集塵機が設置されていた。具体的には、送風機によって風量 1,864m3/min で、集塵機

によって風量 2,278m3/min で換気が行われていた。 

 坑内温度は、図 4.1.3 に示すように季節によって変動していることが確認された。ただし、坑

内温度は、測定位置によって異なり、坑口からの距離が遠い位置ほど高くなった。また、この傾

向は冬季ほど大きくなった。これより、貫通前のトンネルの坑内温度は、坑口からの距離が遠い

位置ほど、トンネル坑外の外気温の影響を受けにくくなっていたものと考えられる。 

坑内湿度は、坑口から 700m の測定位置を除き、測定期間中の月平均値で 75～85%程度とな

り、変動も非常に小さかった。測定位置による影響を見ると、坑口から距離が遠い位置ほど坑内

湿度は小さくなる傾向が見られた。 

坑内風速については、換気量として、風速 0.3m/s 以上となる送風が行われていたが、測定位

置の坑内風速は、月平均値で 0.3m/s 程度以下で、貫通後の中山トンネルと比較しても小さくな

った。また、坑口からの距離が遠い位置ほど風速は小さくなった。 

以上の結果より、延長 200m 程度の貫通後のトンネルの坑内環境は、通風によってある程度一

様になると考えられ、坑口からの距離による差異は小さいことが判った。  

一方、貫通前のトンネルの坑内環境は、換気を行っていても通風が小さいために、坑口に近い

ほどトンネル坑外の環境の影響が大きく、逆に坑口から遠い位置ではトンネル坑外の影響が小

さく、坑口からの距離によって差異があることが判った。 

 

 

4.1.3 供試体物性値測定 

（1）作製供試体 

実際に使用する材料および環境変動

によって生じる自由収縮ひずみを解析

によって検証することを目的として、表

4.1.2 に示すように供試体を作製した。 

環境変動に応じた自由収縮ひずみの

把握を目的とする供試体は、各トンネル

坑内で作製し、打設後 18 時間経過した

時点で脱型して坑内に静置し、埋め込み

型ひずみゲージで収縮ひずみを測定し

た。 

一方、使用材料でのコンクリート自体

の収縮特性の把握を目的とする供試体

表 4.1.2 供試体諸元 

供試 

体名 

形状 

寸法 

【mm】 

粗骨材の 

最大寸法 

【mm】 

セメント

の種類 

脱型後の 

存置場所 

AA-□100 
100×100

×400 
20 N 貫通後の 

トンネル 

(中山ﾄﾝﾈﾙ) AA-□150 
150×150

×530 
40 N 

A2-□100 
100×100

×400 
20 N 貫通前の 

トンネル 

(にしごうﾄﾝﾈﾙ)A3-□150 
150×150

×530 
40 N 

□150 

150×150

×530 
40 

N と BB 20℃RH60% 

JIS□150 N と BB 

7 日間 

水中養生後 

20℃、RH60% 

□100 

100×100

×400 
20 

N と BB 20℃、RH60% 

JIS□100 N と BB 

7 日間 

水中養生後 

20℃、RH60% 
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は、材齢 18 時間で脱型して、一つは 20℃、RH60%の恒温恒湿庫内に、もう一つは JIS A 1129 モ

ルタルおよびコンクリートの長さ変化測定方法に準じて 7 日間標準水中養生を行った後、20℃、

RH60%の恒温恒湿庫内に存置し、収縮ひずみを測定した。 

なお、供試体の粗骨材の最大寸法は、20mm と 40mm の 2 種類とし、セメントは、普通ポルト

ランドセメントと高炉セメント B 種の 2 種類とした。 

各トンネル内および恒温恒湿庫内に存置した供試体の粗骨材の最大寸法およびセメント種別

による配合を表 4.1.3 に示す。 

（2）貫通後のトンネル（中山トンネル） 

1）圧縮強度 

供試体の製作に用いたコンクリートの円柱供試体の圧縮強度の試験結果を表 4.1.4 に示す。

標準養生を行った供試体の圧縮強度は、いずれも呼び強度を有する結果であった。しかしながら、

材齢 18hr で脱型し、その後トンネル坑内に放置した現場養生を行った供試体は、21-15-20N 以外

でいずれも呼び強度を下回る結果となった。 

本研究において、養生効果を確認する目的で各種養生による圧縮強度への影響を検証してお

り、その時の試験結果では打設後 18hr で脱型して乾燥状態(温度 20℃、湿度 60%)の環境に放置

した場合の圧縮強度は、標準養生(28 日間の水中養生)したものの 72～83％となっており、普通

セメントを用いた場合には 83%であった。中山トンネル坑内に存置した供試体の圧縮強度は、標

準養生に比べて普通セメ

ントで 84～85%、高炉セ

メント B 種で 73～77%で

あった。高炉セメント B

種についての養生効果を

確認する目的で実施した

圧縮強度検証は行ってい

ないが、中山トンネルで

の得られた標準養生と現

表 4.1.3 供試体の配合 

種類 
W／C

(％）

s／ａ

（％）

air 

（％）

単位量（㎏/m3） 

W C 
S① 

(陸砂) 

S② 

(砕砂) 

G① 

(2010) 

G② 

(1505)

G③ 

(4020)

21-15-40N 59.4 45.4 4.5 171 288 447 366 297 396 298 

21-15-20N 59.3 46.7 4.5 178 300 453 371 572 382  

21-15-40BB 58.3 45.2 4.5 169 290 443 362 298 397 298 

21-15-20BB 58.3 45.7 4.5 176 302 442 361 580 387  

 

表 4.1.4 圧縮強度の試験結果 

配合 
標準水中（Ｎ/ｍｍ2） 現場養生（Ｎ/ｍｍ2） 

№１ №２ №３ 平均 №１ №２ №３ 平均

21-15-20N 25.8 25.5 25.2 25.5 21.8 21.8 21.9 21.8 

21-15-40N 24.0 24.5 24.9 24.5 20.6 20.3 20.9 20.6 

21-15-20BB 24.8 25.1 25.2 25.0 19.5 19.9 18.8 19.4 

21-15-40BB 23.1 22.6 23.0 22.9 16.1 17.5 16.9 16.8 

 

79



 
 

場養生との強度差は同様であり、高炉セメント B 種でもセントル脱型後の初期養生が重要であ

ることを示唆している。 

2）収縮ひずみ 

 AA-□100 と AA-□150 の材齢と全ひずみの関係を図 4.1.4 に示す。ひずみは、以後、符号が

(-)の場合が収縮を、(+)の場合が膨張を示す。 

AA-□100 と AA-□150 の全ひずみは、図 4.1.4 に示したようにトンネル坑内の温湿度の変化

によって増減しながら材齢に伴って収縮ひずみが増大する傾向が見られた。その収縮ひずみの

増加量は 120 日経過した以降は、頭打ちとなっている。全ひずみは、脱型から 321 日(5/9)の時

点で最も収縮ひずみが大きくなり、AA-□100 が-862μ、AA-□150 が-858μとなった。また、 AA-

□100 に比べ AA-□150 が緩やかに収縮

する傾向を示したが、材齢の経過ととも

に互いの差は小さくなった。AA-□100 と

AA-□150 では、コンクリート中の水分移

動距離が異なるため、収縮ひずみに違い

が生じると想定されたが、図 4.1.4 では

収縮ひずみに違いが見られなかった。こ

れは、後述する恒温恒湿条件下と同様に

コンクリート表面からの水分逸散に大き

く影響を与える坑内湿度の変化が少ない

ためと想定されるが、計測結果のみでは

収縮ひずみに違いがない原因は明確でな

い。 

 

（3）貫通前のトンネル（にしごうトンネル） 

1）圧縮強度 

供試体の製作に用いたコンクリートの円柱供試体の圧縮強度の試験結果を表 4.1.5 に示す。 

標準養生を行った供試体の材齢 28 日の圧縮強度は、いずれも呼び強度を有する結果であった。

しかしながら、材齢 18 時間で脱型し、その後トンネル坑内に存置して現場養生を行った供試体

は、いずれも呼び強度を下回る結果となった。 

今回、トンネル坑内に存置し

た供試体の圧縮強度は、養生期

間中の坑内温度(平均 13℃程

度)が低かったことに起因する

と考えられるが、標準養生に比

べてさらに低下して 21-15-20N

図 4.1.4 材齢と全ひずみの関係 
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全
ひ
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表 4.1.5 圧縮強度の試験結果 

配合 
標準水中（Ｎ/ｍｍ2） 現場養生（Ｎ/ｍｍ2） 

№１ №２ №３ 平均 №１ №２ №３ 平均

21-15-20N 26.7 26.1 27.2 26.7 17.4 16.9 17.3 17.2 

21-15-40N 22.8 23.1 22.5 22.8 16.1 16.2 16.1 16.1 
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で 64%、21-15-40N で 71%となった。これ

より、冬季では、セントル脱型後の初期養

生が重要であることが判る。 

2）収縮ひずみ 

A2-□100とA3-□150の材齢と全ひずみ

の関係を図 4.1.5 にそれぞれ示す。A2-

□100 と A3-□150 の全ひずみは、図 4.1.5

に示すようにトンネル坑内の温湿度の変

化によって増減しながら材齢に伴って収

縮ひずみが増大する傾向が見られた。全ひ

ずみは、脱型から 60 日まで急増し、その

後は緩やかに増加して 184 日(5/3)の時点

で最も収縮ひずみが大きくなり、A2-□100 で-722μ、A3-□150 で-608μとなった。その後、収縮

ひずみが減少する傾向となった。 

 

（4）恒温恒湿庫内に存置した供試体 

1）圧縮強度 

水中養生を行った試験体の圧縮強度試験結果を表 4.1.6 に示す。圧縮強度については、呼び強

度 21N/mm2を全て確保している。高炉セメント B 種を用いた場合には、材齢 7 日の段階では普

通セメントより圧縮強度

は低いが、その後の強度発

現は早く、材齢 28 日では

普通セメントより強度が

大きくなっている。 

 一方、粗骨材径の影響に

ついては、最大骨材径

40mm ものが高炉セメン

ト B 種、普通セメントと

もに圧縮強度が 5～6%小さくなっている。 

2）収縮ひずみ 

恒温恒湿庫内に存置した供試体の材齢とひずみの関係を図 4.1.6に示す。なお、覆工コンクリ

ートを模擬して 18 時間で脱型した後、20℃、RH60%の恒温恒湿庫内に存置した供試体のひずみ

は、脱型時からの変化で表した。 

脱型後、直ちに恒温恒湿庫内に存置した供試体について、粗骨材の最大骨材寸法および供試体

寸法の違いを見ると、□100 に比べて□150 の収縮ひずみは、緩やかに増大する傾向を示した。

ただし、材齢の経過とともに互いの収縮ひずみの差は小さくなり、材齢 1 年程度では 20μ 程度

 

図 4.1.5 材齢と全ひずみの関係 
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表 4.1.6 圧縮強度の試験結果 

配合 
σ7（Ｎ/ｍｍ2） σ28（Ｎ/ｍｍ2） 

№１ №２ №３ 平均 №１ №２ №３ 平均

21-15-20N 23.2 23.3 23.6 23.4 30.3 30.9 30.6 30.6

21-15-40N 22.5 21.5 22.1 22.0 28.2 28.8 28.7 28.6

21-15-20BB 19.4 19.6 19.1 19.4 32.3 31.8 32.2 32.1

21-15-40BB 18.4 18.2 18.0 18.2 30.5 30.8 30.3 30.5
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の差となった。これより、今回の試験の範

囲では、粗骨材の最大骨材寸法と供試体寸

法の違いが材齢1年程度の収縮ひずみに及

ぼす影響は小さいと考えられる。 

 セメントの種類の影響を見ると、収縮ひ

ずみは、材齢の初期段階では普通セメント

に比べて高炉セメント B 種で若干大きく

なったが、材齢 30～60 日程度で同等とな

り、その後、また材齢 150~180 日程度で高

炉セメント B 種が大きくなる傾向が見ら

れた。ただし、その差は 50μ程度であり、

材齢 1 年程度では、セメントの種類が収縮

ひずみに及ぼす影響は小さいと考えられ

る。 

 乾燥開始時期の影響を見ると、脱型後、

7 日間水中養生を行った後、恒温恒湿庫内

に存置した供試体の JIS A 1129 に準じた収

縮ひずみは、セメントの種類によって若干

異なり、材齢 1 年程度では、普通セメント

に比べて高炉セメント B 種で大きくなる

傾向が見られた。 

 脱型後、直ちに恒温恒湿庫内に存置した

供試体は、7 日間水中養生を行った供試体

に比べて、材齢 120 日程度までは収縮ひずみが大きくなった。しかしながら、その後の材齢 1 年

程度の収縮ひずみは、JIS□100(20BB)の供試体を除き、いずれも 1200μで同程度となった。これ

より、材齢 1 年程度では、乾燥開始時期が最終的な収縮ひずみに及ぼす影響は小さいと考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

覆工を模擬して 18時間脱型→20℃、60%RH 養生 

 

JIS A 1129（脱型後 20℃水中養生７日） 

 

図 4.1.6 恒温恒湿庫内に存置した供試体の材齢と 

ひずみの関係 
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4.2 覆工コンクリートの養生効果確認試験 

4.2.1 目的 

覆工コンクリートにおける品質向上の取組として、養生方法、型枠脱型時期等が研究分野や現

場への技術提案等により行われてきている。 

これら品質向上の取組は、覆工の長期耐久性の確保に寄与しているが、はく落事象へつながる

ひび割れへの影響についての知見は少ない。 

そこで本試験は、覆工コンクリートの初期養生方法、型枠脱型時期の違い（以下、「養生効果

確認試験」という。）に関する室内試験を実施し、環境条件と水分移動距離の違いがコンクリー

トの物性値へ及ぼす影響を実験的に把握することを目的とする。 

 

4.2.2 コンクリートの配合等 

NEXCOの標準仕様である中流動覆工コンクリートの施工管理要領1）にもとづいて、実験に使

用する配合を決定した。表4.2.1に実験に使用したコンクリート配合と使用材料の一覧を示す。

また、比較対象として中流動覆工コンクリートを採用する前の配合（表中のT1（在来）と表記し

たもの）についても実験を行う。  

 中流動覆工コンクリートの配合については、石炭灰（FA）または石粉（LS）を混和材とし

たもの以外に、高性能 AE 減水剤（増粘剤一液タイプ）（Ad）を用いた 3 種類とする。 

 

表 4.2.1 コンクリートの配合と使用材料一覧 

 
注：T1(FA)、T1(LS)、T1(Ad)は中流動覆工コンクリートでスランプフロー35～50cm、 
セメント：普通ポルトランドセメント 
粗骨材：砕石（表乾密度：2.66g/cm3 吸水率:0.5%）最大粗骨材径 20mm 
細骨材：陸砂（表乾密度：2.59g/cm3 吸水率：2.07%） 
石炭灰（FA）：JIS Ⅱ種（密度:2.32g/cm3）、石粉（LS）：炭酸カルシウム（密度：2.71g/cm3） 

 

4.2.3 養生効果確認試験 

（1）試験計画 

養生効果確認試験は、養生による覆工コンクリートへの影響を推定するために必要なデータ

を収集する目的として、養生環境の違いによるコンクリートの物性データの相違を確認する。 

表4.2.2に実験を行う養生環境の一覧を示す。一般的な覆工コンクリートの施工では、コンク

リートの自重に耐えられる強度が発現した時点で脱型されており、脱型時期は打設後18時間程

度である。そこで、実験では打設後18時間で脱型し無養生としたものを、基準とする（表4.2.2

の養生Ａ）。表4.2.2の養生Ｂ～養生Ｉについては、実際にトンネルで施工されている覆工の養生

セメント 混和材
T1（在来） 15±2.5 4.5±1.5 63 49 170 270 ― 888 950
T1（FA） 21±2.5 4.5±1.5 48.6 49.4 170 270 80（FA) 847 902
T1（LS） 21±2.5 4.5±1.5 48.6 49.4 170 270 80（LS) 847 902
T1（Ad） 21±2.5 4.5±1.5 53.1 50.4 170 320 ― 894 902

結合材 細骨材
S

粗骨材
G

単位量（kg/m3）
配合

スランプ
(cm)

空気量
（％）

水結合材
比

W/C(%)

細骨材
s/a(%)

水
W
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環境をモデル化する。ただし、養生Ｅについては、コンクリート自体の強度特性等を確認する目

的で28日間水中養生（標準養生）を行う。 

養生環境によるコンクリートの品質への影響を確認する目的で表4.2.3に示す物性試験を実施

した。水分拡散係数および細孔径分布については、実際のトンネル覆工厚と同等の300mm角の

試験体を用いる。この試験体は、乾燥面を1面のみに限定し、その他の面を完全にシールする

ことで実際のトンネル覆工に近い水分移動の状況を再現し、乾燥面から内部にかけての水分拡

散係数、細孔径分布の変化を養生終了の経過日数ごとに把握する。なお、養生終了後は、室温

20℃、湿度60％の恒温恒湿室で試験体を保管する。 

水分拡散係数、細孔径分布の試験は、養生終了後、恒温恒湿室に1、3、28日保管した時点で

行う。脱型後に養生を実施しない養生Ａ、Ｂ、Ｃは、脱型時点を養生終了として取り扱う。 

実トンネルでは、脱型後に覆工全体を養生する設備を設置する作業を行っている。この作業の

間は、養生を実施できない状態であり、脱型直後はコンクリート表面からの水分発散が多い時期

であることから、養生Ｄ、Ｆ、Ｇ、Ｈについては脱型後 8 時間放置（室温 20℃、湿度 60％）と

する。 

 

 

表 4.2.2 養生効果試験の基本条件 

注) 養生期間終了後→温度 20℃湿度 60％温度は 20℃一定 

 

 

要因 水　　　　準
普通コンクリート　T1-1配合
中流動コンクリート　石炭灰（FA）、石粉(LS）、増粘剤系(Ad）

A 従来（比較用） 18時間脱型後20℃湿度60%養生
B 48時間脱型後20℃湿度60%養生
C 72時間脱型後20℃湿度60%養生
D 湿度80％ 18時間脱型後→8h後に湿度80%養生→7日間で養生終了
E 水中養生 18時間脱型後→直後水中養生（28日間）
F 18時間脱型後→8h後に養生開始→7日間で養生終了
G 18時間脱型後→8h後に養生開始→28日間で養生終了
H 封緘養生 18時間脱型後　封緘養生→7日間で養生終了
I 膜養生 18時間脱型後　乾燥収縮低減剤塗布　→　養生終了

水中養生（8h後）

養生方法

基本条件
記号

配合

脱型時期

表 4.2.3 物性試験一覧 

物性値 試験方法
試験体寸法

(mm)
圧縮試験 JIS A 1108 φ100×200

JIS A 1129-3

埋め込みゲージ
透気性試験
（透気係数）

トレント法 100×100×400

透水性試験
（水分拡散係数）

インプット法 300×300×300

長さ変化試験 100×100×400
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（2）試験結果 

 コンクリートの物性値は、各配合とも同様であったことから、本研究では代表的な配合の試験

結果を示す。 

1）圧縮強度 

養生方法の違いによる圧縮強度への影響を整理したものを図4.2.1に示す。この図では、コン

クリートのポテンシャルとして供試体養生Eの圧縮強度σ28に対する各養生の圧縮強度σ28との

比で整理した。 

トンネル覆工の施工では、脱型後にコ

ンクリートを湿潤状態に保持するため

に、コンクリート表面をシートで覆うな

どの養生設備を設置する事例が多い。養

生設備を設置後は、コンクリート表面は

湿潤状態に保持されるが、脱型から養生

設備を設置する間は、コンクリート表面

から水分逸散が継続する。脱型直後は、

コンクリート中の水分量が多く、とくに

水分逸散が多い時期に相当する。そこ

で、脱型直後の水分発散による影響を確

認するために、脱型後に実トンネルにお

ける養生設備設置までの時間とほぼ同

じ8時間放置し、その後28日間水中養生

を実施した養生Ｇと養生Ｅの圧縮強度

を比較した。表4.2.4に示すように、配合

に関係なくほぼ等価であった。また、養

生Ｆ、Ｈについても脱型後に8時間放置

したにも係らず、圧縮強度については養

生Ｅの90%～110%程度の値を示してお

り、8時間程度の養生設備構築時間によ

る圧縮強度σ28への影響はないものと

推定される。なお、養生なしを想定したT1（在来）の養生Ａでも28N/mm2の圧縮強度であり、そ

の他のケースでは30N/mm2以上の強度であり、養生Ｄ以外のケースで設計基準強度（24N/mm2）

を満足した。養生Ｄについても、設計基準強度とほぼ同等の値を示している。この結果から、圧

縮強度については、特別な養生を実施しない場合でも設計基準強度を確保できるものと考えら

れる。 

養生Ｄは、脱型後に湿度80%の室内に7日間放置したにも係らず、脱型後に湿度60%の室内に

表 4.2.4 養生方法による 28日圧縮強度(N/ ）一覧 

養生方法 T1（在来） T1(Ad) T1(FA) T1(LS)
A 28.0 37.8 32.3 27.0
B 30.1 39.3 33.9 32.6
C 31.8 42.7 35.0 36.3
D 23.7 30.1 25.9 25.5
E 33.8 45.4 41.7 37.6
F 36.6 49.2 41.9 41.6
G 36.0 47.3 41.9 39.3
H 32.5 44.0 38.3 37.9
I 32.0 36.6 35.2 32.9

図 4.2.1 養生 E に対する各養生の圧縮強度比 
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放置した養生Ａの結果よりも小さい値を示している。この原因については、今回の試験結果のみ

では推定することが困難であるが、今回の結果からは、湿度80%では養生効果がないことを示唆

していると判断できる。 

2）長さ変化試験 

 図4.2.2～図4.2.3に埋め込みゲージで得られた長さ変化試験の結果を示す。長さ変化試験に

ついては、養生終了後に乾燥状態（室温20℃、湿度60%）に放置した乾燥材齢と収縮ひずみとの

関係で整理する事例が多いが、本研究では収縮ひずみ等の影響を検討するため、打設日からの材

齢で整理した。しがって、材齢28日まで水中養生している養生Ｅ、Ｇについては養生期間中は収

縮ひずみが発生していない。乾燥収縮低減剤を塗布した養生Ｉ以外は、養生終了後の収縮ひずみ

の発現は、ほぼ同様であり、乾燥材齢180日での収縮ひずみ量に大きな差異はなかった。これは、

コンクリートの最終的な収縮ひずみは、水セメント比に依存するという既存論文2）と一致してい

る。また、養生Ｉは、収縮ひずみの発現を抑制する効果があることが判明した。  

 

3）透気係数 

 コンクリート表面で測定した透気係数の一覧表を表4.2.4に示す。表には、かぶりコンクリー

トの品質を判定する目的で設定されたグレード3）と各グレードの評価を記載した。なお、透気係

数はコンクリートの含水率に影響を受けることが知られている。そこで、透気性試験のみは、コ

ンクリート表面の乾燥状態を同一条件で実施するために、乾燥材齢（養生後の材齢）28日で実施

図 4.2.2 配合における収縮ひずみと材齢との関係（左図：T1(在来) 、右図：T1(FA)） 

 

 

図 4.2.3 配合における収縮ひずみと材齢との関係（左図：T1(LS) 、右図：T1(Ad)） 
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した。 

養生をまったく実施しない養生Ａの透気

係数は、グレード分けの評価では「劣」

となっており、二酸化炭素等の鉄筋腐食

因子がコンクリート内部へ浸入しやすい

と判断される。脱型時間を72時間に延長

した養生Ｃおよび何らかの養生を7日以

上実施した養生Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｉは、グレ

ード分けの評価で「一般」以上と判定さ

れ、鉄筋コンクリートで施工される坑口

部等については、脱型時間を延長するか、

脱型後に養生を実施することが望まし

い。 

 脱型後、湿度80%で養生を行った養生

Ｄの透気係数は、養生Ａと同様に「劣」

と判定されている。また、図4.2.1に示す

圧縮強度の結果についても養生Ｄは、養

生Ａと同程度であり養生によるコンクリ

ートの品質向上が見られない。この原因については、脱型直後のコンクリートの含水量は飽和状

態に近いため、湿度80%の環境下でもコンクリート表面からの水分発散を防止できないためであ

ると想定される。したがって、脱型直後の養生としては、コンクリート表面を湿潤状態に保持す

るか、コンクリート表面を被膜等で覆い水分発散を抑制する方法が良い。 

4）水分拡散係数 

水分拡散係数の試験結果として図4.2.5に示す。水分拡散係数に用いた試験体は、トンネル覆

工厚と同じ300mmの厚さを有しており、乾燥面となる1面以外をエポキシ樹脂でシールしている。

材齢28日を経過した時点で、試験体をカットして乾燥面から内部の水分拡散係数を測定した。そ

の結果、図4.2.5に示すように養生Ａでは、乾燥面から120mm程度までは水分拡散係数が変化し

ているが、それ以深ではほぼ一定の値を示している。この傾向は、水中養生した養生Ｅ、Ｆ以外

はほぼ同一である。一方、水中養生を行った養生Ｅ、Ｆについては120mm以深の水分拡散係数を

測定していないが、乾燥面から120mm程度までは拡散係数が小さく、ほぼ一致している。120mm

以深の拡散係数は、養生ケースに関係なく配合ごとに、ほぼ一定の値を示した。今回の試験結果

では、養生条件により、表面から120mmまでの拡散係数は変動する。また、養生Ｅ（標準養生）

と7日間水中養生した養生Ｆの表面から120mmまでの拡散係数は、すべての配合で同等であった。

この結果から、水分拡散係数の評価では、養生期間としては7日程度で十分であることを示して

いる。 

 

表 4.2.4 透気性試験結果 

T1-1（従来） T1-4（Ad） T1-4（FA） T1-4（LS）

28 28 28 28

透気係数 13 2 .7 4.7 6 .5
グレード 5 4 4 4

評価 極劣 劣 劣 劣
透気係数 1.6 0.69 1.1 2 .1
グレード 4 3 4 4

評価 劣 一般 劣 劣
透気係数 0.78 0.43 0 .78 1 .0
グレード 3 3 3 4

評価 一般 一般 一般 劣
透気係数 13 4 .8 6.0 11
グレード 5 4 4 5

評価 極劣 劣 劣 極劣
透気係数 0.042 0.023 0 .032 0.041
グレード 2 2 2 2

評価 良 良 良 良
透気係数 0.091 0.055 0 .095 0.087
グレード 2 2 2 2

評価 良 良 良 良
透気係数 0.051 0.018 0 .022 0.026
グレード 2 2 2 2

評価 良 良 良 良
透気係数 0.36 0.24 0 .75 0.69
グレード 3 3 3 3

評価 一般 一般 一般 一般
透気係数 1.2 0.42 0 .060 0.43
グレード 4 3 2 3

評価 劣 一般 良 一般
注）：試験材齢は，所定の養生終了後からの材齢を示す。

I

H

G

F

E

D

C

B

養生

A

項目

透気係数ｋT（10
-16

m
2
）

配合種別
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5）養生効果確認実験結果のまとめ 

 養生効果確認実験の結果を簡単に整理すると以下のようになる。 

①脱型後の養生としては、コンクリート表面を湿潤状態に保持するか、被膜等でコンクリート表

面を覆うことで水分発散を抑制する養生方法が有効である。 

②脱型時間を72時間まで延長するか、養生期間を7日実施すると強度は養生Ｅの90%程度を確保

でき、かつコンクリートの緻密性を示す透気係数も、グレード分けの評価で「一般」以上の値

を確保できる。 

③打設後180日後の収縮ひずみ量については、養生方法による影響はほとんどない。ただし、収

縮ひずみは、養生終了時点から生じるため、若材齢での収縮ひずみには養生の影響を受ける。 

 

 

 

 

 

 

   
      T1（従来）               T1(Ad) 

  
T1(FA)              T1(LS) 

図 4.2.5 拡散係数と乾燥面からの深さ関係 
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4.3 材料分離に関する試験 

4.3.1 目的 

NEXCO は、中流動覆工コンクリートと型枠バイブレータを採用することで、材料分離や未充

填部の発生を防止してきたが、締固め方法によっては過剰な締固めとなることが懸念される。 

そこで本研究は、中流動覆工コンクリートの過剰な締固めによる粗骨材の含有率の違いがコ

ンクリートの物性値へ及ぼす影響を実験的に把握することを目的とする。 

 

4.3.2 材料分離に関する試験 

（1）試験計画 

コンクリート標準示方書[施工編：施工標準]（土木学会編）の締固めに関する解説には、材料

分離に注意して締固めを実施するとの記述がある。しかしながら、材料分離に関する定義につい

ては記述がない。これは、コンクリートの配合や構造物の特徴によって材料分離の考え方が違う

ためにいちがいに設定できないものと思われる。 

一方、粗骨材がないモルタルの収縮ひずみは、コンクリートに比べて大きくなる傾向があるこ

とが報告 4)されている。したがって、材料分離が発生した場合には、覆工コンクリートの収縮ひ

ずみが不均一になり、ひび割れの発生を誘発する懸念がある。そこで本研究では、過剰な締固め

に伴う材料分離による影響を定量的に把握するために実験を以下の手順で実施する。 

なお、コンクリート等の配合については、表 4.3.3～表 4.3.5 に示す。 

1）粗骨材変動率による物性値影響把握 

中流動覆工コンクリートの室内試験時の決定配合に対して粗骨材を-20％、-40％、-80％変動さ

せ、収縮ひずみ、弾性係数、圧縮強度への影響を確認する。実験では、決定配合の粗骨材に対す

る変動の割合を“粗骨材含有率”と定義する。 

なお、試験を実施するコンクリート種別は、中流動覆工コンクリートＴ1-4（FA）、（LS）、（Ad）

とし、表 4.3.1に試験項目等を示す。 

 

表 4.3.1 粗骨材含有率による物性値影響把握試験項目 

試験項目 単位 数量 備考 

ﾌﾚｯｼｭｺﾝｸﾘｰﾄ

試験 

ｽﾗﾝﾌﾟ・ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ試験 回 3  

空気量試験 回 3  

加振変形試験 回 3  

U 型充填性試験 回 3  

供試体作成 
縦 100×横 100×400（㎜） 本 27  

φ100×高さ 200（㎜） 本 27  

硬化ｺﾝｸﾘｰﾄ 

試験 

長さ変化測定（100×100×400 ㎜） 本 27 材齢 7、28、56 日 

質量変化率（100×100×400 ㎜） 本 27 材齢 7、28、56 日 

管理用供試体圧縮強度 本 27 材齢 28日 
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2）振動エネルギーと材料分離特性との相関把握 

覆工コンクリートの施工で材料分離が発生する原因としては、打設口が天端部の 1 箇所であ

るためにセントル内のコンクリート流動によるものと、過剰な締固めによるものが想定される。

セントル内の流動による影響については、既往の研究 5)によると在来の配合では 10.5m 流動する

と粗骨材変動率が‐80%以下、すなわち粗骨材量が配合の 20%以下となるのに対して、中流動覆

工コンクリートは粗骨材変動率が‐20%程度であったことが報告されている。一方、過剰締固め

による影響については、定量的な評価を行う研究が行われていない。そこで、中流動覆工コンク

リートを対象に大型試験体を用いて、過剰締固めによる影響を把握する目的で実験を行う。 

試験を実施するコンクリート種別については、中流動覆工コンクリート T1-4（Ad）とし、表

4.3.2 に試験項目等を示す。 

 

表 4.3.2 振動エネルギー制限値設定試験項目 

試験項目 単位 数量 備考 

ﾌﾚｯｼｭｺﾝｸﾘｰﾄ

試験 

ｽﾗﾝﾌﾟ・ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ試験 回 1  

空気量試験 回 1  

加振変形試験 回 1  

U 型充填性試験 回 1  

供試体作成 
縦 300×横 300×300（㎜） 個 4  

長さ 5000×高さ 2000×幅 300（㎜） 体 1  

硬化ｺﾝｸﾘｰﾄ 

試験 

歪み測定（試験体 上・中・下） 

（300×300×300mm） 
箇所 24 材齢 7、28、56 日 

粗骨材分布 

（300×300×300mm） 
個 4 材齢 28日 

粗骨材分布（5000×2000×300mm） 本 6 材齢 28日 

 

振動エネルギーによる粗骨材沈降が材料分離に与える影響を室内で確認することと、その結

果に基づいて大型試験体（長さ 5000×高さ 2000×幅 300 ㎜）の実験条件を設定することを目的と

して実施する。全体の実験フローを図 4.3.1

に示す。 

締固めと材料分離との関係が不明である

ことから、締固めによる材料分離への影響

を把握し、大型試験体で加える締固めエネ

ルギーを設定するため、最適振動エネルギ

ーを繰り返し載荷する頻度を変更（4、8、10、

20 回）させた供試体を用いて、粗骨材の分

布状況を確認する。供試体は、図 4.3.2 に

示すように底面から振動を加え、振動エネ

ルギーと粗骨材の沈降量との関係を把握す

 

     

       

図 4.3.2 小型試験体による材料分離試験概要図 

振動エネルギー導入 

供試体サイズ 
300×300×300 ㎜ 

コンクリートを充填後、

試験体を振動台に設置

し、所定の振動エネルギ

ーを導入 
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る。加える振動エネルギーは、トンネル施工管理要領 1)で示される最適な締固め振動エネルギー

（3.7J/L）の整数倍とする。粗骨材の変動率は、試験体の硬化後に高さ方向に 3 分割して試料を

採取し確認する。 

大型試験体には、図 4.3.3に示すように実際の覆工コンクリート打設で使用される型枠バイ

ブレータを設置し、型枠面に等間隔で加速度計を取り付け、振動エネルギーを測定する。実験

は、大型試験体の上面までコンクリートを打設後に型枠バイブレータを作用させる。コンクリ

ートが硬化した後にコアを採取し、粗骨材の表面積を測定し、粗骨材の含有率を推定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.1 振動エネルギーと材料分離に関する実験フロー 

 

 

 

 

標準配合の練混ぜ 

所要値の確認 

300×300×300mm 供試体作製 

振動回数 4 回 

開  始 

300×300×300mm ひずみ・粗骨材分布測定長さ変化、質量減少率、圧縮強度測定 

終  了 

振動回数 20 回 振動回数 10 回 振動回数 8 回 

大型試験体の振動エネルギー決定 

大型試験体作製(5000×2000×300mm) 

各所加速度・各所粗骨材分布測定 
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図 4.3.3 大型試験体の型枠バイブレータ配置図 

 

（2）実験結果 

1）粗骨材含有率と物性値との関係 

表 4.3.3～表 4.3.5 に実験に使用したコンクリートの配合および流動性などを示す。 
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表 4.3.3 粗骨材含有率による物性値影響把握（Ａｄ） 

 

 

 

 

 

粗骨材 ｽﾗﾝﾌﾟ及び 空気量 水結合 細骨 測定 ｽﾗﾝﾌﾟ ｽﾗﾝﾌﾟ 加振後の 空気量 ｺﾝｸﾘｰﾄ 圧縮強度 静弾性係数

減量 ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ の範囲 材比 材率 水 細骨材 粗骨材 ﾏｽﾀｰ ﾏｽﾀｰｴｱ 項目 ﾌﾛｰ 広がり 充填 停止 温度 材齢28日 材齢28日

の範囲 W/B s/a ｾﾒﾝﾄ ﾌﾗｲｱｯｼｭ 石粉 ｸﾞﾚﾆｳﾑ 202 高さ 時間

(%) (cm) (%) (%) (%) Ｗ C FA LS S G 6500 X2 (cm) (mm) (cm) (mm) (sec) (%) (℃) (N/mm
2
) (kN/mm

2
)

加振前 21.0
406×384

(400)
－

加振後 －
491×484

(490)
9.0

加振前 21.0
430×411

(420)
－

加振後 －
484×484

(485)
6.5

加振前 －
542×519

(530)
－

加振後 －
608×574

(590)
6.0

加振前 －
686×661

(675)
－

加振後 － － －

Ｕ形充填性試験

B×0.0004% － －

- - 1,030 626 B×1.15%

単位量　(kg/m
3
)

B×1.15% B×0.0004%

結合材B

774 B×1.15%-

ｽﾗﾝﾌﾟ
21±2.5

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
35～50

4.5±1.5

53.1 56.0

53.1 83.6

53.2 62.9 B×0.0004% －

248 B×1.15%

370

B×0.0004% －

17050.453.1 902

439233

197

182

--320 890

343 - 955

22.4
23.2
23.0

(22.9)

26.0
27.1
26.4

(26.5)

28.9
27.0
28.3

(28.1)

30.4
30.7
29.8

(30.3)

－ 1.8

20

20

20

323
331
321

(325)

6.5 5.0

－ 2.8

2.7

80

40

20

0

21- - 1,221

48.3
48.6
47.4

(48.1)

53.4
53.0
51.5

(52.6)

50.1
50.5
50.5

(50.4)

50.4
49.5
49.5

(49.8)
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表 4.3.4 粗骨材含有率による物性値影響把握（ＦＡ） 

 

 

 

 

 

 

 

種別 配合 粗骨材 ｽﾗﾝﾌﾟ及び 空気量 水結合 細骨 測定 ｽﾗﾝﾌﾟ ｽﾗﾝﾌﾟ 加振後の 空気量 ｺﾝｸﾘｰﾄ 圧縮強度 静弾性係数

減量 ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ の範囲 材比 材率 水 細骨材 粗骨材 ﾏｽﾀｰ ﾏｽﾀｰｴｱ 項目 ﾌﾛｰ 広がり 充填 停止 温度 材齢28日 材齢28日

の範囲 W/B s/a ｾﾒﾝﾄ ﾌﾗｲｱｯｼｭ 石粉 ｸﾞﾚﾆｳﾑ 202 高さ 時間

(%) (cm) (%) (%) (%) Ｗ C FA LS S G SP8SV X2 (cm) (mm) (cm) (mm) (sec) (%) (℃) (N/mm2) (kN/mm2)

加振前 22.0
453×412

(435)
－

加振後 －
560×534

(545)
10.5

加振前 －
534×509

(520)
－

加振後 －
616×597

(605)
8.5

加振前 －
637×626

(630)
－

加振後 －
682×680

(680)
5.0

加振前 －
762×713

(740)
－

加振後 － － －

単位量　(kg/m3) Ｕ形充填性試験

結合材B

中流動覆工
コンクリート
（粉体系）

T1-4(FA)

0

ｽﾗﾝﾌﾟ
21±2.5

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
35～50

4.5±1.5

20

40

80

48.6 49.0 170 270 80

902 774 B×0.80%

- 841 902 B×0.80%

48.4 54.6 182 290

B×0.0065%93 - 973 626 B×0.80%48.6 61.6 197 312

86 -

－ －

323
330
325

(326)

5.3

B×0.0065% － －

B×0.0065%

－ 1.1 20- 1,154 248 B×0.80% B×0.0065%48.4 82.8 233 371 －110

2.4 20

3.7 20

4.2 20

29.4
29.8
29.1

(29.4)

26.8
27.0
28.0

(27.3)

25.6
25.8
26.1

(25.8)

23.4
21.7
22.1

(22.4)

40.1
41.3
40.1

(40.5)

39.2
39.2
39.2

(39.2)

45.9
44.8
43.9

(44.9)

41.0
41.7
42.6

(41.8)
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表 4.3.5 粗骨材含有率による物性値影響把握（Ｌｓ） 

 

 

 

 

 

 

 

種別 配合 粗骨材 ｽﾗﾝﾌﾟ及び 空気量 水結合 細骨 測定 ｽﾗﾝﾌﾟ ｽﾗﾝﾌﾟ 加振後の 空気量 ｺﾝｸﾘｰﾄ 圧縮強度 静弾性係数

減量 ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ の範囲 材比 材率 水 細骨材 粗骨材 ﾏｽﾀｰ ﾏｽﾀｰｴｱ 項目 ﾌﾛｰ 広がり 充填 停止 温度 材齢28日 材齢28日

の範囲 W/B s/a ｾﾒﾝﾄ ﾌﾗｲｱｯｼｭ 石粉 ｸﾞﾚﾆｳﾑ 202 高さ 時間

(%) (cm) (%) (%) (%) Ｗ C FA LS S G SP8SV X2 (cm) (mm) (cm) (mm) (sec) (%) (℃) (N/mm2) (kN/mm2)

加振前 20.0
391×366

(380) －

加振後 －
502×489

(495)
11.5

加振前 23.5
513×510

(510) －

加振後 －
608×593

(600)
9.0

加振前 －
596×552

(575) －

加振後 －
653×626

(640)
6.5

加振前 －
770×692

(731) －

加振後 － － －

単位量　(kg/m3) Ｕ形充填性試験

結合材B

中流動覆工
コンクリート
（粉体系）

T1-4(LS)

0

ｽﾗﾝﾌﾟ
21±2.5

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
35～50

4.5±1.5

20

40

80

48.6 49.0 170 270 -

916 774 B×0.85%

80 854 902 B×0.85%

48.6 55.0 182 290

B×0.0008%- 93 988 626 B×0.85%48.6 61.9 197 312

- 86

－ －

332
336
330

(333)

5.3

B×0.0008% － －

B×0.0008%

－ 2.1 20110 1,172 248 B×0.85% B×0.0008%48.4 83.0 233 371 －-

2.8 20

3.4 20

3.6 20

30.1
29.2
29.5

(29.6)

27.2
27.6
28.1

(27.6)

26.4
25.7
26.1

(26.1)

21.8
21.3
22.4

(21.8)

39.4
39.4
39.4

(39.4)

38.3
38.3
37.0

(37.9)

38.5
38.1
38.5

(38.4)

39.6
39.7
39.6

(39.6)
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図 4.3.4 圧縮強度と粗骨材 

圧縮強度については、図 4.3.4 に示すように粗骨材の含有量に関係無くほぼ一定の結果が得

られた。一方、静弾性係数は、図 4.3.5に示すように粗骨材が少なくなるとともに低下する傾向

を示している。これらの結果は、強度はセメントの水和反応で決定され、弾性係数は粗骨材の影

響を受けるという既存の研究結果と一致する。 

 

図 4.3.5 静弾性係数と粗骨材 
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長さ変化試験結果から、コンクリート標準示方書に記載されている計算式に基づいて、図

4.3.6 に示すように収縮ひずみを算定した。 

図 4.3.6 収縮ひずみと乾燥材齢 
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収縮ひずみの経時変化の傾向は、決定配合の収縮ひずみを 100%として粗骨材含有率との相関

を整理した結果を図 4.3.7に示す。 

図 4.3.7 収縮ひずみ比と粗骨材含有率 

※粗骨材変動率 25％、50％とは、配合通り製造したコンクリートに対し、粗骨材量を 25％、50％

追加したもの 

 

○：H25 試験結果

●：H26 試験結果
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ここでの最終収縮ひずみは、コンクリート標準示方書 6)で定義される乾燥収縮ひずみの最終

値を示している。図 4.3.7の縦軸は、表 4.3.3～表 4.3.5に示す粗骨材減量 0%配合のコンクリ

ートの最終収縮ひずみを 100%として、各粗骨材変動率の最終収縮ひずみの増減率を示してい

る。試験結果によると、粗骨材の変動率＋20、＋40%の収縮ひずみは、適正な配合の収縮ひず

みとほぼ同一の結果であった。一方、粗骨材変動率が‐20％から‐100％になるに従って、最終

収縮ひずみは増加しており、最終収縮ひずみの増加率は粗骨材変動率と負の相関がある。粗骨

材がまったく配合されない粗骨材変動率‐100%では、適正な配合の約 2 倍の収縮ひずみが発生

する。このような粗骨材変動率と最終収縮ひずみ比との関係は、試験を行ったすべての配合に

共通している。収縮ひずみについては、図 4.3.7に示すように粗骨材の減少に比例して増加し

ていることが確認された。したがって、コンクリートの粗骨材の含有量を把握することで、収

縮ひずみを推定することが可能と判断される。 

2）振動エネルギーと材料分離特性との相関把握 

図 4.3.2に示す 30cm 角試験体を用いた加振実験では、表 4.3.6および図 4.3.8に示すよう

に最適振動エネルギーを 4、8、10、20 回加えるとコアの粗骨材面積が試験体下部で増加する傾

向を示す。つまり、振動により粗骨材が沈降すると判断できる。 

 

表 4.3.6 30×30×30cm より採取したコアの粗骨材面積率 

図 4.3.8 粗骨材面積率分布 

4回　上 302.0 69.1 22.89 83

4回　中 302.0 102.8 34.05 89

4回　下 311.2 135.0 43.38 111

8回　上 298.9 39.4 13.17 60

8回　中 298.9 129.8 43.44 124

8回　下 311.2 141.7 45.51 123

10回　上 298.9 33.4 11.17 66

10回　中 298.9 116.8 39.09 109

10回　下 291.9 126.7 43.41 118

20回　上 295.0 22.1 7.49 42

20回　中 295.0 135.9 46.06 140

20回　下 305.0 155.6 51.01 143

37

74

振動回数
総面積

(cm
2
)

粗骨材面積

(cm
2
)

粗骨材面積率
(%)

骨材数
振動エネルギー

（J/ ）

14.8

29.6

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

供試体上部 供試体中部 供試体下部

粗
骨

材
面

積
率

（
％

）

コア位置

振動ｴﾈﾙｷﾞｰ14.8J/L

振動ｴﾈﾙｷﾞｰ29.6J/L

振動ｴﾈﾙｷﾞｰ37.0J/L

振動ｴﾈﾙｷﾞｰ74.0J/L
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決定配合に基づいた粗骨材体積が全体に占める割合は 33.9%であり、表 4.3.7に示すように、

面積率の平均値（33.39%）とほぼ一致しており、面積率は粗骨材含有の指標になる。そこで、面

積率の平均値と各コアの面積率との比が粗骨材含有率と一致するものと仮定した。実験で得ら

れた結果から加振回数と粗骨材含有率との関係を整理した結果を図 4.3.9に示す。 

加振回数が増加すると上部の粗骨材含有率は小さくなり、下部は増加する傾向を示す。これは、

過剰な締固めで粗骨材が沈降し、材料分離が発生している可能性を示している。ただし、加振回

数が 10 回以上では上部の粗骨材含有率の変動が小さくなっている。 

 

表 4.3.7 粗骨材含有率と面積率 

 

 

 

 

図 4.3.9 加振回数と粗骨材の変動 

 

振動回数 粗骨材面積率 平均 粗骨材含有率
(回) (%) (%) (%)

上 22.89 -31.4

中 34.05 33.44 2.0
下 43.38 29.9
上 13.17 -60.6
中 43.44 34.04 30.1
下 45.51 36.3
上 11.17 -66.5
中 39.09 31.22 17.1
下 43.41 30.0
上 7.49 -77.6
中 46.06 34.85 37.9
下 51.01 52.8

平均 33.39
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図 4.3.10 30cm 角試験体の収縮ひずみ 
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図 4.3.2 の 30cm 角試験体で得られた収縮ひずみの経時変化は、図 4.3.10 に示すように上部

のひずみが大きい傾向が確認される。しかしながら、上部と下部との収縮ひずみ差は、長さ変化

試験で得られた「粗骨材含有率－収縮ひずみ」との関係に基づいて推定した差より小さくなって

いる。この理由については、30cm 角試験体では、乾燥面が 1 面であるのに対して、長さ変化試

験では試験体 6 面すべてが乾燥面となっているため水分逸散が促進され早期に収縮ひずみが発

現したものと判断される。 

次に、大型試験体に使用したコンクリート配合およびフレッシュコンクリートの試験結果を

表 4.3.8 に示す。 

表 4.3.8 配合および試験結果一覧 

30cm 角試験体により振動エネルギーと粗骨材の沈降量との関係を確認した結果、加振するほ

ど粗骨材の変動が大きくなることが確認できた。そこで大型試験体では、振動に伴う粗骨材の移

動を把握するために最適な締固め振動エネルギーの 30 倍の振動を加えることとした。振動エネ

ルギーを 111.0J/L にするため、コンクリートを上部まで打設した後、10 秒間加振し各加速度計

の最大値と最小値を読み取り、振動時間を 33 分と設定した。ただし、振動数は型枠バイブレー

タの公称の周期 140Hz として設定した。以下に計算式を明示する。 

 

 

 

種別 配合 呼び ｽﾗﾝﾌﾟ及び 空気量 水ｾﾒﾝﾄ 細骨

強度 ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ の範囲 比 材率 水 ｾﾒﾝﾄ 細骨材 粗骨材 ﾏｽﾀｰ ﾏｽﾀｰｴｱ

の範囲 W/B s/a ｸﾞﾚﾆｳﾑ 202

(cm) (%) (%) (%) Ｗ C S G 6500 X2

890

①498
②405

単位量　(kg/m
3
)

中流動覆工
コンクリート
（増粘剤系）

T1-4(Ad) 24

ｽﾗﾝﾌﾟ
21±2.5

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
35～50

4.5±1.5 912 C×1.15% 3.5A53.1 50.4 170 320

ｽﾗﾝﾌﾟ ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 加振後の 空気量 ｺﾝｸﾘｰﾄ

広がり 充填 停止 温度

高さ 時間

(cm) (cm) (cm) (mm) (sec) (%) (℃)

－

10.0

21.0
37.5×36.6
（37.0）

加振後 -
46.9×46.6
（47.0）

6.3

341
347
348

（345）

Ｕ形充填性試験

加振前

3.9 15

測定
項目
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大型試験体の型枠表面で測定された加速度の代表的な波形とフーリエ解析で求めた卓越振動

数を図 4.3.11に示す。 

 

 

 

図 4.3.11 CH30 の加速度と卓越周期 
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0
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加
速

度
m

/s
2

時間 秒

近傍 中間点

E 振動エネルギー（J/L） 13.1 0.3

m 試料の想定密度（㎏/L） 2.3 2.3

αmax 最大加速度（ｍ/s2） 56.0 8.3

t 振動時間（s） 10.0 10.0

f 振動数（Hｚ） 140.0 140.0

a 振幅（mm）

目標振動エネルギー 111.0 111.0

振動時間 85.1 3871.9

必要振動時間t(s) 1978

必要振動時間t(m) 33

E＝ｍ・αmax2・t/（(2π)2・f） αmax=(2π
2
・2a・f

2
)/1000
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加速度波形は、規則的な振動を生じており、卓越周期は 68Hz 付近にあり型枠バイブレータ

の公称振動数より小さくなっている。これは、型枠の剛性とコンクリート自重に影響を受けて

いるためであると考えられる。 

振動エネルギーの距離減衰については、図 4.3.12に示すようにバイブレータ近傍の加速度

50～60m/s2が、最初の縦補強鋼材位置で 1/5 に減衰する。これは中央の縦補強材位置でも同

様。±50cm 位置で増加するのは横補強材を伝播していると考えられる。この最大加速度の減衰

に基づいて、実際のセントルで中央に補強材を配置した状態を想定した場合の加速度分布は図

4.3.13のように想定される。 

 

 

図 4.3.12 最大化加速度の減衰 

 

 

 

図 4.3.13 セントルでの加速度分布予測（1.5m 間隔での設置） 

 

 

 

バイブレータ バイブレータ 

補強鋼材 補強鋼材 

バイブレータ バイブレータ 

補強鋼材 補強鋼材 
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コンクリートの粗骨材面積率は、図 4.3.14に示すように打設位置と高さ方向で整理した。 

大型試験体では、左側面から 1m 離れた位置からコンクリートを打設した。したがって、右側で

は 4m の流動している状態である。面積率によると上部と下部で 10%程度しか違いなく、この結

果からでは過剰締固めによる粗骨材の分布への影響は顕著でないと思われる。そこで、配合から

決定される粗骨材の体積率 33.9%とコアの面積率が等価であると仮定した大型試験体の粗骨材

の変動率を、図 4.3.15 に示す。また、振動している型枠面側（コア E）と振動していない型枠

面（コア F）で粗骨材の分布の違いを確認するために採取したコアの粗骨材分布を比較した結果

を図 4.3.16 に示す。 

 

 

 

図 4.3.14 粗骨材面積率 

 

A   B     C  D  E、F 

図中に記載している

A～F は、コアボーリン

グを示している。なお、

E、F については同位置

でコアを採取している

ので、両者の平均値を示

している。 
コア採取位置は図

4.3.15参照 

図 4.3.16 E、Fの分布状況 

：振動している型枠面側 

：振動していない型枠面側 

105



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4.3.15 コアの面積率から換算した粗骨材変動率 
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※連続して採取したコアを約 20cm ごとに切断し、粗骨材量を計算    
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図 4.3.17 粗骨材分布コンター 

横(m) 

凡例（％）

型枠バイ
ブレータ 

型枠バイ
ブレータ 

図 4.3.15 の結果によると粗骨材の含有率の低下は、上部の表面近傍（上面から 20cm 以内）

に限定されており、低減率は E、F を除いて 40%程度である。実際の施工は、上部からコンクリ

ートを連続的に打込み、上部の狭いエリアに粗骨材が少ない領域が限定されている状態となる

ことから、品質上の問題にならないと想定される。また、E と F の粗骨材分布に大きい差異は

見られないことから、部材厚 30cm 程度では型枠バイブレータにより内空側と地山側で粗骨材の

含有量に違いは生じないものと考えられる。 

図 4.3.17 にコアの面積率から換算した粗骨材の変動率を等高線で示した。等高線分布は、型

枠バイブレータの設置位置とは相関が無いように判断でき、粗骨材の低減率が 20%以上（青い

線）となるのは、大型試験体の中央部付近で上面から約 20cm 程度である。粗骨材の低減率が 20%

程度では、収縮ひずみに与える影響が軽微（収縮ひずみの増加率が 10%以下）であるので、収縮

ひずみによるひび割れを誘発することは無いものと考えられる。よって、今回の実験結果では、

コンクリート流動や過剰な締固めによる材料分離は顕著でないと判断できる。 

さらに、仕上がり状況についても、写真 4.3.1に示すように表面に空気アバタなどの過剰締固

めによる影響を確認できなかった。 

107



 
 

 
 

写真 4.3.1 大型試験体全景写真

        左側                   中央部                   右側 
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3）実験結果のまとめ 

材料分離に関する実験結果を簡単にまとめると次のようになる。 

①粗骨材含有量の減少と収縮ひずみとの関係は線形であり、粗骨材の含有量が低下すると収

縮ひずみが増加する。 

②小型試験体による試験結果では、振動エネルギーが増加すると粗骨材は沈降するが、その

振動エネルギーが適正振動の 10 倍以上は沈降量が頭打ちになる。 

③小型試験体の収縮ひずみは、粗骨材含有率が一様な長さ変化試験結果よりも小さい。その

原因については、粗骨材含有率の不均一性を考慮した解析で検討が必要である。 

④型枠の振動数は、型枠の剛性およびコンクリート重量の影響を受ける 

⑤型枠バイブレータの振動エネルギーは、補強材部分で小さくなる。 

⑥今回の大型試験体による実験では、適正な振動エネルギーの 30 倍程度加振してもコンク

リートの流動および締固めによる影響は少ない（粗骨材含有率の変動が 20%程度）。 

 

 

4.4 本章のまとめ 

4.4.1 坑内環境が物性値へ与える影響の把握 

覆工コンクリートの収縮ひずみに、影響を与える坑内環境を把握するために、実際のトンネル

で測定を行った。 

延長 200m 程度のトンネルでは、貫通後の坑内環境は外気と同様であった。 

貫通前の坑内環境は、坑口からの距離が長くなるほど外気の影響は小さくなった。 

坑内に暴露した供試体の収縮ひずみは、貫通後のトンネルに比べて貫通前のトンネルで小さ

い傾向であった。 

室内試験の結果では、普通セメントと高炉セメント B 種との間には収縮ひずみに差が見られ

なかった。 

材齢 1 年程度では、乾燥開始時期が収縮ひずみに及ぼす影響は小さかった。 

 

4.4.2 覆工コンクリートの養生効果確認試験 

養生環境による覆工コンクリートの物性値への影響を室内実験で確認した。 

長さ変化試験結果では、乾燥材齢180日における収縮ひずみ量に対して養生の影響はない。た

だし、乾燥収縮は、養生が終了しコンクリート表面から水分が発散する時点から生じるため、初

期材齢では養生による収縮ひずみ量に違いが見られる。 

材齢28日の圧縮強度は、一般的には養生期間が長くなると増加する傾向にあるが、水中養生を

7日間実施すれば28日間水中養生を行ったものと同等となった。 

脱型後の膜養生、封緘養生の7日間実施および脱型時間の72時間存置で、28日間水中養生した

圧縮強度の90%程度以上の強度を概ね確保でき、かつ表面の緻密性を示す透気係数も概ね良好な

値を示す。 

実トンネルで想定される養生設備を構築する時間（脱型後 8 時間）にコンクリートを乾燥状態
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（室温 20℃、湿度 60%）に放置しても、その後、水分逸散防止あるいは水分供給等の養生を実

施すれば品質に大きな影響を与えない。 

 

4.4.3 材料分離に関する試験 

 覆工コンクリートの過剰な締固めに伴う材料分離による影響を定量的に把握するために実験

を実施した。 

粗骨材量が配合より小さくなる粗骨材変動率が0%以下の範囲では、粗骨材変動率の低下率と

収縮ひずみの増加率とは比例関係にある。まったく粗骨材が含まれない場合の収縮ひずみは、配

合どおりのコンクリートの2倍となる。 

中流動覆工コンクリートを対象に実施した実験結果では、最適な振動エネルギーの 30 倍程度の

振動エネルギーを締固め時に与えても、粗骨材変動率が-20%程度であった。 
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第 5 章 長期物性値推定およびひび割れ発生・進展の長期挙動 

5.1 各建設工法のひび割れ発生、進展の長期挙動 

5.1.1 目的 

 覆工コンクリートの長期間におけるひび割れ発生、進展の把握には、トンネル坑内の環境条件

を考慮した覆工コンクリートの材料物性値の長期間の経時変化を追跡することが可能な解析手

法が求められる。 

 そこで、前章で実施した実験結果による物性データを基に、覆工コンクリートの材料物性値の

長期間の経時変化を解析手法により推定し、建設工法ごとの施工方法を勘案したひび割れ発生、

進展解析を行い、コンクリート収縮によるひび割れ形態について把握するものである。 

 

5.1.2 解析手法の手順 

本章では、コンクリートの収縮特性が覆工のひび割れに与える影響を解析的に把握すること

を目的としており、解析ケースが多いことから演算時間を短縮するために、図 5.1.1のような計

算フローを用いた。水分移動は、トンネル内空側のみと仮定した 1 次元モデルを用いて材料－構

造連成応答解析システム DuCOM-COM31)2)3)（以下、「DuCOM-COM3」という。）でコンクリー

トの収縮特性等の物性値の経時変化を計算した。この経時変化をひび割れ解析の入力値とする

ことが可能であるが、本研究はひび割れ進展状況の把握であることから、ひび割れ解析の演算時

間を短縮する目的で図 5.1.1 に示すように DuCOM-COM3 で算定された経時変化グラフの最大

 

図 5.1.1 覆工コンクリートのひび割れ発生、進展解析フロー 
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値の包括曲線を入力値とした。その後、各要素にひび割れが 1 本発生すると仮定した分散ひび割

れモデルで覆工全体の解析 4)を行う。この解析フローでは、DuCOM-COM3 で考慮されているコ

ンクリートのクリープを考慮していないので、ひび割れ発生を少し過大に評価している可能性

がある。 

  

5.1.3 解析モデルの妥当性検証(測定結果に基づく解析) 

（1）坑内環境を考慮した解析モデルでのひずみの算定・妥当性検証 

1）解析手法の概要 

 DuCOM-COM3 を用いて、コンクリートの経時的な長期収縮ひずみを予測する。この解析手法

は、セメントの水和反応を考慮した空隙の生成とコンクリート中の水分状態に基づいて自由水

の移動等を考慮したものである。 

 コンクリート中には、下記のような空隙が形成されていると考えられている。 

①毛管空隙：もともと水が占めていた部分で、セメントゲル(水和物)によってその空間が満たさ

れなかったため空隙として残存したもので、連続性を有する。 

    W/C が大きいと空隙が多くなる 

②ゲル空隙：セメントゲル中に存在する間隙であり、連続性が無く、この空隙に取り込まれた水

分の移動は少なく、かつ緩やかと考えられている。 

③セメントゲル：セメント成分である、けい酸三カルシウム、けい酸二カルシウム、アルミン酸

三カルシウム、鉄アルミン酸四カルシウムに水を加えると、化学反応(水和反応)を起こし、水

和物を生成する。この水和反応の結果、生成された微小な結晶体をセメントゲルと呼ぶ。 

 
図 5.1.2 硬化コンクリートの空隙イメージ 

 

 硬化したコンクリートの収縮ひずみは、主に毛管空隙に含まれる水分(自由水)が移動により

引き起こされる。したがって、収縮ひずみの経時変化を計算するためには、セメントゲルを生成

するための水分、ゲル空隙に封じ込められるゲル水と毛管空隙の自由水を求め、さらに自由水の

移動を考慮する必要がある。東京大学で開発された解析モデルは、図 5.1.3に示すように入力条

件として、配合、養生・環境条件を入力することでセメントの水和反応を計算し、セメントゲル

の形成および毛管空隙内の水分移動の経時変化を計算することができる。その結果、コンクリー
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トの収縮ひずみの経時変化を推定すること

が可能となる。また、水和反応で形成される

セメントゲルによる骨格構造も推定できる

ため、強度や剛性の発現も推定することが

可能である。 

2）モデル化 

 貫通後の中山トンネル内と貫通前のにし

ごうトンネル内、および実験室（恒温恒湿

室）に設置した供試体を対象に、施工中のト

ンネル内の実環境条件を模擬した再現解析を行い、収縮ひずみの算定と妥当性の検証を行う。 

 具体的には、普通セメントを用いた、100×100×400 mm および 150×150×530 mm 供試体による

六面乾燥試験と、600×600×300 mm 供試体による一面乾燥試験を対象とする。検討期間はコンク

リート打設後約 1 年間とし、トンネル内に設置した供試体については、風速の影響を考慮する。

コンクリート配合は、表 5.1.1のとおりである。 

トンネル内の温度、相対湿度、風速に関する環境条件は、実測データに基づいて設定する。 

 

表 5.1.1 コンクリートの配合（普通セメント） 

(a) Gmax=40mm (150×150×530 mm 供試体) 

 

(b) Gmax=20mm (100×100×400 mm 供試体) 

 

 

以上の条件の下、構造的な挙動を追跡するためのモデル、発熱および水分移動に関する材料的

な挙動を追跡するためのモデルの計 3 つのファイルを作成し、これらを連成して解析すること

で収縮ひずみや強度等の経時変化を試算する。対称性を考慮した 1/8 または 1/4 モデルとする。

水分移動に関する境界条件は、実験条件に応じて、18 時間後に脱型し、六面乾燥または一面乾

燥とする。一面乾燥の 600×600×300 mm 供試体では、z=300 mm の上面を解放面とする。 

①各トンネルの環境条件 

 温度については、トンネル内で計測されたデータを基に、月平均値を 2.5 ℃ごとに丸めた値を

用いて近似曲線を作成し、中山トンネルが図 5.1.4 にある解析設定値、にしごうトンネルが図

5.1.7 にある解析設定値を温度条件とした。 

 湿度については、計測されたデータを基に、温度と同様に月平均値を 5 %ごとに丸めた値を用

W/C s/a air

【%】 【%】 【%】 W C(Nセメント) S①(陸砂) S②(砕砂) G①(2010) G②(1505) G③(4020)

21-15-40N 59.4 45.4 4.5 171 288 447 366 297 396 298

単位量 【kg/m
3
】

種類

W/C s/a air

【%】 【%】 【%】 W C(Nセメント) S①(陸砂) S②(砕砂) G①(2010) G②(1505) G③(4020)

21-15-20N 59.3 46.7 4.5 178 300 453 371 572 382 ---

種類
単位量 【kg/m3】

 

図 5.1.3 計算フローの概念図 
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いて近似曲線を作成し、中山トンネルが図 5.1.5、にしごうトンネルが図 5.1.8に示した解析設

定値を相対湿度条件とした。 

 風速についても、計測されたデータを基に、月平均値の近似曲線を用いて、中山トンネルが図

5.1.6、にしごうトンネルが図 5.1.9 に示した解析設定値を風速条件とした。また、計測してい

ない期間の値については、当該地域の過去の気象データを参考に推定して設定した。 

 

 

解析で設定した年間の温度条件(月平均値) 

図 5.1.4 中山 TNの温度データ 

 
解析で設定した年間の相対湿度条件(月平均値) 

図 5.1.5 中山 TNの相対湿度データ 

 
解析で設定した年間の風速条件(月平均値) 

図 5.1.6 中山 TNの風速データ 

解析で設定した年間の温度条件(月平均値) 

図 5.1.7 にしごう TNの温度データ 

解析で設定した年間の相対湿度条件(月平均値) 

図 5.1.8 にしごう TNの相対湿度データ 

解析で設定した年間の風速条件(月平均値) 

図 5.1.9 にしごう TNの風速データ 

115



 

②恒温恒湿室の環境条件 

 恒温恒湿室では 18 時間脱型後、温度 20℃、相対湿度 60％一定の条件で、六面乾燥させる環境

条件とする（解析対象は、100×100×400 mm および 150×150×530 mm 供試体による六面乾燥試験

のみ）。中山トンネルおよびにしごうトンネルと同じく、約 1 年間の挙動を追跡する。 

3）解析結果 

①六面乾燥試験の解析結果概要(□100 および□150) 

 100×100×400 mm および 150×150×530 mm 供試体による収縮挙動の解析結果を図 5.1.10～図

 

図 5.1.10 全ひずみ解析値と実測値（中山トンネル） 
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図 5.1.11 全ひずみ解析値と実測値（にしごうトンネル） 
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5.1.12 に示す。ここでは、温度の影響を含めた全ひずみにより整理しており、脱型時をゼロ点

として整理している。 

 20N の 100×100×400 mm 供試体と 40N の 150×150×530 mm 供試体では、実験結果と比較して、

いずれの環境条件においても収縮挙動を概ね捉えられていると言える。 

 

 

 

(a) 全ひずみの実験結果 

 
(b) 全ひずみの解析結果 

図 5.1.12 恒温恒湿室に設置した六面乾燥供試体 
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②一面乾燥試験の解析結果概要(□600×600×300） 

 600×600×300 mm 供試体(一面乾燥)による収縮ひずみの解析結果を図 5.1.13～図 5.1.14に示

す。ひずみ評価では、温度の影響を含めた全ひずみにより整理しており、脱型時をゼロ点として

整理している。 

 600×600×300 mm 供試体(一面乾燥)では、実験結果と比較して、いずれの環境条件においても

収縮挙動を概ね捉えられていると言える。収縮ひずみは、1 年間の温度変化の影響を受けつつ、

乾燥にさらされる表面で大きくなることが解析より把握できる。 

 

 
(a) 全ひずみの実験結果 

 
(b) 全ひずみの解析結果 

図 5.1.13 中山トンネルに設置した一面乾燥供試体のひずみ経時変化 
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(a) 全ひずみの実験結果 

 
(b) 全ひずみの解析結果 

図 5.1.14 にしごうトンネルに設置した一面乾燥供試体のひずみ経時変化 

 

 1 年後の時点での最小(圧縮)主ひずみ、相対湿度、圧縮強度分布コンター図を図 5.1.15～図

5.1.16に示す。対称性を考慮した 1/4 モデルとなっているので、1 辺が 300 mm の立方体として

モデル化されており、上面が解放面としている（その他の五面は断熱・封緘の条件としている）。 

 乾燥の影響は、表面からわずか数 cm 程度の範囲に留まることが明瞭に見て取れる。 
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(a) 最小(圧縮)主ひずみε3 

 

        
(b) 相対湿度 

 

       

(c) 圧縮強度 

 

図 5.1.15 中山トンネルに設置した一面乾燥供試体の 1年後の各物性コンター図 
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(a) 最小(圧縮)主ひずみε3 

 

       
(b) 相対湿度 

 

       
(c) 圧縮強度 

 

図 5.1.16 にしごうトンネルに設置した一面乾燥供試体の 1年後の各物性コンター図 
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（2）長期的な収縮特性の把握 

実験結果と解析結果から、環境条件によ

りコンクリートの収縮が影響を受けること

が確認された。解析結果によると、環境条

件によって表面からの水分発散量が異なっ

ており、貫通前の坑内といえども風速、湿

度などの影響を考慮する必要があること、

さらに、温度の変動によりコンクリート

は、収縮膨張しており、温度の影響も無視

できないことが判った。今回、トンネル坑

内での供試体の暴露期間は、1 年程度であ

るため、コンクリート内部の水分移動量は

表面近傍に限定されており、今後もコンク

リート内部の水分減少により収縮が増大

することが予想される。そこで、コンクリ

ートの収縮特性を再現できた本解析手法

により、トンネル覆工の長期的な収縮特性

の試算を行った。 

1）条件設定 

 トンネルの坑内環境の測定結果による

と、貫通すると風速が大きくなった。コン

クリート表面からの水分逸散は、風速に依

存することから、貫通後にコンクリートを

打設した場合と貫通前に打設した場合で

は、コンクリートの収縮によるひび割れ発

生、進展が異なると想定される。また、ひ

び割れの発生確率は、打設時のコンクリー

ト温度が 20 度以上となると高くなること

が報告 5)されている。 

 以上のことから、貫通による坑内環境の

変化による影響を把握するため、中山トン

ネルとにしごうトンネルの坑内環境の測

定結果に基づいて、コンクリート打設時期

と貫通時期の組み合わせを表 5.1.2 のよ

うに設定した。 

 

表 5.1.2 坑内環境パターン一覧 

パターン 概 要 

パターン１ 貫通後に打設．打設時期は夏季(8月) 

パターン２ 貫通前に打設(夏季 8月)． 

その後、打設後１年後に貫通 

 

図 5.1.19 覆工内の収縮ひずみ分布 

図 5.1.17 パターン 1の収縮ひずみの経時変化 

図 5.1.18 パターン 2の収縮ひずみの経時変化 
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2）解析結果 

 図 5.1.17 および図 5.1.18に 5.5 年間の覆工コンクリートの収縮ひずみの経時変化を示す。な

お、凡例中の数字は覆工内表面からの距離で、覆工厚さは 300 ㎜、300 ㎜の背面はアイソレーシ

ョンシートに接している。 

収縮ひずみの全体的な傾向は、ほぼ同一であるが、詳細に両者を観察すると材齢 100 日前後ま

でのひずみに差が見られる。例えば、材齢 100 日におけるコンクリートの収縮ひずみを覆工厚方

向に比較すると、図 5.1.19のように貫通後に打設したパターン 1 の方がパターン 2 に比べて表

面部分以外で 50μ程度大きなひずみが発生している。この原因としては、貫通後に覆工コンクリ

ートを打設した場合にはコンクリート内部の水分移動が早いため、覆工コンクリート内部の収

縮ひずみの発生が早期に生じるためであると推測される。5 年程度経過した状態では、両者のひ

ずみ分布は、ほぼ同一であり貫通前に打設したものと、貫通後に打設したものとの差異はないと

判断できる。 

 

（3）各建設工法のひび割れ発生、進展解析 

 覆工コンクリートの長期的なひび割れ発生、進展の把握を行うには、養生環境およびトンネル

坑内の環境条件と併せて、覆工コンクリートの建設工法を考慮する必要があると考えられる。そ

こで、矢板工法（上半先進）、矢板工法（側壁導坑）および NATM の覆工コンクリートの施工

手順を再現し、ひび割れ発生、進展解析を実施した。 

1）設定条件 

 覆工コンクリートの配合は、表 5.1.1 にある 21-15-40N の配合とした。この配合に基づいて、 

DuCOM-COM3 によりコンクリートの収縮ひずみと強度の経時変化を計算した。この計算では、

背面空洞があった場合でも、コンクリート中の水分はトンネル内空側のみに移動するものとし

た。さらに、ひび割れ発生頻度が高い夏季に打設したと想定して計算を行った。坑内環境につい

ては、季節変動を考慮して以下の温度、湿度内で変動させた。 

以下に解析条件を示す。 

① 脱型は、材齢 18 時間とする。 

② 検討期間はコンクリート打設後 5.5 年間とし、トンネル内空側では、坑内環境を以下の範囲

で変動させる。 

温度：0～30℃、湿度：50～90% 

③ 打設時期は、ひび割れの発生確率が高い夏季施工を想定する。 

④ 水分移動は、内空側のみで考慮する(地山側では水の出入りはなし)。 

⑤ 熱の移動は、内空側および地山側で考慮する(地山温度は年間を通して 15℃と設定する)。 

矢板工法では、コンクリートと地山間に空洞がある場合も想定される。今回の解析では、矢板

工法で生じる空洞は外気と遮断されるため、コンクリートから空洞に拡散する水分量は微量で

無視できるものとした。 
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2）要素の解析結果 

ひび割れ解析に用いる覆工厚さをパラメータとした覆工要素の収縮ひずみの経時変化を図

5.1.20に、覆工コンクリートの引張強度の強度発現を図 5.1.21に示す。コンクリート表面のひ

ずみは、打設後 20 日経過した時点でひずみが急増し、110 日経過した時点でほぼ一定値に収束

している。実際の解析結果では、季節変動の影響で収縮ひずみは周期的に変動するが、ひび割れ

解析では収縮ひずみの最大値を包括する値を入力値として設定した。そのため、図 5.1.20に示

した解析に使用した収縮ひずみの経時変化は、季節による変動を考慮していない。 

3）ひび割れ発生、進展解析 

 前項で算定された収縮ひずみをトンネル覆工の FEM モデルに入力し、収縮ひずみに起因する

ひび割れの発生、進展を解析した。 

 

覆工厚 30㎝ 

覆工厚 40㎝ 

覆工厚 60㎝ 

図 5.1.20 覆工厚毎の収縮ひずみの経時変化 

 

 
覆工厚 30㎝ 

覆工厚 40㎝ 

覆工厚 60㎝ 

図 5.1.21 覆工厚毎の引張強度発現 
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矢板工法と NATM で構築された覆工の断面は、図 5.1.22～図 5.1.24 に示す断面とした。た

だし、モデル化については、対称条件を考慮して、天端部から片側半分の領域とした。 

矢板工法では、覆工は上半と側壁に分割して施工が行われていた．上半先進の覆工打設手順は、

第 2 章に示すように上半部分を最初に打設し、その後、脚付けコンクリートと総称される側壁の

一部を打設して、上半コンクリートを支持した後に、残りの側壁部分を打設する。このため、上

 

 

図 5.1.22 標準断面 矢板工法（上半先進工法） 

 

 

図 5.1.23 標準断面 矢板工法（側壁導坑先進工法）

 

 

図 5.1.24 標準断面 ＮＡＴＭ 

 

矢板工法(上半先進工法) 

 

矢板工法(側壁導坑先進工法) 

 

ＮＡＴＭ 

図 5.1.25 各建設工法の解析モデル 

上半コンクリートモデル 
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半と側壁の接合部分には、モルタルの充 等の施工が行われていたが、完全な剛結となっていな

い可能性が高い。しかしながら、上半先進のアーチ脚部分は自重を支持するため、側壁より部材

厚が大きく、地山に直接支持する構造となっている。一方、側壁導坑では側壁コンクリートを打

設したのちに上半コンクリートを打設する。そこで、解析は、矢板工法では上半コンクリート脚

部が確実に支持されているものとして、図 5.1.25に示すように上半のみをモデル化して解析を

行った。また、矢板工法では地山とコンクリート間に矢板があるので、覆工背面には拘束が無い

ものとした。一方、NATM では、側壁がインバートコンクリートに完全に拘束されているもの

と想定し、完全固定の境界条件で解析を行った。さらに、NATM ではコンクリートが地山に密

着し、アイソレーションシートが配置されることから、覆工が地山側に変形しないものとした。 

なお、解析では、脱型した段階で覆工コンクリートの自重が作用するものとした。 

4）ひび割れ発生、進展解析結果 

各工法で発生するひび割れ分布図を図 5.1.26に示す。図では、引張ひずみである最大主ひず

みに要素長を乗じたものをひび割れ幅として表示している。解析では、引張特性としてコンクリ

ート標準示方書に準拠した引張軟化曲線を使用しており、ひび割れ発生後に引張応力が低下し

た場合に原点に指向する除荷経路とした。その結果、打設後 100 日後から 1 年の間に水和熱等の

影響で覆工表面に微細なひび割れが発生する。その後、時間経過するのに伴って、水分移動によ

りコンクリート中の内部水分が地山側に向かって減少する。コンクリート水分の低下により、収

縮ひずみが増大し、ひび割れが進展するが、その際にひび割れの局所化が生じるため、表面のひ

び割れは閉口する。解析結果では、経過時間が覆工コンクリート打設から 5.5 年となっても、ひ

び割れ幅、長さに殆ど進展が見られなかった。図 5.1.27 に 5.5 年経過時点のひび割れ状況をひ

び割れ幅の表示レンジを変えて示している。各工法のひび割れ発生状況を簡単にまとめると以

下のようになる。覆工厚が均一である場合には、トンネル縦断方向のひび割れとそれに直交する

トンネル横断方向のひび割れが発生している。この場合には、コンクリート片を引起すような斜

めひび割れや閉合ひび割れの発生は見られない。 

上半先進工法の場合には、標準的な覆工については、天端部と設計巻き厚が変化するアーチ

肩部にトンネル縦断方向のひび割れが発生する。さらに、トンネル横断方向にもひび割れが発

生する。これらのひび割れ幅は、0.1～0.2mm 程度であり、微細なひび割れである。 

側壁導坑先進工法の場合は、標準的な覆工については、天端部にトンネル縦断方向のひび割れ

が複数発生する。そのひび割れ幅は、1 本のみが 0.2～0.3mm で、その他のひび割れは 0.1～0.2mm

であった。 

NATM で施工した場合には、標準的な覆工に発生するひび割れの大部分は 0.1mm 程度であり、

0.2mm 以上のひび割れは天端部に生じるトンネル縦断方向のみである。また、インバートの拘束

によるひび割れがトンネル横断方向に発生するが、そのひび割れ幅は 0.1～0.2mm の範囲である。

側壁導坑先進工法と比較して NATM でトンネル縦断方向のひび割れ本数が減少したのは、覆工

厚の相違によるものと考えられる。 
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上半先進工法（上半のみ） 

脱

型

時 

ＮＡＴＭ 

 

  

 

ひび割れ幅 

（mm） 

 

側壁導坑先進工法（上半のみ） 

 

 

 

100

日 

 

   

366

日 

 

  

 

 

5.5

年 

 

   

図 5.1.26 建設工法によるひび割れ発生、進展の相違 

 

上半先進            側壁導坑          NATM   ひび割れ幅(mm) 

図 5.1.27 5.5 年経過した時点のひび割れ発生状況 

0.3

0.2

0.1
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図 5.1.27 に示す最終的なコン

クリート収縮によるひび割れ分

布の解析結果をTCI値の各成分ご

とに算定し、第 3 章で既往の点検

記録からコンクリートの収縮に

起因する一般的なひび割れ分布

として設定した TCI(50)値と比較

した結果を表5.1.3に示す。なお、

参考としてTCI値算術平均につい

ても比較を行った。点検記録は、

0.5mm 以上のひび割れを対象と

してTCI値を算定しているのに対

して、解析結果では 0.3mm 前後のひび割れが主体であるため、点検結果の TCI 値は解析結果の

ものより大きくなる傾向があると考えられる。表 5.1.3に示すように算術平均は、前述したよう

に外力の作用等の特殊条件下で極端に TCI 値が大きいトンネルの影響を受けていると想定され

る。したがって、各工法の代表的なひび割れ発生状況としては、TCI(50)値と考えられる。TCI(50)

値とコンクリートの収縮ひずみのみを考慮した解析結果の TCI 値は、近い値を示しており、

F22/F11 の比率についても近い値を示している。さらに、解析結果では図 5.1.27 に示すようにせ

ん断成分のひび割れは発生しておらず、点検記録の TCI 値でもせん断成分が極めて少ない傾向

と一致している。このことから、TCI(50)値以下の値を示すトンネルは、コンクリートの収縮ひ

ずみの影響を強く受けていると判断できると想定される。ただし、実際のトンネルの TCI 値の

ばらつきが大きいことから、トンネルに生じるひび割れはコンクリートの収縮ひずみ以外の要

因の影響を受けていると想定される。 

解析結果によると、コンクリートの収縮ひずみに起因するひび割れは、トンネル縦断、横断方

向に発生し、コンクリート片はく落を引き起こす要因となる斜めひび割れを発生させない。第 3

章での既往の点検記録からの TCI 値の分析でもせん断成分が少なく、TCI(50)値が解析結果と近

い値となった。 

しかしながら、その他の亀甲状等ひび割れ形態やひび割れ幅については、解析結果では再現で

きず既往の点検記録と相違がある。要因としては、亀甲状のひび割れについては、コンクリート

自体の収縮ひずみのみを考慮した数値解析では再現できないことが言える。また、ひび割れ幅に

ついては、外気温の季節変動の影響を受けることが知られている。したがって、解析結果で得ら

れたひび割れ幅は、ある条件下を想定した値であることに留意する必要があるが、コンクリート

の収縮ひずみのみで点検記録の様なひび割れ幅になることは考えにくい。ただし、ひび割れの発

生パターン自体は、解析結果と点検記録の TCI 値の傾向に類似性が見られたことから、コンク

リートの収縮ひずみが覆工のひび割れに影響を与えていると判断でき、ひび割れ幅については、

収縮ひずみ以外の材料、施工等による内因が影響を与えていると想定される。 

表 5.1.3 TCI 値一覧   F11、F22=単位：×10-5  

NATM 上半先進 側壁導坑

 

算術平均 

F11 3.24 6.00 6.87

F22 1.73 4.49 2.95

F22/F11 0.53 0.75 0.43

 

TCI(50)値 

F11 1.79 4.86 6.69

F22 0.59 3.44 2.29

F22/F11 0.31 0.70 0.34

 

解析結果 

F11 1.30 5.30 7.80

F22 0.30 3.30 2.50

F22/F11 0.23 0.62 0.32
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（4）材料分離、覆工厚不足がひび割れへ与える影響把握 

 コンクリート収縮によるひび割れは、トンネル縦断、横断方向に発生し、コンクリート片はく

落を引き起こす要因となる斜めひび割れを発生させない結論に至ったが、収縮ひずみ以外の影

響でひび割れが複合的に発生し、コンクリート片はく落を引き起こすことが懸念される。そこで、

収縮ひずみ以外で覆工のひび割れ発生、進展に影響を与える因子によるひび割れ発生、進展を定

量的に推定することとする。 

第 3 章で実施した、供用中のトンネル覆工から採取したコアによる材料分離(粗骨材の偏り)調

査の結果では、覆工コンクリート内には粗骨材が少ない領域が局所的に存在している可能性が

あり、その厚さは 10cm 以下と想定された。また、第２章の建設工法の整理および既往文献整理、

第 3 章による既設トンネルの覆工調査では、特に矢板工法における背面空洞の発生や不均一な

覆工厚となる可能性が高いことがわかった。これら施工の不具合に着目し、材料分離、背面空洞

および覆工の不均一の状態が、ひび割れ形態に与える影響について検討を行う。  

1）材料分離 

第 3 章での既設トンネル覆工から採取したコアの粗骨材含有率の結果から、覆工コンクリー

ト内部に粗骨材が少ない領域が局所的に存在し、材料分離を生じている場合があることが確認

された。ただし、発生頻度が高い領域などについては、採取されたコアの位置が限定されている

ことと、対象としたトンネル数が少ないことから同定することが出来なかった。 

覆工コンクリート打設時のコンクリート流動による影響を実験した坂井ら 6)の報告によると、

打設口 1 箇所からスランプ 15cm のコンクリートを打設される天端部分の状況を再現した実験で

は、打設口から約 8m 程度離れると粗骨材がほとんど含まれていないと報告されている。 

一方、中流動覆工コンクリートで同様の実験を実施した場合には、粗骨材の含有量低下は少な

かったと報告されている。この原因としては、スランプ管理のコンクリートでは流動距離が長く

なるとモルタル分が先走りして材料分離が発生するものと想定される。そこで、今回は、打設ス

パンは 10.5～12m であることから、図 5.1.28 に示すように天端部の妻側に 2m 程度の材料分離

が発生し、粗骨材が少ない領域が発生したと想定

して数値解析を行う。計算条件としては、コンク

リートの配合および坑内環境は第 4 章と同一と

し、上半先進工法で施工されたトンネルとする。

また、材料分離については図 5.1.28 に示すよう

に材料分離範囲では、全く粗骨材が含まれていな

いものとする。収縮ひずみと粗骨材含有率との関

係は、第 4 章の試験結果に準拠し、材料分離範囲

の収縮ひずみは健全な部分の 2 倍とする。 

 計算結果によると、図 5.1.29 に示すように材

料分離が発生した周辺に斜めひび割れが生じて

 

 

 

図 5.1.28 上半先進における材料分離範囲 

2.0m 2.5m 

材料分離範囲 
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おり、材料分離の有無がひび割れの発生に

影響を与えている。また、ひび割れ幅につ

いては、材料分離の程度に依存していると

想定される。ひび割れ幅については、隣接

した要素にひび割れが発生しており、隣接

しているひび割れ幅はほぼ等価である。隣

接要素に生じたひび割れは、実際には 1 本

のひび割れに集約する可能性があるので、

隣接要素に発生したひび割れ幅について

は、計算結果より大きくなると想定され

る。想定されるひび割れ幅の最大値は 0.5

から 0.6mm と判断される。 

2）覆工厚不足 

矢板工法のトンネルは、その構造から覆工背面に空洞が生じやすく、覆工厚についても不均一

な状況である。第 3 章での矢板工法の背面空洞および覆工厚調査においても、トンネル覆工背面

の空洞および巻厚不足が確認できており、当該箇所のひび割れについては、縦断方向のひび割れ

が発生しやすい傾向がある。併せて、背面空洞がみられる箇所では、斜めひび割れの発生が多く

なる傾向がある。 

また、矢板工法で施工された新幹線トンネルの覆工厚に関する報告 7)によると、覆工厚の不

足は、天端部でなく、天端から 15 度離れた箇所(天端から 1m 前後)に発生する頻度が高いこと

が示されている。そこで、アーチ肩部分に覆工厚の不足が連続的に発生した状態を想定し、図

5.1.30のモデルでひび割れ発生、進展の解析を行った。なお、コンクリートの配合および坑内

環境は、（3）各建設工法のひび割れ発生、進展解析の設定条件と同一した。 

 覆工厚の不足箇所は、図 5.1.30に示すようにアーチ肩部分に半円形状の陥没がトンネル軸方

向に 3 箇所連続して存在しているものとした。 

解析結果を図 5.1.31に示す。ひび割れ幅については、0.3mm 以上のひび割れが発生している

要素が隣接して発生する領域がある。この

ような領域は、実際には 1 本のひび割れに

集約されることが考えられる。隣接要素の

ひび割れが 1 本に集約された場合には 0.6

～0.7mm のひび割れ幅となる可能性が高

い。 

 計算結果によるとアーチ肩部分に覆工

厚の不足が非対称に生じると、覆工厚の不

足が連続している部分にトンネル縦断方

向にひび割れが発生し、その後、複数のひ

  

図 5.1.29 上半先進におけるひび割れへの 

材料分離影響 

ひび割れ幅
(㎜) 

図 5.1.30 覆工モデル 
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び割れが発生する。最終的には、覆工厚の不足領域にトンネル縦断方向のひび割れが複数発生し、

そのひび割れからトンネル横断方向に放射状のひび割れが生じた。第 3 章の背面空洞および覆

工厚不足が確認された箇所にも解析結果同様の縦断方向、斜め方向のひび割れが発生しており、

覆工厚不足および背面空洞がある場合、ひび割れへの影響が高いことがわかる。また、矢板工法

で施工された新幹線トンネルの覆工厚に関する報告 7)でも、覆工厚の不足が連続した箇所でひび

割れ発生頻度が高いことが報告されており、解析結果と傾向が一致している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひび割れ幅 

(mm) 

 

100 日 

366 日 

 

5.5 年 

 

材齢 ひび割れ発生形態 

図 5.1.31 覆工厚不足による影響 
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5.2 覆工コンクリートへの養生環境、施工条件がひび割れ発生、進展に及ぼす影響把握 

5.2.1 目的 

トンネル施工環境の改善を目的とした換気設備の充実により、坑内温度、湿度は屋外と同様に

季節変動することが明らかになった。したがって、坑内環境によっては、脱型直後のコンクリー

ト表面からの水分蒸発により、乾燥収縮の促進や水和反応の阻害等、コンクリートのひび割れを

引起すおそれがある。これらのことから、覆工コンクリートの品質向上を目的に現場では、給水

や水分逸散抑制により覆工表面を湿潤状態に保つ養生方法等の提案がされている。ただし、養生

によるひび割れ抑制効果については定量的な評価は行っていない。そこで、脱型時期および養生

の有無による覆工コンクリートのひび割れへの影響を把握する目的で、ひび割れ発生、進展解析

を実施する。さらに、中流動覆工コンクリートの締固め方法による過剰な締固めによる影響を把

握する目的で、粗骨材の含有率による長期間のひび割れ発生、進展解析を実施する。 

 

5.2.2 ひび割れ進展、解析における計算条件 

覆工コンクリートのひび割れ発生に

ついて、川又ら5)がコンクリート打設温

度とひび割れ発生確率との関係を報告

している。この報告によるとコンクリ

ート温度が20℃以上になるとひび割れ

発生確率が増加しており、その原因と

しては硬化時の温度ひずみとコンクリ

ートの乾燥収縮ひずみの複合作用と想

定されると報告されている。 

コンクリート温度が高い場合には、

セメントの水和反応が促進され、水和

熱が短時間に生じるため硬化時の覆工

コンクリートの内部温度の上昇が大き

く、温度ひずみが増大すると想定され

る。そこで、本研究の解析では夏季に

コンクリートを打設したものと設定した。また、第 4 章での坑内環境調査結果から坑内環境

は、屋外の季節変動と連動していることが明らかになっている。以上のことから、覆工コンク

リートの長期的な経時変化を試算する計算条件を表 5.2.1のように設定する。また、コンクリ

ートの配合については、養生効果確認実験で使用した高性能 AE減水剤（増粘剤一液タイプ）を

用いた T1（Ad）とする。 

 

 

表 5.2.1 経時変化を試算する計算条件 

項 目 内 容 

検討期間 コンクリート打設後50年間 

温度 0 ～ 30℃ 

湿度 50 ～ 90％ 

力学的境界条

件 

地山側固定 

周方向およびトンネル縦断方向に対

し、対象条件となる節点拘束付与 

水移動に関す

る境界条件 

内空側でのみ水分の逸散と流入を考慮

（一面開放．地山側では水の出入なし）

温度に関する

境界条件 

内空側および地山側で熱の移動を考慮

地山外面での温度：年間を通じて15℃

設定 

 

132



 

5.2.3 脱型時期および養生の有無によるコンクリート物性値算定解析 

（1）検討ケースと解析方針  

 養生の長期挙動に及ぼす効果を確認するため、断面厚を 300 mm とする覆工コンクリート断面

を取り出した解析モデルを作成して、3 次元非線形 FEM 解析を実施する。水和開始からのコン

クリート材料の経時変化を試算するものである。 

 具体的には、覆工コンクリート部に対して、コンクリートの非線形性を考慮した辺長を 20 mm

とする立方体のソリッド要素 15 個を一列に配置した、一軸条件下でのモデルにより計算を行う

（解析手法自体は、三次元）。また、発熱／温度挙動を追跡するため、地山部に対して、辺長を

20 mm とする立方体のソリッド要素 35 個を接続する。コンクリートの温度分布が影響を受けな

いように、事前に予備検討を実施した上で、700 mm と大きめの区間を設定したものである。以

上の計算条件で、DuCOM-COM3 によりコンクリートの物性値の経時変化を試算する。 

覆工コンクリートは、一般的な構造物に比べて早期に脱型するため、コンクリート強度が低い

段階で自重による応力が生じる。この応力の影響を把握するため、覆工コンクリートの標準的な

脱型時間 18 時間（養生 A）と脱型時間を 72 時間（養生 C）とした場合のコンクリート物性値の

経時変化を試算する。さらに、養生効果による影響を把握する目的で、7 日間封緘養生（養生 H）

のコンクリート物性値（収縮ひずみ、圧縮強度、引張強度および弾性係数）の経時変化も試算す

る。 

検討期間はコンクリート打設後 50 年間とし、トンネル内空側の温度、湿度では年間平均値と

して、表 5.2.1に示す範囲で月ごとに変動させる。 

解析モデルと境界条件のイメージ図を図 5.2.1、図 5.2.2に示す。 

以上の条件により、ひずみや強度等の経時変化を試算する。少数要素での比較的簡易な解析モ

デルではあるが、三次元解析であるので、体積成分については三方向のひずみが出力される。 

 
 

  

図 5.2.1 解析モデルと境界条件のイメージ図(1) 

133



 

 

 

 

図 5.2.2 解析モデルと境界条件のイメージ図(2) 
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（2）解析結果 

3 通りの養生条件について、材齢約 50 年までの試算を行った解析結果を以下に示す。入力し

た配合条件は表 5.2.2、養生条件は表 5.2.3のとおりである。解析結果について、養生 A、C お

よび H について示す。 

 

表 5.2.2 コンクリートの配合条件 

Slump (cm) 
Slump flow 

空気量
(%) 

W/P 
(%) 

s/a 
(%) 

W C S G SP 
AE 
(g) 

21.5 
471*459 

4.6 53.1 50.4 170 320 894 902 3.04 3.2 

 

 

表 5.2.3 コンクリートの養生条件の概要 

従来（比較用） A 18 時間後脱型 

脱型時期 
B 48 時間後脱型 

C 72 時間後脱型 

湿度 80％ D 18 時間脱型後 8hr 後に湿度 80％養生 7 日間で養生終了 

水中養生 E 18 時間脱型後 直後水中養生 

水中養生（8ｈ後） 
F 18 時間脱型後 8hr 後に養生開始 7 日間で養生終了 

G 18 時間脱型後 8hr 後に養生開始 28 日間で養生終了 

封緘養生 H 18 時間後脱型 封緘養生 7 日間で養生終了 

膜養生 I 18 時間脱型後乾燥収縮低減剤塗布 養生終了 

 

1）収縮ひずみ 

収縮ひずみの経時変化の計算結果を図5.2.3に示す。コンクリートの収縮ひずみ等の物性値の

経時変化に起因するひび割れ発生、進展解析は、三次元モデルで計算する必要があることか

ら、温度伝達および水分移動は一次元であるが、計算は三次元要素で計算を実施している。三

次元モデルで計算しているため、収縮ひずみは地山方向の成分である半径方向と、それに直交

わるトンネル軸方向と周方向の3成分が得られる。この内、図5.2.3には、もっとも収縮ひずみ

が大きい周方向の成分（軸方向もまったく同じ値を示している）を表示している。図5.2.3の収

縮ひずみは、コンクリート表面からの位置で示しており、ひずみat0mmと記載しているのは表

面のひずみであり、ひずみat300mmは地山側のコンクリートのひずみである。ひずみat0mm
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(a)養生 A 

 

(b)養生 C 

 

(c)養生 H 

図 5.2.3 周方向/トンネル縦断方向のひずみの経時変化（長期表示） 
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の表面の収縮ひずみは、打設後半年経過するまでに収縮ひずみが急激に増大し、その後は季節

変動に応じて収縮ひずみが変動している。これに対して、ひずみat300mmの地山側のコンクリ

ートの収縮ひずみは、季節変動の影響を多少は受けているが、全体としては収縮ひずみが増加

する傾向を示しており、50年経過した時点でも収縮ひずみは微増する傾向を示している。この

原因は、地山側のコンクリートの水分が徐々に内空側に移動していることに起因している。ま

た、収縮ひずみの経時変化のみでは養生の有無による相違を確認することはできない。 

なお、半径方向についても、最大値は異なるが、収縮ひずみの経時変化の傾向は図5.2.3と同

様である。 

2）圧縮強度 

コンクリートの圧縮強度の経時変化を、内空側の表面付近（①）と地山側の表面付近（②）の

位置について、図 5.2.4 に示す。圧縮強度についても長期挙動に関して、大きな相違がみられ

る。 

 

（3）解析結果のまとめ 

以上の解析結果より、材齢約 50 年までの収縮や強度等に関する材料応答を評価することが

できた。解析結果の概要を以下にまとめる。 

1）養生条件の違いが収縮ひずみ自体に及ぼす影響は少ないと思われる。むしろ圧縮強度で差

異が大きくなっており、付随してヤング係数にも差異が生じていると思われる。乾燥の影響

を受ける内空側表層付近の圧縮強度は、養生条件 H の封緘養生＞C の 72 時間脱型＞A の 18

時間脱型の順に大きくなっている。一方で、乾燥の影響を受けにくい地山側表層付近の圧縮

強度は、養生条件によらず、ほぼ一定の値を示している。 

2）収縮ひずみは、乾燥にさらされる内空側表層で大きくなり、比較的早い段階で収束値に到

達する。コンクリート内部では内空側表層に比べひずみの絶対値は小さいが、1 年間の温度

と湿度変化によるサイクルを繰り返しながら徐々に大きくなっていく。付随して、コンクリ

ート内部の相対湿度の経時変化に大きな相違がみられ、本条件下では 50 年後であっても湿

度勾配が残留している。 

3）300 mm 程度の断面厚であっても、ひずみが収束値に至るまでに長い時間を要する理由と

して、一面解放の境界条件となっていることが挙げられる。一般に JIS 等で規定されている

材料試験では、180 日程度で収束値に到達することが知られているが、これは六面開放の小

型試験体を用いた実験であり、通常、相対湿度 60％一定の厳しい乾燥条件が設定される。

本解析においては、相対湿度の季節変動を 90～50％で設定しており、夏はトンネル表面か

ら吸水し、定常状態に至るまでに長い時間が掛かることになる。 

4）解析では、ひずみの季節変動が大きい。これは、温度と湿度の両方の影響を受けているた

めである例えば 8)。 
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(a)養生 A 

 
(b)養生 C 

 

(c)養生 H 

図 5.2.4 コンクリート圧縮強度の経時変化（長期表示） 
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5.2.4 脱型時期および養生の有無による覆工コンクリートのひび割れ発生、進展解析 

（1）ひび割れ解析の設定 

ひび割れ解析は、各要素にひび割

れが発生する分布ひび割れモデル

を用い、ひび割れの局所化を考慮し

たものを使用する 9)。また、ひび割

れ発生後の引張応力は、コンクリー

ト標準示方書に定められた引張軟

化曲線に従う。図 5.2.5に前項の覆

工コンクリート部材の物性値の経

時変化で算定された解析結果から、

ひび割れ発生、進展解析に用いた圧

縮強度等の強度特性の経時変化を

示す。 

弾性係数、引張強度について

は、圧縮強度と相関があり、その

相関関係は過去の研究論文 10)と一

致しているとの結果を得ている。

そこで、圧縮強度から次に示すよ

うに計算に使用する各種強度特性と材令の関係を定めた。 

  引張強度：
3223.0 ct （示方書より） 

弾性係数：
410

20

18
2.2 cE （示方書より） 

     
45.03103.642.0 cE （若材齢時、示方書より） 

引張強度時ひずみ： Etts  

圧縮強度については、脱型時間を延長した養生 C が養生 A、養生 H と比較して打設後 3 日で

20N/mm2程度と初期強度が高くなっている。ひび割れ発生、進展解析では、脱型した段階で覆工

コンクリート自重が作用するものとして解析を行っている。また、図 5.2.6のとおり境界条件と

しては、アーチ脚部はインバートコンクリートで完全に拘束されているものと想定し、完全固定

とする。側壁からアーチ部については、覆工コンクリート部材は地山側へ変形しないものとして

解析を行う。また、モデル化の範囲は対称条件を考慮して、天端部からの半分の領域とする。 

 

注：アーチ部については、地山側への変形を許容していない。 
  自重を考慮していない場合には、上図に示すように側壁部分のみを拘束 
  自重を考慮した場合には、インバートとの接合部分から 4.5ｍ程度の範囲

まで拘束 

 

図 5.2.6 ひび割れ発生、進展解析のモデルおよび拘束条件 
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養生Ａ 

 
養生Ｃ 

 
養生Ｈ 

図 5.2.5 ひび割れ発生、進展解析に用いたコンクリートの物性値 
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（2）ひび割れ発生、進展解析結果 

図5.2.7にひび割れ発生状況を示す。計算結果によるとコンクリート打設後50日経過した時点

で覆工コンクリートにひび割れが発生する。ただし、ひび割れ幅は、計算上は0.02mm以下のマ

イクロクラックと呼ばれるもので目視での確認が困難なものと判断される。このマイクロクラ

ック領域では、骨材とモルタルとの界面はく離やモルタル中に微細な亀裂が複数発生している

が、この界面はく離や微細な亀裂は連続していない状態で引張応力の伝達も期待できるとされ

ている。したがって、図中の0.02mm以下のひび割れ幅の領域は、計算上のひび割れ発生であり

実際には引張応力が伝達されていることから、一般的にいわれているひび割れ領域と異なるこ

とに注意が必要である。計算上、完全に引張応力の伝達がなくなり、ひび割れが局所化して連続

する領域は図中の赤色以上の部分であり、その時のひび割れ幅は0.06mm以上である。養生A、養

生C、養生Hでひび割れ発生、進展に大きな差異はなく、インバートで拘束された側壁部にひび

割れが発生している。天端部には、ひび割れ幅が0.05mm以下のマイクロクラックが軸方向に局

部的に生じている。脱型時の影響については、脱型した直後に天端沈下が0.5mm前後発生するが、

その後のコンクリートの収縮ひずみの影響で天端沈下は5～6mm程度となっており、自重による

影響は軽微であると判断される。覆工コンクリートの収縮ひずみ量自体は、コンクリートの配合

で決定され、養生の影響はない。また、収縮ひずみの発現速度は、坑内環境に依存しており、自

重の影響も収縮ひずみに比べると軽微であるために、長期的なひび割れ発生、進展には大きな影

響を与えなかったものと推定される。ただし、材齢50日におけるひび割れ発生状況が多少違うこ

とから、ひび割れが発生する時期については、脱型時期や養生の有無が影響を与えているものと

推定される。 

 

5.2.5 材料分離による覆工コンクリートのひび割れ発生、進展解析 

第4章での大型試験体の実験で、中流動覆工コンクリートは締固めによる材料分離が発生しに

くいことが明らかになったが、コンクリートの流動や締固めにより粗骨材変動率が±20%変化す

ることが確認された。そこで、本解析では粗骨材変動率と覆工コンクリートのひび割れ発生、進

展との関係を把握する目的で、材料分離が生じたことを想定したひび割れ発生、進展解析を実施

する。 

（1）ひび割れ解析の設定 

中流動覆工コンクリートでは、型枠バイ

ブレータで打設高さ50cmごとに締固める

ことが標準的な施工方法とされている。そ

のため、図5.2.8に示すようにアーチ肩部

分では、型枠バイブレータAの作動回数が

他の箇所より多くなる傾向がある。また、

アーチ肩部では粗骨材が側壁方向へ沈降 図 5.2.8 型枠バイブレータ配置図 
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する可能性も想定される。以上のことか

ら、図5.2.9に示すようにアーチ肩部分に

トンネル軸方向に連続して材料分離領域

が生じたと仮定して解析を行う。 

解析では、粗骨材変動率を-50%、-100%

とし、配合はT1(Ad)とする。なお、粗骨材

変動率を-50％と設定したのは、事前に解析

を実施し、ひび割れが顕在化する領域をト

ライアルし定めたものである。また、材料

分離の解析は、打設後18時間で脱型してま

ったく養生を実施しない養生Aのみを行

う。材料分離領域の収縮ひずみの増加率は、第4章の実験結果から得られた粗骨材変動率と収縮

ひずみ比の関係にもとづいて算定する。 

（2）ひび割れ解析結果 

図 5.2.10 に粗骨材変動率をパラメータとしたひび割れ発生、進展の解析結果を示す。粗骨材

変動率を-50%と設定した解析結果では、材料分離領域に 0.06mm 程度のひび割れが複数発生し

ており、材料分離による収縮ひずみの増加により、引張応力の伝達がない完全に開口したひび割

れが新たに形成される。粗骨材変動率が-50%に達しない場合には、完全に開口したひび割れの発

生はない（図 5.2.10 養生 A（自重あり）参照）。粗骨材がまったくない状態を想定した粗骨材

変動率-100%では、材料分離領域で多くのひび割れが発生しており、ひび割れ幅は最大で 0.16mm

を越えており、材料分離がひび割れを引起す要因となっていることが明らかになった。 

 

図 5.2.9 想定した材料分離範囲 
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図 5.2.7 脱型時期および養生環境の有無によるひび割れ発生、進展の相違 
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図 5.2.10 材料分離によるひび割れ発生、進展の相違 
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5.3 本章のまとめ 

5.3.1 各建設工法のひび割れ発生、進展の長期挙動 

坑内環境等の測定結果に基づいて、覆工コンクリートの収縮ひずみ等の長期予測結果を用い

て、建設工法ごとのひび割れ発生、進展解析を実施した。 

算出された収縮ひずみを入力値とし、ひび割れ発生、進展解析を行うことで、打設後、任意の

経過時間におけるひび割れ発生パターンが把握できた。 

収縮ひずみによるひび割れ発生、進展は、打設後 5.5 年程度でほぼ収束した。 

点検記録による各建設工法の標準的なひび割れ形態とコンクリートの収縮特性を基に解析に

より算定したひび割れ形態は、点検記録の TCI 値と解析により算定したひび割れ形態の TCI 値

を比較した結果、解析結果が点検記録の標準的なひび割れパターンを再現しているものと考え

られる。ただし、ひび割れ幅についてはコンクリートの収縮ひずみのみを考慮した解析結果が

点検記録より小さくなった。 

 

5.3.2 覆工ｺﾝｸﾘｰﾄへの養生環境、施工条件がひび割れ発生、進展に及ぼす影響把握 

脱型時期および養生の有無による覆工コンクリートのひび割れへの影響把握および、中流動

覆工コンクリートの過剰な締固めによる影響を把握のため、長期間のひび割れ発生、進展の解析

を実施した。 

コンクリートの水分移動を考慮した解析手法で、コンクリートの収縮ひずみや強度発現等の

物性値の経時変化を追跡することができる。 

トンネルの実環境下を想定した解析結果から、コンクリートの収縮ひずみに起因するひび割

れの発生、進展は、脱型時期および養生の有無に関係していないことが明らかになった。 

中流動覆工コンクリートで施工されたトンネルを対象に材料分離による影響を検討した結果、

粗骨材変動率が-50%以下になると材料分離に起因したひび割れ発生、進展が顕著になる。 
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第 6 章 トンネル覆工の維持管理および覆工コンクリートの施工方法に関する提案 

 

6.1 本章の概要 

6.1.1 トンネル覆工の維持管理 

NEXCO は、平成 28 年 3 月現在、1,808 本、総延長 1,705 ㎞のトンネルを管理しており、詳細点検と

して 5 年に 1 回の頻度で近接目視かつ打音により点検を実施している。また、詳細点検の支援として

トンネル覆工画像撮影を行い、重点的に打音を実施する箇所の抽出に活用している。この点検記録に

よると、多くのトンネル覆工にひび割れが発生しており、そのひび割れ発生形態は多種多様である。 

ひび割れは、トンネル覆工からのはく落事象の要因となっているため、トンネル覆工すべてに対し

て近接目視かつ打音を実施している。しかしながらひび割れの中には、コンクリートの水和熱や乾燥

による収縮が影響しているものも含まれている。このようなコンクリートの収縮に起因するひび割れ

であれば、コンクリート打設後、一定期間経過すればひび割れの進展や新たなひび割れの発生はない

と考えられるため、コンクリートの収縮によると判定されたトンネル覆工に対して、近接目視かつ打

音の省略化が可能となり、ひいてはトンネル覆工の維持管理の合理化につながると考える。 

このため、本研究では、トンネル覆工に発生するひび割れのうち、材料や施工を「内因」とするひび

割れに着目し、トンネル覆工に対する維持管理の効率化を目的として以下の検討を行った。NEXCO が

管理している道路トンネルの詳細点検で得られたひび割れ情報から、TCI を用いて分析を行い、コンク

リートの水和熱や乾燥による収縮が影響している可能性があるひび割れを抽出し、ひび割れ発生形態

の把握を行った。コンクリートの収縮は、温度、湿度等の環境条件による影響を受けることが知られて

いることから、実際のトンネルで坑内環境を測定し、この測定データに基づいてコンクリートの収縮

ひずみの長期にわたる変動を数値解析により算定した。さらに、算定した収縮ひずみからトンネル覆

工に生じるひび割れ状況を解析的に求めた。また、変状原因が内因（要因が材料、施工、設計によるも

の）によって発生するトンネル覆工のひび割れについては、収縮以外の要因として、材料分離や覆工厚

の違いによる覆工の不均一の影響も想定されたことから、これらがひび割れに与える影響についても

検討を加えた。本章は、本研究にて得られた成果をまとめ、今後の詳細点検を含めた維持管理を合理的

に実施するための提案を行う。 

 

6.1.2 覆工コンクリートの施工方法 

トンネル施工環境の改善を目的とした換気設備の充実により、坑内温度、湿度は屋外と同様に季節

変動している。したがって、覆工コンクリート脱型直後のコンクリート表面からの水分蒸発により乾

燥収縮の促進や水和反応の阻害等、コンクリートのひび割れを引起す恐れがある。これらのことから、

覆工コンクリートの品質向上を目的に現場では、給水や水分逸散抑制により覆工表面を湿潤状態に保

つ養生方法等の提案がされている。ただし、養生によるひび割れ抑制効果については定量的な評価は

行っていない。そこで、実際に養生環境によるコンクリートの品質向上を、実際の養生環境をモデル化

した室内実験より物性値を得たうえで短期間における評価を行い、その結果に基づいて実環境下を想

定した数値解析により、長期間の覆工コンクリートのひび割れ発生、進展を解析した。 

一方、覆工コンリート施工では、 NEXCO は中流動覆工コンクリートと型枠バイブレータを採用す

ることで、材料分離や未充填部の発生を防止してきた。しかし、中流動覆工コンクリートの締固め方法
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によっては、過剰な締固めとなることが懸念された。 

そこで、大型試験体を使った打設実験により、過剰な締固めによる粗骨材の含有率を把握したうえ

で、数値解析により、粗骨材の含有率による長期間のひび割れ発生、進展を解析し、過剰な締固めによ

る影響を把握した。 

本章は、養生環境や施工方法が覆工コンクリートのひび割れ発生、進展に及ぼす影響を把握し、覆工

コンクリート表面からのコンクリート片のはく落を予防することで、覆工の長期健全性の向上につな

がると考え、中流動覆工コンクリートの品質向上に向けた施工方法の提案を行う。 

 

6.2 トンネル覆工の維持管理の提案 

6.2.1 高速道路の維持管理 

 高速道路の維持管理は、①安全・安心・快適な道路

空間の確保、②道路本体や施設の保全と機能向上、

③社会的なニーズへの対応を主な目的とし、図6.2.1

にあるように点検、補修工事、記録保存の維持管理

サイクルを効率よく運用することが重要である。点

検は、計画的な道路の維持管理を行うための基本と

なる重要な業務であり、構造物の変状を含めた現状

を把握し、補修等の対策の要否判断を行うとともに、

構造物を良好に保つための適切な維持管理計画を策

定するために実施するものである。特に点検に期待

される役割としては、安全な道路交通を確保すると

ともに、第三者等被害を未然に防止するため、道路構造物の変状を早期に発見し、迅速かつ適切な措置

を行うこと、および長期的に構造物を良好な状態に保つための維持管理計画策定に向け、構造物の変

状を含めた現状を的確に把握し、変状の進行状況や健全度の評価を行うことである。 

 判定評価は、点検対象構造物の各々の変状に対して「個別判定」、「健全度評価」を行うことを基本と

している。「個別判定」は主に短期の補修計画策定に活用し、「健全度評価」は主に中長期の修繕・更新

計画に活用する。 

計画策定は、変状の進行状況や健全度評価の点検結果をもとに、交通量や路線の重要性および周辺

の道路補修計画等をふまえて総合的な観点で検討することが重要である。 

補修は、第三者等に対する安全性の確保と構造安定性確保を目的に実施する必要がある。補修にあ

たっては、点検結果に基づいて機能や耐久性等を回復、維持させるため最適な補修方法等検討する必

要がある。 

記録保存は、点検から補修まで一連の情報を記録保存する必要がある。NEXCO は、すべての点検結

果と点検結果に対する補修情報を点検補修管理システムにより記録保存を行っている。点検補修管理

システム等に記録した点検結果等については、点検結果等の共有や統計処理の効率化、変状原因の分

析、点検・調査計画の立案や補修計画の立案等、一連の維持管理に関するマネジメントに有効に活用す

る必要がある。 

本研究は、この維持管理サイクルにおける今後のトンネル覆工の維持管理について、提案する。 

図 6.2.1 維持管理サイクル 
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6.2.2 トンネル覆工の点検 

（1）現状のトンネル覆工点検手法 

 詳細点検は、構造物の健全性の把握および安全な道路交通の確保や第三者等に対する被害を未然に

防止するため、構造物個々の状況を細部にわたり定期的に把握するために行うもので、構造物の健全

性と安全な道路交通の確保や第三者等に対する被害の防止の双方の観点から変状の発生や進行状況を

把握し、その状態を適切に評価する点検である。トンネル覆工に対する評価としては、図 6.2.2 に示

すように第三者である利用者の安全を確保するためのはく落・漏水の判定である個別判定と、トンネ

ル覆工自体の構造安全性としての機能面を評価する健全度評価の 2 つの評価を行っている。個別判定

は、はく落や漏水によって利用者へ及ぼす影響度の判定区分によって箇所ごとに判定する。一方で、健

全度評価においては、トンネル覆工のひび割れ、エフロレッセンスおよび湧水に基づいた評価を覆工

スパン単位で行い、変状の進行性等総合的に勘案しトンネル覆工自体の健全度を評価する。 

上記の評価は、定期的に実施されるトンネル詳細点検結果に基づいて実施される。NEXCO における

トンネル覆工への詳細点検は、図 6.2.3 に

示すように点検 A と点検 B に区分される。 

 点検 A は、トンネル覆工（アーチ部）を

対象とし、レーザー、CCD カメラ、ライン

センサーカメラ等を用いた計測手法により

覆工表面画像を取得し、ひび割れ展開図、

詳細点検 A シートを作成し、1 スパンごと

に「外力評価点」および「はく落評価点」を

算出し、重点点検スパンの判定を行うもの

である。また、重点点検箇所の判定も併せ

て行う。 

詳細点検 A シートには、トンネル名、延

長、路線名等の「トンネル諸元等」、重点点

検箇所を判定するための表 6.2.1 に示す

「特記事項」、ひび割れやエフロレッセン

ス、漏水の状況を表 6.2.2 に示す評価項目

図 6.2.2 トンネル構造物の分類別における判定および評価区分 1)を加筆修正 

図 6.2.3 トンネル詳細点検の流れ１)を加筆修正 

 

詳細点検計画立案

覆工表面画像取得

覆工表面画像による

早期抽出

はく落危険箇所

応急対策 ひび割れ展開図作成

詳細点検

Ａシートの作成

評価点

特記事項

該当なし

該当あり

なし

あり

全面近接目視

近接目視から判断された箇所

および重点点検スパン
打音

全面近接目視

近接目視から判断された

箇所および重点点検箇所
打音

全面近接目視

近接目視から判断された箇所

打音

外 力：60点以上

はく落：36点以上

外 力：59点以下

はく落：35点以下

点検Ａ

ひび割れ展開図修正

詳細点検

Ｂシートの作成

現地状況を踏まえて

変状の判定・

健全度評価の実施

点検Ｂ
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により外力評価点、はく落評価点を算定する「データシート」

で構成されている。 

 外力評価点、はく落評価点は、覆工スパン単位に表 6.2.2の

観察項目①から⑤ごとに算定する。 

点検 B は、現場にて高所作業車等を用いて技術者がトンネ

ル覆工全面に対して、近接目視を実施するものである。特に図

6.2.3 に示すように、点検Ａで算定した外力評価点が 60 点以

上、もしくは、はく落評価点が 36 点以上となる覆工スパンを

重点点検スパンとして位置付け、近接目視と併せて覆工全面の

打音点検を実施する。また、表 6.2.1に示す「特記事項」に該

当する箇所については、重点点検箇所として、近接目視と併せ

て該当箇所の打音点検を実施する。 

点検 B では、点検Ａで作成した詳細点検 A シートを引継ぎ、

点検 B 実施後に「特記事項」、「データシート」の情報を更新す

る。また、点検 B において、図 6.2.2の分類にて判定および評

価を行う。判定は変状ごとに、はく落

に対する判定（表 6.2.3参照）および

漏水に対する判定（表 6.2.4参照）に

ついて行う。評価は、覆工スパン単位

に表 6.2.5 のとおりトンネル覆工の

健全度評価を行う。 

覆工表面画像を基に覆工展開図を

作成し、問題となる箇所およびスパ

ンを判定する点検 A と、点検 A での

表 6.2.4 漏水に対する判定の目安 

判定区分 判定標準 

漏 水 に

関 す る

判定 

ＡＡ コンクリートのひび割れ等から漏水の噴出があ

り、又は、漏水に伴う土砂流出により舗装が陥

没したり沈下する可能性があり、寒冷地におい

ては漏水等によりつららや側氷が生じ、利用者

の安全性を損なうため、速やかに対策を講じる

必要がある状態 

Ａ１ コンクリートのひび割れ等から、漏水の流出が

あり、又は、排水不良により舗装面に滞水があ

り、利用者の安全性を損なう可能性があるた

め、計画的に対策を講じる必要がある状態 
Ａ２ コンクリートのひび割れ等から、漏水の流下が

あり、又は、排水不良により舗装面に滞水を生

じるおそれがあり、利用者の安全性を損なう可

能性があるため、監視を必要とする状態 

Ｂ 滴水又はにじみによる漏水があっても利用者の

安全性に影響がないため、措置を必要としない

状態 
ＯＫ 漏水がみられないもの 

 

表 6.2.2 評価点算定のデータシート 

表 6.2.1 特記事項 1)を加筆修正 

特記事項（重点点検箇所） 

・ひび割れ幅 2 ㎜程度のひび割れが連続
して 3ｍ以上ある。 

・ひび割れ幅 3 ㎜程度以上のひび割れが

ある。 
・打継ぎ目部に三日月型のひび割れがあ
る。 

・添架物（ジェットファン、標識等）のア
ンカー部およびその周辺に放射状のひ
び割れがある。 

・モルタル系の補修材による既対策箇所
がある。 

・豆板、ジャンカ等があり、浮き・はく離

の危険性がある。 
・構造上問題があると判断されるひび割
れがある。 

・健全度ランクⅢ-1、Ⅲ-2、Ⅳ、Ⅴに対し、
前回点検時から補修・補強が実施されて
いない。 

・前回点検時のひび割れ展開図と比較し
て新たに変状が発生した箇所 

 

表 6.2.3 はく落に対する判定の目安 

判定区分 判定標準 

はく落に 
関する判定 

ＡＡ ひび割れ等により覆工コンクリー

ト等の浮き、はく離等がみられ、

落下する可能性があるため、速や

かに対策を講じる必要がある状態 
Ａ１ ひび割れ等により覆工コンクリー

ト等の浮き、はく離等がみられ、

落下する可能性があるため、計画

的に対策を講じる必要がある状態 

Ａ２ ひび割れ等により覆工コンクリー

ト等の浮き、はく離の兆候があ

り、将来的に落下する可能性があ

るため、監視を必要とする状態 
Ｂ ひび割れ等による浮き、はく離の

兆候がないもの、又はたたき落と

しにより除去できたため、落下す

る可能性がなく、措置を必要とし

ない状態 
ＯＫ ひび割れ等による浮き、はく離の

兆候がなく、健全な状態 
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判定結果から近接目視かつ打音点

検を実施する点検 B の二段階のト

ンネル覆工点検の運用において、

評価点は重要な役割を担ってい

る。また、外力評価点にあっては、

表 6.2.5 のとおりトンネル覆工の

健全度評価の目安としても活用し

ている。ここで、評価点の算定方

法について、以下に述べる。 

 表 6.2.2 評価点算定のデータシ

ートにある①ひび割れの幅、長さ、

分布に関する評価点および②ひび

割れの方向性に関する評価点につ

いては、1-2-2 TCI の概要で述べ

たとおり、TCI から評価点を算定

している。TCI は、覆工に発生する

ひび割れを定量的に評価するため

に、岩盤中のひび割れ（節理）の密度や方向、幅を総括的に定量化する指標であるクラックテンソルを

援用し、覆工コンクリートの劣化指標としている。TCI は、覆工表面のひび割れの幅、長さ、方向をパ

ラメータとした指標であり「最大ひび割れ幅」、「最大ひび割れ幅の長さ」、「ひび割れの分布」、「ひ

び割れの方向性」についての判定が可能となる指数である。TCI は、テンソルの一次不変量として縦断

方向成分を示す F11 と横断方向成分を示す F22 の和 F0 で表される。この F0 から評価点への換算に関し

て、以下の①ひび割れの幅、長さ、分布に関する評価点および②ひび割れの方向性に関する評価点に区

分して算定している。 

① ひび割れ幅、長さ、分布に関する評価点 

外力評価点ｙ1 

1010

1058
5

5

1 x

x
y    （1） 

 

はく落評価点ｙ2 

1310

1032
5

5

2 x

x
y    （2） 

ここで、X :F0 

 

② ひび割れの方向性に関する評価点 

外力評価点、はく落評価点ともに、横断卓越型、縦横断拮抗型、横断・斜め卓越型として Z=F22/TCI

（F0）の値から表 6.2.6のような評価点を決定している。 

 

表 6.2.5 健全度ランクとその定義および評価の標準 

健全度

ランク
定 義 評価の標準 

Ⅴ 
変状が極めて著しく、直ちに

何らかの対策を行う必要があ

るもの 
・変状の進行が極めて著しくみられる 

Ⅳ 
変状が著しく、早急に何らか

の対策検討を行う必要がある

もの 

・放射状ひび割れが見られる 
・圧ざが見られる 
・5 ㎜以上の段差、ずれのあるひび割

れが見られる 

Ⅲ－２

変状があり、速やかに何らか

の対策検討を行う必要がある

もの 

・健全度ランクⅢ－１の状況から進行

しているようにみられる 

Ⅲ－１

変状があり、適切な時期に何

らかの対策検討を行う必要が

あるもの 

・評価点が 60 点以上であるが、進行性

が緩やかなもの 

Ⅱ 
変状があるが、現状は継続的

に監視を行う必要があるもの 
・評価点で 31～59 点 

・継続的に

監視を行う

程度のもの 

Ⅰ 
変状がないか、もしくは軽微

なもの 

・変状がないか、 
もしくは軽微なもの 
・評価点で 30 点以下 

・進行性が

見られない

もの 

表 6.2.6 ひび割れの方向性に対する評価点 

z 外力評価点 はく落評価点 備 考 

0<Z<0.3 4 2 横断卓越型 

0.3<Z<0.7 7 4 縦横断卓越型 

0.7<Z<1.0 11 6 縦断・斜め卓越型 

Z：F22／F0 
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③ パターン 

覆工スパン単位でのひび割れ分布において、亀

甲状、閉合型、交差・分岐の局部的な個所が存在

する場合は、表 6.2.7 に示すとおりその規模や

個所数によって、判定する。ただし、当該項目は

ひび割れ情報とは別の評価点として存在してお

り、覆工スパンに亀甲状、閉合型、交差・分岐の

局部的な個所が複数混在する場合は、その評価点

で一番大きくなる観察項目が採用される。 

④ エフロレッセンス 

 覆工スパン単位で表 6.2.8 に示すとおりエフ

ロレッセンスが発生している規模により評価点を判定する。 

⑤ 漏水 

覆工スパン単位で表 6.2.9 に示すとおり覆工からの漏水の有無により判定する。また、漏水対策の

有無についても判定を行うこととしている。 

 

（2）現状のトンネル覆工点検手法の課題 

点検 A および点検 B の二段階からなる現在のトンネル覆工点検手法は、トンネル覆工に発生してい

るひび割れ、エフロレッセンスおよび湧水の情報から重点的に点検が必要な覆工スパンを抽出するこ

ととしている。重点的な点検が必要な覆工スパンの抽出は、構造上問題となる外力の影響が懸念され

る覆工スパンやはく落事象が生じやすい覆工スパンの事前抽出を目的としている。しかしながら、ト

ンネル覆工の点検は、近接目視かつ打音を基本としていることから、重点的な点検が必要な覆工スパ

ンの抽出は、決して合理的とはいえない。高速道路トンネルの点検は、車線規制を実施し限られた規制

時間のなかで点検を実施することから、点検の効率化が求められている。そのためには、ひび割れ等の

変状原因の推定が重要であり、近接目視かつ打音点検の選択と集中が必要となる。 

また、重点的な点検が必要な覆工スパンの抽出に活用している評価点の観察項目①ひび割れの幅、

長さ、分布に関する評価点および②ひび割れの方向性に関する評価点は、覆工スパンにあるすべての

ひび割れが対象である。 

トンネル覆工に発生しているひび割れ原因については、外因によるもの、内因によるものとが複合

的に作用しているため、ひび割れ発生形態から変状原因の推定をすることは困難な状況である。した

がって、外力評価点が 60 点以上、もしくは、はく落評価点が 36 点以上を重点点検スパンとして、近

接目視と併せて覆工全面の打音点検を実施する覆工スパンのなかには、内因による変状も含んでいる

表 6.2.7 ひび割れパターンに対する評価点 

表 6.2.8 エフロレッセンスに対する評価点        表 6.2.9 漏水に対する評価点 
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ことになる。内因によるひび割れについては、ひび割れの進行もなくはく落事象となるようなひび割

れ形態ではないため、安全性が確保されたトンネル覆工に対して近接目視と併せて覆工全面の打音点

検を実施する場合があり、オーバースペックな点検となっていることを示唆している。 

現在、詳細点検で使用している覆工コンクリートのひび割れ評価指標の TCI は、トンネル覆工のひ

び割れ全体をテンソルの不変量でしか評価していなかったことから、既往の点検記録を詳細に分析、

評価することが困難である。また、コンクリート収縮によるひび割れ等の標準的なひび割れとして平

均的な評価としているが、なかには外力作用等の特殊条件下において非常に大きなひび割れとなった

り、まったくひび割れが発生していないトンネル覆工が存在していることから、平均値では標準的な

ひび割れを正しく評価できない。このように、ひび割れの評価が全体的に漠然としたものとなってい

ることで、はく落につながるひび割れやコンクリート収縮による標準的なひび割れの抽出が困難なも

のとなっている。 

外力評価点は、表 6.2.4 に示すトンネル覆工の健全度評価の評価基準としても活用している。健全

度評価は、トンネル覆工への外力による変状評価として変状に対して対策の必要性について判断する

指標である。しかしながら、外力評価点は上述同様すべてのひび割れを対象としていることから、変状

原因推定が困難な状況であり外因によって発生したひび割れによる評価となっていない。また、外力

評価点算定にあたり表 6.2.2 にある観察項目の③パターンである亀甲状、閉合型および交差、分岐に

よる算定、④エフロレッセンスおよび⑤湧水による算定が、外因によって発生するひび割れに対する

トンネル覆工への影響度をより困難なものとしている。 

 上述した現状のトンネル覆工点検手法の課題について、以下に整理する。 

1)トンネル覆工の点検は、近接目視かつ打音を基本としていることから、重点的な点検が必要な覆工ス

パンを抽出する点検手法は、合理的ではない。 

2)外力評価点、はく落評価点の算定にあたっては、内因による安全性が確保されたひび割れも含んでい

ることから、評価点によって抽出する重点点検がオーバースペックとなっている可能性がある。 

3)詳細点検で使用している覆工コンクリートのひび割れ評価指標の TCI では、ひび割れの特徴を把握

することが困難である。 

4)コンクリート収縮によるひび割れ等標準的なひび割れが平均的な評価としているが、なかには外力

作用等の特殊条件下において非常に大きなひび割れとなったり、まったくひび割れが発生していな

いトンネル覆工が存在していることから、平均値では標準的なひび割れを正しく評価できない。 

5)健全度評価の目安として採用している外力評価点の算定として、内因および外因によって発生する

すべてのひび割れを対象に算定しており、また、局部的なひび割れパターン、エフロレッセンスおよ

び湧水による算定も加算することで、外因によるトンネル覆工への影響度としての健全度評価とな

っていない。 

 

（3）トンネル覆工点検の提案 

1）トンネル覆工点検手法 

 従来の評価方法では、トンネル覆工全面に対して打音点検の実施有無を判定する外力評価点、はく

落評価点の基礎点は、覆工表面積に対するひび割れ面積（長さ×幅）比率の縦断方向成分 F11と横断方

向成分 F22の和から算定している。そのため、前項で記述したように安全性が確保されたひび割れを分
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離できない。さらに、トンネル周辺地山の緩み圧や地すべり、路盤沈下等で発生するひび割れはトンネ

ル軸方向、周方向に卓越する特徴があることが既往の研究で明らかになっており、この特徴を F11 と 

F22との和のテンソルの不変量で評価する従来手法では、直接的に評価することができない。 

また、従来の点検手法は、トンネル覆工の撮影画像からひび割れ展開図、詳細点検 A シートの作成

により重点点検スパンおよび重点点検箇所の抽出を行う点検 A と、すべてのトンネル覆工に対して近

接目視かつ打音点検を実施する点検 B を実施しており、点検 A で抽出した重点点検スパン、重点点検

箇所以外のトンネル覆工に対しても点検 A、点検 B の二重点検を行っている。 

それに対して本提案の点検手法は、図 6.2.4 の右図にあるように従来の点検手法と同様に覆工画像

撮影からのひび割れ展開図は作成し、TCI 値を算出することは従来手法と同様である。しかし、従来と

異なり、TCI の成分 F11、F22および F12・F21毎に閾値を設定し、閾値に該当しないトンネル覆工に対し

ては近接目視かつ打音点検を省略するといった現地点検のスクリーニングを導入する点検手法を提案

する。 

閾値は、TCI の縦断方向成分 F11、横断方向成分 F22 およびせん断方向成分 F21,F21 の成分に着目し、

外力作用等の特殊条件下での極端に大きな TCI 値や多くのトンネルでは TCI 値が小さいことを明らか

にし、既設トンネルの代表的なひび割れを示す指標として TCI(50)値を設定した。従来は、単純な算術

平均値を TCI の代表値として取り扱っていたが、平均値は極端に大きな TCI 値を示すトンネルの影響

を受けることが予想される。したがって代表値としての扱いはせずに、新しい考え方として TCI(50)値

という概念を用いて分析を試みた。 

従来のひび割れ判定評価では、各成分の和である F0 の不変量を用いていたが、この値ではひび割れ

の方向成分が分からないため、コンクリート片剥落の誘因となるひび割れの交差を評価できなかった。

高速道路では、小さなコンクリート片はく落が車両事故を引き起こす可能性があることから、本研究

では TCI の方向成分に着目して、ひび割れの交差を抽出する評価手法を提案する。また、TCI の成分

毎に閾値を設定することで、緩み土圧や地すべり荷重等の特殊条件で発生する頻度がひび割れ状況、

【従来の点検手法】           【提案する点検手法】 

  
赤字：従来点検からの変更内容

図 6.2.4 従来点検手法と提案する点検手法との運用フロー比較 
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つまりトンネル軸方向または周方向のひび割れが卓越する状況を簡単に把握できる。さらには、従来

手法では判定に用いていない、内因のみでは発生しないと判断されるせん断方向のひび割れ成分 F12・

F21を指標とすることで、コンクリート収縮以外の原因でひび割れが生じている覆工を確実に抽出でき

る。以下に提案する点検手法の手順を述べる。 

① トンネル覆工撮影車により取得したトンネル覆工画像から、ひび割れ等変状情報を展開図にトレ

ースしひび割れ展開図を作成することで、覆工 1 スパンごとに TCI 値（F11、F22、F12・F21）を算定

する。 

従来の点検手法では、上述したように TCI 等から外力評価点およびはく落評価点を算定していた

が、提案する手法では覆工１スパンごとに TCI の縦断方向成分 F11、横断方向成分 F22 およびせん

断方向成分 F12・F21を算定することで、定量的なひび割れ分布の把握が可能となる。 

② トンネル覆工１スパンごとに算定した TCI の F11、F22をそれぞれ TCI(50)値と比較し、F12・F21にお

いては、トンネル覆工への発生の有無を確認する。 

従来の点検手法では、外力の変状が疑われる外力評価点 60 点以上およびはく落事象が疑われるは

く落評価点 36 点以上となる覆工スパンを抽出することとしていたが、評価点対象のひび割れには

コンクリート収縮による安全性が確保されたひび割れも含まれる。そこで、コンクリート収縮によ

り発生する可能性が高いひび割れ形態である TCI の F11、F22 の TCI(50)値を閾値として採用するこ

とで、コンクリート収縮以外で発生したひび割れを抽出する手法とした。また、TCI の F12・F21の

ひび割れについては、コンクリート収縮以外の要因で発生するため、トンネル覆工への発生の有無

を確認することで特殊条件によるトンネル覆工スパンの抽出も判定に加えた。 

③ F11、F22のうち、どちらかが TCI(50)値を超えるまたは、F12・F21が存在する覆工スパンの場合、現

地にて覆工全面の近接目視かつ打音、触診を実施し、ひび割れ状況を把握する。F11、F22がそれぞ

れ TCI(50)値未満かつ、F12・F21が存在しない(0.5×10-5未満)の覆工スパンについては、現地点検を

省略する。 

従来の点検手法では、各評価点の閾値は近接目視と併せて重点的に打音点検をトンネル覆工全面

に実施する覆工スパンの抽出に活用している。これでは、トンネル覆工の近接目視を基本として

いる点検手法において現地点検の効率化には至っていない。これに対し提案する点検手法は、TCI

値（F11、F22、F12・F21）の閾値を現地点検の実施判断に活用するもので、これにより現地点検を実

施するトンネル覆工スパンを限定することで現地点検の選択と集中が可能となる。このトンネル

覆工に対する近接目視かつ打音点検を省略することによって、詳細点検の効率化に資する。また、

従来の点検手法にあるはく落事象が疑われるトンネル覆工スパンの抽出（はく落評価点 36 点以

上）に対しては、はく落評価点の加点が大きかった亀甲状ひび割れ箇所や閉合ひび割れ箇所を、

以下の特記事項に加えることで近接目視かつ打音点検を実施する局所的な箇所として対応する。

交差・分岐箇所については、F12・F21 が存在するトンネル覆工に発生する可能性が高いことから、

該当箇所に対しても近接目視かつ打音点検が可能となる。 

以下の特記事項に該当する箇所は、近接目視かつ打音点検を実施する。 
・ひび割れ幅 2 ㎜程度のひび割れが連続して 3ｍ以上ある。 

・ひび割れ幅 3 ㎜程度以上のひび割れがある。 

・打継ぎ目部に三日月型のひび割れがある。 

・添架物（ジェットファン、標識等）のアンカー部およびその周辺に放射状のひび割れがある。 
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・モルタル系の補修材による既対策箇所がある。 

・豆板等があり、浮き・はく離の危険性がある。 

・構造上問題があると判断されるひび割れがある。 

・健全度ランクⅢ-1、Ⅲ-2、Ⅳ、Ⅴに対し、前回点検時から補修・補強が実施されていない。 

・前回点検時のひび割れ展開図と比較して新たに変状が発生した箇所 

・局所的に発生している亀甲状ひび割れや閉合ひび割れ箇所 
 

④ F11、F22 のうち、どちらかが

TCI(50)値を超える、または

F12・F21が存在する(0.5×10-5以

上)覆工スパンの場合、現地点

検を実施したうえで、図 6.2.2

にある覆工の利用者の安全性

に対する判定である表 6.2.3

のはく落の判定および表

6.2.4 の漏水の判定を行う。覆

工の機能面に対しては、覆工

スパン毎で健全度評価を実施

する。 

健全度評価にあたっては、表

6.2.10 にある評価の標準を目

安に健全度ランクを「Ⅲ-１」以

上の評価とする。これは、健全度評価の定義にある「Ⅲ-１」を対策の実施検討の閾値としているこ

とから、コンクリート収縮以外によるひび割れと判断されたトンネル覆工に対しては、措置が必要

と判断するものである。 

一方で、F11、F22がそれぞれ TCI(50)値未満かつ、F12・F21が零の覆工スパンの場合、トンネル覆工

画像から作成するひび割れ展開図の情報により、図 6.2.2 にある覆工の利用者の安全性に対する判

定にある表 6.2.3のはく落の判定および表 6.2.4の漏水の判定を行う。 

なお、TCI(50)値未満かつ、F12・F21が零の覆工スパンの場合、健全度評価については、ひび割れが

発生していないトンネル覆工は健全度ランク「Ⅰ」を、それ以外は健全度ランクを「Ⅱ」とする。 

F12・F21 が存在する覆工スパンでは、モルタル分だけの材料分離領域や特に矢板工法においては、

覆工厚の不足もしくは背面が空洞となっていることが想定されるため、詳細な調査を実施したうえ

で、健全度評価を行う。また、過年度の詳細点検よりひび割れの進展が確認され、TCI(50)値を超過

している覆工スパンについては、コンクリート収縮以外の原因が想定されることから F11、F22成分の

分布状況を把握したうえで、走行型レーザー計測により内空断面測定等の詳細調査を実施し、健全

度評価を行う。 

2）トンネル覆工点検手法に関する閾値の設定 

提案した点検手法における現地点検方法のスクリーニングや健全度ランクの目安に採用した TCI 値

の各閾値の設定について以下に述べる。 

 

表 6.2.10 健全度ランクとその定義および評価の標準 

健全度

ランク
定 義 評価の標準 

Ⅴ 
変状が極めて著しく、直ちに

何らかの対策を行う必要があ

るもの 
・変状の進行が極めて著しくみられる 

Ⅳ 
変状が著しく、早急に何らか

の対策検討を行う必要がある

もの 

・放射状ひび割れが見られる 
・圧ざが見られる 
・5 ㎜以上の段差、ずれのあるひび割

れが見られる 

Ⅲ－２

変状があり、速やかに何らか

の対策検討を行う必要がある

もの 

・健全度ランクⅢ－１の状況から進行

しているようにみられる 

Ⅲ－１

変状があり、適切な時期に何

らかの対策検討を行う必要が

あるもの 

・F11および F22が TCI(50)値以上である

が、進行性が緩やかなもの 
・F12・F21が存在する(0.5×10-5以上)もの

Ⅱ 
変状があるが、現状は継続的

に監視を行う必要があるもの 

・F11および F22が

TCI(50)値未満 
・F12・F21が存在しない

(0.5×10-5 未満) 

・継続的に

監視を行う

程度のもの 

Ⅰ 変状がない ・変状がない 
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① 縦断成分 F11、横断成分 F22の TCI(50)値 

縦断成分 F11、横断成分 F22 の TCI(50)

値は、第 3 章での既往の点検記録から図

6.2.5に示すように 0.5×10-5毎の TCI 値

の度数を算定し、その度数を累積した曲

線の合計がデータ総数の 50％となった

値で、矢板工法（上半先進）、矢板工法

（側壁導坑）、NATM の建設工法ごとに

算出している。第 3 章の既往の点検記録

の分析によれば、NATM で施工されたト

ンネル覆工では、TCI値が 0.5×10-5未満、

つまり、ひび割れがほとんど発生してい

ないトンネル覆工が全体の約 30%存在

している。一方で、表 6.2.11に示すよう

に極端に大きなTCI値を示したトンネル

覆工も少数だが存在している。このため、算術平均では極端に大きな TCI 値を含むことから、すべて

の覆工に共通して発生する可能性がある一般的なひび割れを表現することが困難である。そこで、一

般的なトンネルのひび割れ発生状況の特徴は、特殊事例の影響を受け難い中央値である TCI(50)値で検

討することが望ましいと考えた。また、第 5 章の収縮ひずみに起因するひび割れ発生、進展解析結果

によると、設計覆工厚を有している標準的な覆工でもコンクリートの収縮により、ひび割れが発生す

る可能性がある。ただし、コンクリートの収縮により生じるひび割れは、天端付近のトンネル縦断方向

とトンネル横断方向であり、コンクリート片のはく落を引き起こすような閉合ひび割れは生じない。

さらに、第 3 章の点検記録の分析や第 5 章の解析からひび割れ幅は 0.5mm を超えないこと、収縮によ

るひび割れについては、5～6 年程度で収束することがわかった。第 3 章で算出した点検記録の TCI(50)

値は、土圧の増加等の特殊事例の影響を受け難く、第 5 章での収縮ひずみに起因するひび割れ発生、

進展解析結果の建設工法ごとの TCI 値とも近い値を示しており、F22/F11 の比率についても、TCI(50)値

と解析結果との差が 0.1 以下であり、解析結果で各工法の代表的なひび割れ発生パターンを再現して

いるものと考えられる。このことから TCI(50)値は、トンネルに発生しているひび割れのうち、コンク

表 6.2.11 各 TCI 値の最大、最小値、算術平均、TCI(50)値 

単位：×10-5   

 最大値 最小値 算術平均 TCI(50)値

NATM F11 77.22 0.0 3.24 1.79

F22 9.55 0.0 1.73 0.59

F12 9.55 0.0 0.2 0.09

上半 

先進 

F11 45.81 0.0 6.00 4.86

F22 36.43 0.0 4.49 3.44

F12 8.52 0.0 0.44 0.28

側壁 

導坑 

F11 33.18 0.0 6.87 6.69

F22 23.30 0.0 2.95 2.29

F12 2.82 0.0 0.38 0.25

   

図 6.2.5 各工法の TCI 値の累積曲線（左図：Ｆ11、Ｆ22 右図：Ｆ12(Ｆ21)） 

TCI (50) 

0.5 
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リートの収縮ひずみの影響を強く受けていると判断でき、収縮に起因する一般的なひび割れ分布の閾

値として設定することとした。すなわち TCI(50)値を超えるスパンについては、収縮ひずみ以外の要因

でひび割れが発生していることが考えられることから、なにかしらの措置を行う必要があると判断し

たものである。 

② F12・F21の有無 

TCI のせん断成分である F12・F21の有無については、せん断成分の TCI 値が小さいことから 0.1×10-

5毎の度数分布を作成した。第 3 章での既往の点検記録から図 6.2.5および表 6.2.11に示すように 0.5

×10-5未満、つまり、ひび割れがほとんど発生していないトンネルが矢板工法（上半先進）、（側壁導

坑）で約 70％、NATM においては約 90％存在している。平均値でも 0.5×10-5未満と小さいことから、

せん断成分が卓越するトンネルは特殊条件下にあることが想定される。特に、最もトンネルスパン数

が大きい NATM については、図 6.2.5に示すように約半数に全くせん断成分のひび割れが発生してい

ない。 

また、第 3 章では、巻厚不足や背面空洞とひび割れパターンの関係について既往の点検および調査

結果から検討を実施しており、背面空洞によってひび割れ量の傾向の違いはみられないが、今回対象

の全スパンに比べ、背面空洞がみられる箇所は F12・F21が大きい傾向がある。したがって、背面空洞の

有無によってひび割れ量に大きな傾向はみられないが、背面空洞がみられる箇所では斜めひび割れの

発生が多くなる傾向があると考えられる。第 5 章では、打設方法による粗骨材の材料分離や矢板工法

における背面空洞の発生および不均一な覆工厚の要因がひび割れ形態に与える影響をひび割れ進展、

解析により検討を行った。解析の結果、材料分離が発生した周辺に斜めひび割れが生じており、材料分

離の有無がひび割れの発生に影響を与えている。背面空洞や覆工厚不足が連続で発生している箇所に

ついては、最終的には背面空洞や覆工厚不足領域にトンネル縦断方向のひび割れが複数発生し、その

ひび割れからトンネル横断方向に放射状のひび割れが発生する結果となった。このようにコンクリー

トの収縮以外の要因で発生するひび割れについては、斜めひび割れや放射状のひび割れが発生するこ

とが想定される。 

コンクリートの収縮により生じるひび割れだけでは、コンクリート片のはく落を引き起こすような

閉合ひび割れは生じないが、材料分離や背面空洞および不均一な覆工厚が要因で発生する斜めひび割

れや放射状のひび割れと相まって閉合ひび割れとなることで、コンクリート片のはく落を引き起こす

可能性がある。したがって、TCI のせん断成分である F12・F21が存在する覆工スパンについては、はく

落事象を未然に防止することが重要となることから、近接目視かつ打音点検を実施することとした。

また、F12・F21が存在する覆工スパンで斜めひび割れや放射状のひび割れが発生している箇所について

は、コンクリート収縮以外の材料分離や特に矢板工法においては、覆工の不均一や背面空洞の可能性

が懸念され覆工の機能を十分に発揮できない状態となることから、詳細調査を実施したうえで健全度

評価を行うこととした。 

3）従来点検手法と提案する点検手法における閾値の比較 

従来の点検手法においては、トンネル覆工に存在するひび割れの F11、F22 の和を TCI 値として援用

し、外力評価点、はく落評価点を算定したうえで、近接目視と併せてトンネル覆工全面に対して打音点

検を実施する覆工スパンを抽出している。外力評価点、はく落評価点の算定にあたっては、コンクリー

ト収縮による安全性が確保されたひび割れも含んでいることから、評価点によって抽出する現地点検
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がオーバースペックとなっている可能性が高い。 

一方で、提案する点検手法においては、現地

点検の実施の有無を判断する閾値として、F11、

F22の TCI(50)値および F12・F21の有無（0.5×10-

5）を採用している。これら閾値は、コンクリー

ト収縮により発生する可能性が高いひび割れの

境界として設定している。従来の点検手法と提

案する点検手法において、TCI の F11、F22は現地

点検を実施する閾値として両手法で採用してい

る。 

そこで、本研究では近接目視かつ打音点検を

実施している従来点検手法の点検 B の結果にお

ける評価点が実際の覆工の状況を正しく示して

いるものと判断し、点検 B を実施した評価点と

TCI について比較した。比較にあたっては、提案

する点検手法での閾値 TCI(50)値未満の覆工ス

パン群と各評価点の分布について把握した。比

較対象としたのは、点検 B を実施した NATM で

施工された約 15,000 スパンのデータである。外

力評価点と TCI の各成分との関係を図 6.2.6に

示す。 

 図 6.2.6のとおり、せん断方向成分 F12・F21以

外は TCI 値が増加すると外力評価点が高くなる

傾向を示している。TCI(50)値未満の領域では、

重点点検スパンとなる外力評価点 60 点以上と

なったものはなかった。そのなかで、TCI(50)値未満で外力評価点が 40 点以上となっているスパンは 5

スパンあり、外力評価点が高くなった理由としては、亀甲状等のひび割れパターンの配点が加算され

たことによるものであった。外力評価点算定には直接関係しないせん断方向成分 F12・F21と評価点の関

係を見ると、図 6.2.6 のとおり F12・F21が小さいにも関わらず、ひび割れパターンの加点があることか

ら、せん断ひび割れが非常に短いが交差していることで加点され評価点が高くなっていることが判断

できる。 

 一方で、はく落評価点と TCI の各成分との関係を図 6.2.7に示す。はく落評価点では、表 6.2.7 に

あるようにひび割れパターンの比重が大きくなるため、TCI(50)値未満でも重点点検スパン判定の閾値

36 点以上のトンネルが 20 スパン程度生じている。 

 従来の点検手法である、重点的に打音点検を実施するスパンの判定に採用している外力評価点およ

びはく落評価点については、ひび割れの情報に加えて局部的な変状である亀甲状等のひび割れパター

ン、エフロレッセンスおよび漏水の配点を覆工スパン全体の評価とすることで安全側に重点点検スパ

ンの判定を実施していたことが示唆される。そのため、今回提案する現地点検が必要な覆工スパンに

 

図 6.2.6 外力評価点とＴＣＩ各成分との関係 

TCI(50)値 

TCI(50)値 

外力評価点（点検Ｂ） 

Ｆ11成分 

外力評価点（点検Ｂ） 

Ｆ22成分 

外力評価点（点検Ｂ） 

Ｆ12（Ｆ21）成分 

60 点 

60 点 

0.5×10-5
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ついては、F11、F22のひび割れ情報による判定とし、そのなかでもひび割れ発生要因としてコンクリー

ト収縮以外の影響が懸念される TCI(50)値以上の覆工スパンを対象とすることとする。 

 ただし、はく落事象が懸念される亀甲状、閉合型のひび割れパターンの局所的な変状部の現地点検

においては、特記事項により対応することとする。さらに、図 6.2.6に示すせん断方向成分 F12・F21と

評価点の関係から、せん断ひび割れが非常に短いが交差・分岐していることで評価点が高くなってい

ることが判断できるため、F12・F21が 0.5×10-5以上の覆工スパンについても現地点検が必要な覆工スパ

ンとして選定することとする。 

 また、外力評価点においては覆工健全度評価の目安としていたが、上述するとおり外力評価点の中

には、ひび割れ情報以外の判定が含まれていることから、外因によるトンネル覆工への影響度として

の健全度評価となっていない。さらには、施工や材料に起因して発生する亀甲状、閉合型の局所的なひ

び割れパターンの配点により、覆工全体に発生しているひび割れに対しての健全度ランクの区分に齟

齬が生じる結果となっている。このような外力評価点による健全度評価の課題に対して、本提案では

外因によるトンネル覆工への影響度である健全度ランクの区分として、トンネル覆工に発生している

ひび割れ情報を定量的に算定する TCI の成分を採用することとする。健全度評価の区分は、表 6.2.10

の定義に示すように、対策の必要性の有無が健全度ランク「Ⅲ-１」と「Ⅱ」の境界となっている。そ

のため、コンクリート収縮の影響が支配的なひび割れ形態である TCI(50)値を健全度ランク「Ⅲ-１」

と「Ⅱ」の境界として採用することとする。さらには、コンクリートの収縮以外の要因で発生するひび

割れについては、斜めひび割れや放射状のひび割れが発生することが想定されるため、せん断方向成

分 F12・F21の有無（0.5×10-5）について対策の検討を実施する必要があることから、健全度ランク「Ⅲ

-１」と「Ⅱ」の境界区分として併記することとする。 

 

（4）提案における効果 

 提案した点検手法は、トンネル覆工スパン単位に算定する TCI の F11、F22 の TCI(50)値および F12・

F21 の有無（0.5×10-5）を閾値とした現地点検手法の合理的かつ効率化を目的として提案を行った。現

在、NEXCO は、現地点検において近接目視かつ打音点検をすべてのトンネル覆工に対して実施してい

る。そのため、現地点検での多大な労力および時間を要すことはもちろんのこと、点検に伴う交通規制

回数も増加することで、一般走行車に対して快適な道路空間の提供ができていない結果となっている。

これに対して、提案する点検手法は、トンネル覆工に対して、覆工画像撮影からひび割れ展開図を作成

    

図 6.2.7 はく落評価点とＴＣＩ各成分との関係 

Ｆ11成分 Ｆ22成分 

はく落評価点(点検Ｂ) はく落評価点(点検Ｂ) 

TCI(50)値 TCI(50)値 

36 点 
36 点 
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し、現地点検が必要な覆工スパンを判定することで現場点検のスクリーニングを実施する方法である。

これにより従来、すべてのトンネル覆工に対して実施していた近接目視かつ打音点検を限定すること

で、現地点検に要する労力および時間の省力化が可能となる。単純計算でいうと、第 3 章での既往の

点検記録からひび割れ特性の分析に用いたトンネル覆工 37,037 スパンのうち、半分の 18,518 スパンが

近接目視かつ打音点検を実施しない算段となる。また、TCI の各成分によって現地点検の有無を区分す

ることで、近接目視かつ打音点検を実施しないスパンにあるひび割れについては、コンクリート収縮

に起因したひび割れの可能性が高いことから、ひび割れへの対応についてエンジニアリングジャッジ

の必要性がなくなり、ひび割れへの対応が合理的となることを秘めている。 

 

6.2.3 トンネル覆工の対策工 

（１）トンネル覆工の対策工の提案 

 NEXCO において、トンネル覆工の対策工については、図 6.2.3にある覆工の利用者の安全性に対す

る判定にあるとおり、はく落と漏水の個別損傷に対して補修を行う必要がある。一方で、健全度評価に

ついては、覆工スパン単位で対策工を実施する。これら対策工は、詳細点検、詳細調査の判定および評

価によって対策工を実施することとなる。対策工実施にあたり、前述の詳細点検において、現地点検手

法の閾値として設定した縦断成分 F11、横断成分 F22の TCI(50)値およびせん断成分 F12、F21の有無（0.5

×10-5）を活用した、トンネル覆工における対策工フローを図 6.2.8に提案する。 

 収縮ひずみに起因するひび割れは、第 5 章でのひび割れ発生、進展解析結果から覆工施工から 5～6

年程度でひび割れが収束すること、また、収縮ひずみに起因するひび割れは、はく落を引き起こすひび

割れ形態とはならないことから、F11、F22 の TCI(50)値未満となるトンネル覆工については、収縮ひず

みの影響によるひび割れであり、対策工の必要性はないとする。なお、斜め方向のひび割れについて

は、内因のみでは発生しないことと、コンクリート収縮による縦横断方向のひび割れと相まって閉合

ひび割れ等のはく落を引き起こす可能性があることから、F12、F21が 0.5×10-5以上のトンネル覆工につ

いては、必ず近接目視、打音点検および詳細調査を義務付けた。さらに斜めひび割れは、粗骨材の偏り

等の材料分離、覆工の不均一や背面空洞の可能性が懸念され、覆工の機能を十分に発揮できない状態

となる可能性が高い。そのため、詳細調査等で覆工厚不足が確認された場合は、覆工スパン全体におい

て設計覆工厚の耐荷力と同等となる覆工補強を実施する必要がある。覆工背面が空洞となっている場

合は、背面空洞注入を行ったうえで覆工補強を行うことが重要である。変状原因の推定にあたっては、

TCI(50)値を超過している覆工スパ

ンや F12、F21が 0.5×10-5以上の斜め

ひび割れが発生しているトンネル

覆工について、第 3 章で外力変状

の変形モード検証を実施した走行

型レーザー計測により、内空断面

測定等の詳細調査を実施し内空変

形モードを把握する。併せて、第 3

章で検証した図 6.2.9 に示す F11、

F22 を用いたひび割れ特性から変状
図 6.2.8 ひび割れ等に対する対策工フロー 
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原因推定を行う。これら変状原因推定の結果より、表 6.2.12 および表 6.2.13 による補修の目的およ

び変状原因に応じた対策工を行う。 

 

 

 

（2）提案における効果 

 トンネル覆工に発生したひび割れについては、従来より補修を実施してきているところであるが、

ひび割れによっては補修が必要ないものも含まれていると想定される。今回、提案したひび割れに対

する対策工については、トンネル覆工に発生しているひび割れ特性を TCI の F11、F22、F12、F21により

分析し、コンクリート収縮の可能性が高いひび割れについては、特段の対策工を実施する必要はない

とする。また、TCI の各成分分布および走行レーザー計測による内空断面の変形モードにより、変状原

因推定を行い対策工につなげていくこととする。コンクリート収縮により発生するひび割れは、はく

落を引き起こすようなひび割れではなく、ひび割れの進展については施工から 5 年程度で収束するこ

表 6.2.12 補修工の目的と工種 2） 

目的 工法等 工種 
はく落対策 はつり落とし ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄ、電動ﾋﾟ

ｯｸﾊﾝﾏｰ、ﾊﾝﾏｰ、たが

ね等 
はく落防止工

法 
繊維ｼｰﾄ接着、ネッ

ト、樋の設置 
漏水対策 導水工法 樋式、溝切り式 

止水工法 ひび割れ注入 

水抜き工法 水抜き孔、水抜きボ

ーリング 
凍結防止 断熱工法 断熱性板材 

加熱工法 電熱ヒーター、ヒー

トパイプ 
覆工コンク

リートの保

護 

ひび割れ注入 NEXCO 設計要領

第二集橋梁保全編

「４章コンクリー

ト構造物」によるも

のとする 

防錆処理 

断面修復 

 

表 6.2.13 主な変状対策工の変状目安 2） 

 

図 6.2.9 TCI(F11、F22)のひび割れ分布からの変状原因推定 
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とを確認できたことから、対策工の選択と集中が可能となる。また、変状原因について定量的に判断す

ることで、エンジニアリングジャッジが必要なく統一的な変状原因の推定が可能となる。 

 

 

6.3 中流動覆工コンクリートの施工方法の提案 

6.3.1 中流動覆工コンクリートの養生方法 

（1）中流動覆工コンクリートの養生および型枠脱型の提案 

中流動覆工コンクリートの養生方法を規定

するにあたり、養生および脱型時期の違いが覆

工コンクリートの収縮ひずみ等物性値へおよ

ぼす影響を把握するため、第 4 章では表 6.3.1

に示す実際の養生環境をモデル化した室内実

験により覆工コンクリートの収縮ひずみ等物

性値への影響を把握した。 

収縮ひずみの発現については、養生の影響が

見られるが、最終的な収縮ひずみ量について

は、養生の影響は見られず、養生を実施するこ

とで初期の収縮ひずみの発現を低減できるこ

とが判った。また、材齢 28 日の圧縮強度は、型

枠脱型後に封緘養生の 7 日間実施または、型枠脱型を 72 時間後にすることで、型枠脱型直後 28 日間

水中養生した圧縮強度の 90%程度以上の強度を概ね確保でき、かつ表面の緻密性を示す透気係数も概ね

良好な値を示す結果となった。 

第 5 章では、第 4 章で得られた養生、坑内環境や施工方法による覆工コンクリートの物性値の測定

データに基づいて、コンクリートの収縮ひずみ等の長期にわたる変動を数値解析により算定し、物性

値等の経時変化に起因するひび割れ発生、進展解析により、養生方法や型枠脱型時間の違いによるひ

び割れへの影響について把握した。解析の結果、養生方法や型枠脱型時間の違いによるひび割れ発生、

進展に大きな差異はなく、インバートで拘束された側壁部にひび割れが発生することがわかった。天

端部には、ひび割れ幅が 0.05mm 以下のマイクロクラックが軸方向に局部的に生じている。 

第 4 章での室内試験で、養生や脱型時間の違いによる初期の収縮ひずみの発現を低減でき、圧縮強

度についても強度特性に差異があることが確認され、中流動覆工コンクリートのポテンシャルを概ね

確保できる養生方法および脱型時間について把握できた。一方で、ひび割れ発生への影響については、

養生方法や脱型時期の違いによるひび割れの発生形態に差異はなく、ひび割れが発生する結果となっ

た。しかし、はく落事象につながるような閉合ひび割れの発生はなく、ひび割れ幅についても 0.05mm

以下のマイクロクラックが天端部の軸方向に局部的に生じる結果であり、特段補修の必要性はないと

考える。 

養生効果については、主に耐久性の観点から調査研究がおこなわれており、表層の品質向上等によ

る中性化速度等の鉄筋因子の浸透抑制に着目した研究が多い。覆工の大部分は無筋構造物であるため、

鉄筋腐食に関連する中性化速度や透気係数等で長期耐久性を評価することは、困難である。そこで、ト

表 6.3.1 養生環境の一覧 

養生 
養生種別 養生環境 

Ａ 無養生 18 時間脱型後 20℃湿度 60％養生（坑内環境）

Ｂ 
 脱型時期

48 時間脱型後 20℃湿度 60％養生 

Ｃ 72 時間脱型後 20℃湿度 60％養生 

Ｄ  湿度 80％
18 時間脱型後→8 時間後に湿度 80％養生→7日間

で養生終了 

Ｅ  水中養生 18 時間脱型後→直後水中養生（28 日間） 

Ｆ 
 水中養生

(8hr 後) 

18 時間脱型後→8 時間後に養生開始→7 日間で 

養生終了 

Ｇ 
18 時間脱型後→8 時間後に養生開始→28 日間で

養生終了 

Ｈ  封緘養生 18 時間脱型後 封緘養生→7 日間で養生終了 

Ｉ 膜養生 
乾燥収縮低減

剤 

18 時間脱型後塗布→塗布後→

養生終了 
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ンネル覆工からのコンクリート片のはく落防止が第三者事故防止という観点から重要な課題であるこ

とに着目し、養生方法や型枠脱型によりはく落事象となるひび割れの抑制を目的に検討を実施した。 

検討の結果、養生方法や型枠脱型時間の違いに関係なくひび割れは発生するが、はく落事象につな

がるような閉合ひび割れの発生はなかったこと、養生方法や型枠脱型時間の違いにより初期の収縮ひ

ずみや強度特性に差異があることを確認した。 

覆工背面の未充填や材料分離等の施工不具合によって、コンクリートの収縮ひずみに起因するひび

割れの発生・進展が顕著になることが数値解析で明らかになった。そこで、施工不具合の発生を確実に

防止する目的で、充填性や材料分離抵抗性等に着目した中流動覆工コンクリートの施工性を規定した。

施工性を満足するという観点から結合材量が決定されるため、中流動覆工コンクリートでは養生を省

略した場合でも、要求される圧縮強度を満足できる。また、無筋コンクリートのアーチ構造である覆工

は、圧縮強度を満足すれば安定していると考えられる。 

以上のことから、型枠脱型後 28 日の水中養生については、中流動覆工コンクリートのポテンシャル

を引き出すものであるものの、実際の養生として現実的ではなく、要求される性能を勘案すれば過度

な養生であると考えられる。また、覆工の養生については、設備が膨大となるものから簡易な方法まで

多種多様であり、その効果についても様々であることから、ある一定の合理的な基準を設定する必要

がある。そのため、コンクリート標準示方書にある養生日数に準拠し、他のコンクリートと同等の品質

を確保し、はく落事象につながるような閉合ひび割れの発生を抑制する養生方法および脱型時期につ

いて、以下のとおり提案するものである。 

1）養生等に関する施工管理基準としては、 型枠を取り外す時間を 3 日（72 時間）程度とするか、型

枠取り外し後（8 時間程度の養生構築時間含む）から給水、水分逸散防止、封緘および膜養生等で覆

工コンクリート表面を 7 日間湿潤状態に保つ養生を標準とする。 

2）無筋区間の覆工コンクリートにおけるインバート拘束による側壁部横断方向のひび割れが構造上問

題となるものではないが、外力等に起因するひび割れとの明確な判断が難しいことから、工事中の

経過観察と発生要因の把握が重要であることを記載した。有筋区間は、ひび割れ発生に伴い鉄筋等

鋼材の腐食が懸念されることから、適切な措置を講ずる必要があることを記載した。 

 

（2）提案における効果 

 従来まで養生方法や型枠脱型の違いがトンネル覆工に与える影響について明確になっておらず、養

生等への要求性能が曖昧であった。今回、中流動覆工コンクリートを対象とした養生方法や型枠脱型

時期の違いが初期のコンクリート収縮や強度特性に影響を及ぼすことが明確となり、中流動覆工コン

クリートのポテンシャルに近づける養生方法や型枠脱型を規定することで、中流動覆工コンクリート

の品質向上に寄与する。また、養生方法や型枠脱型の違いに関係なくひび割れが発生するが、はく落事

象を引き起こすようなひび割れとはならない。インバート拘束によるひび割れについても構造上問題

となるものではないことを記載した。これにより、ひび割れに対して補修する必要がなく従来まで実

施していたすべてのひび割れへの補修を省略することが可能となる。 
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6.3.2 中流動覆工コンクリートの施工方法 

（1）中流動覆工コンクリートの施工方法の提案 

 第 5 章で記述したように、材料分離や巻厚不足

はひび割れ発生、進展を促進し、かつコンクリー

ト片のはく落の誘因となる斜めひび割れの原因

となることが想定された。したがって、トンネル

覆工の施工では、材料分離を防止し、確実に充填

することが求められる。コンクリートの流動性を

向上した中流動覆工コンクリートは、充填性につ

いては過去の論文等で向上することが明らかに

なっている一方で、締め固め等の施工方法による

影響については未解明であった。そこで、中流動

覆工コンクリートの締固めに着目した施

工方法の検討を行った。中流動覆工コンク

リートの施工にあたっては、型枠バイブレ

ータを標準としており、中流動覆工コンク

リートが最も密実となる締固め振動エネ

ルギーを最適振動エネルギー（3.7J/L）とし

て規定している（図 6.3.1参照）。しかし、

図 6.3.2 に示すとおり型枠バイブレータの配置上、型枠バイブレータ直近では複数回振動させること

により過剰な締固めとなることが想定される。そのため、第 4 章で大型試験体を用いた過剰な締固め

による影響を把握した。振動エネルギーの設定については、中流動覆工コンクリートの締固め時に想

定される振動エネルギー程度では、コンクリートの収縮ひずみ差によるひび割れの発生には影響を与

えない結果であったことから、今回確認した最適な振動エネルギーの 30 倍程度の振動エネルギーを上

限として、中流動覆工コンクリートで採用している型枠バイブレータの配置を検討した。大型試験体

を用いた実験結果では、最適な振動エネルギーより 30 倍程度の振動エネルギーを加えても、顕著な粗

骨材の沈降が発生しなかった。今回の実験範囲では、粗骨材変動率は±20%程度であった。ただし、粗

骨材の変動についてはコンクリートの流動による影響が含まれている可能性がある。 

第 5 章では、中流動覆工コンクリートの施工方法によっては、材料分離によるひび割れへの影響が

懸念されたため、施工方法によるひび割れへの影響をひび割れ発生、進展解析により確認した。ひび割

れ発生、進展解析の結果において、粗骨材変動率を-50%と設定した解析結果では、材料分離領域に

0.06mm 程度のひび割れが複数発生しており、材料分離による収縮ひずみの増加により、引張応力の伝

達がない完全に開口したひび割れが新たに形成される。粗骨材変動率が-50%に達しない場合には、完

全に開口したひび割れの発生はない。粗骨材がまったくない状態を想定した粗骨材変動率-100%では、

材料分離領域で多くのひび割れが発生しており、ひび割れ幅は最大で 0.16mm を越えており、材料分離

がひび割れを引起す要因となっていることが明らかになった。 

第 4 章での大型試験体を用いた試験により、型枠バイブレータを用いた過剰な締固めの影響により、

材料分離の指標とした粗骨材変動率が最大で 20%程度となり、第 5 章での材料分離によってひび割れ

 

図 6.3.1 最適振動エネルギーのイメージ 3） 

 
図 6.3.2 型枠バイブレータ配置図 
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が発生する解析結果となった粗骨材変動率-50%より、小さい変動となった。これは、今回確認した最

適な振動エネルギーの 30 倍程度の振動エネルギーでは、ひび割れが発生しないことを示唆する。した

がって、中流動覆工コンクリートの施工管理について、以下のとおり提案するものである。 

1）天端部からの吹き上げ打設方法についての説明を示し、注意事項として実験結果から得られた知見

をもとに、最適振動エネルギーの 30 倍以上の振動エネルギーを与えても有害なひび割れを引起す

材料分離は発生しなかったことから、型枠バイブレータ位置での振動エネルギーを最適エネルギー

の 30 倍程度を上限として良いものとした。ただし、材料分離抵抗性は、コンクリートの粘性に依存

するので、エネルギーの上限値については試験施工等で確認することが望ましい。 

 

（2）提案における効果 

 本論文の研究成果から提案した施工方法を実トンネルで試験施工を実施し、材料分離を発生せずに

中流動覆工コンクリートを型枠内に充填することが可能であることを確認した。特に、覆工コンクリ

ートの型枠長は工程管理上から 10ｍ前後になっていることから、打設直後に生じるコンクリートの流

動による材料分離発生が懸念されたが、試験施工では流動距離が 10ｍ程度でも問題が生じなかった。

これらの研究結果を、「トンネル施工管理要領（平成 27 年 7 月）」の改定に反映した。現在、改定した

施工管理要領は道路会社 3 社で適用されており、中流動覆工コンクリートの施工管理に活用されてい

る。これにより、中流動覆工コンクリートの型枠バイブレータによる締固めの施工管理方法を規定す

ることで、誰でも中流動覆工コンクリートの施工が可能となり、品質の均一化が図れる。 

 

 

6.4 本章のまとめ 

6.4.1 トンネル覆工の維持管理の提案 

 詳細点検において、点検 A および点検 B の二段階からなる現在のトンネル覆工点検手法は、トンネ

ル覆工に発生しているひび割れ、エフロレッセンスおよび湧水の情報から重点的に点検が必要な覆工

スパンを抽出することとしている。しかしながら、トンネル覆工の近接目視を基本としている現在の

点検手法では、重点点検としての抽出が合理的な点検手法となっていない。また、重点点検としての抽

出に用いている外力評価点、はく落評価点の算定にあたっては、内因による安全性が確保されたひび

割れも含んでいることから、評価点によって抽出する重点点検がオーバースペックとなっている可能

性がある。そこで、本提案はコンクリート収縮により発生する可能性が高いひび割れ形態である TCI

の F11、F22の TCI(50)値を閾値として採用することで、コンクリート収縮以外で発生したひび割れを抽

出する手法とした。また、TCI の F12・F21のひび割れについては、コンクリート収縮以外の要因で発生

するため、トンネル覆工への発生の有無（0.5×10-5）を確認することで特殊条件によるトンネル覆工ス

パンの抽出も判定に加えた。これにより、F11、F22の TCI(50)値未満、F12・F21が 0.5×10-5未満のひび割

れが発生していないトンネル覆工については、コンクリート収縮による要因であることからひび割れ

の進展はなく、はく落の可能性もないため、現地点検を省略できるとした。ただし、従来より評価点の

観察項目にあったひび割れパターン、エフロレッセンス、湧水については、特記事項における重点点検

箇所と併せて、該当箇所を限定して点検することで、従来の内容も網羅できることとしている。これに

より、覆工撮影画像から現地点検を実施するトンネルのスクリーニングが可能となり、覆工画像撮影
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の有効活用が図られ現地点検の省力化に資することとなる。 

トンネル覆工の対策工においては、構造安全性の指標として健全度ランクを覆工スパン単位で評価

している。評価にあたり、対策工の検討実施の判断を行うのに外力評価点を採用している。外力評価点

は、内因および外因によって発生するトンネル覆工に存在するすべてのひび割れを対象に算定してお

り、また、局部的なひび割れパターン、エフロレッセンスおよび湧水による算定も加算することで、外

因によるトンネル覆工への影響度としての健全度評価となっていない。そこで、対策工の検討実施の

判断として縦断成分 F11、横断成分 F22 の TCI(50)値およびせん断成分 F12、F21 の有無（0.5×10-5）を活

用したトンネル覆工における対策工フローを提案した。F11、F22 の TCI(50)値未満のひび割れは、収縮

ひずみに起因するひび割れであり、覆工施工から 5～6 年程度でひび割れが収束すること、また、収縮

ひずみに起因するひび割れは、はく落を引き起こすひび割れ形態とはならないことから対策工の必要

性はないとした。斜め方向のひび割れについては、内因のみでは発生しないことと、コンクリート収縮

による縦横断方向のひび割れと相まって閉合ひび割れ等のはく落を引き起こす可能性があることから、

F12、F21が 0.5×10-5以上で斜め方向ひび割れが存在するトンネル覆工については、対策工の検討を行う

こととした。さらに斜め方向ひび割れは、粗骨材の偏り等の材料分離、覆工の不均一や背面空洞の可能

性が懸念され、覆工の機能を十分に発揮できない状態となる可能性が高いため、詳細調査等により状

況を把握したうえで対策工検討を実施することとした。コンクリート収縮により発生するひび割れへ

の対策工を省略できることで、対策工の選択と集中が可能となる。また、変状原因について定量的に判

断することで、エンジニアリングジャッジが必要なく統一的な変状原因の推定が可能となる。 

 

6.4.2 中流動覆工コンクリートの施工方法の提案 

養生および脱型時期の違いによる収縮ひずみの発現については、養生の影響が見られるが、最終的

な収縮ひずみ量については、養生の影響は見られず、養生を実施することで初期の収縮ひずみの発現

を低減できることが判った。また、材齢 28 日の圧縮強度は、脱型後の封緘養生の 7 日間実施および脱

型時間の 72 時間存置で、28 日間水中養生した圧縮強度の 90%程度以上の強度を概ね確保でき、かつ表

面の緻密性を示す透気係数も概ね良好な値を示す結果となった。一方で、ひび割れ発生への影響につ

いては、養生方法や脱型時期の違いによるひび割れの発生形態に差異はなく、ひび割れが発生する結

果となった。このことから、養生方法や型枠脱型時間の違いに関係なくひび割れは発生するが、はく落

事象につながるような閉合ひび割れの発生はなかったこと、養生方法や型枠脱型時間の違いにより初

期の収縮ひずみや強度特性に差異があることを確認した。 

中流動覆工コンクリートの配合については、充填性や材料分離抵抗性等の施工性によって決定され

ており、結合材量が通常のコンクリートと比べて多く、必要とされる強度を達成することは容易であ

る。また、中流動覆工コンクリートに対する型枠脱型後 28 日の水中養生については、養生として現実

的ではなく、必要強度を鑑みても過度な養生であり、そこに品質を近づけることは、オーバースペック

な品質管理である。覆工の養生については、設備が膨大となるものから簡易な方法まで多種多様であ

り、その効果についても様々であることからある一定の合理的な基準を設定する必要がある。そのた

め、コンクリート標準示方書にある養生日数に準拠し、他のコンクリートと同等の品質を確保し、はく

落事象につながるような閉合ひび割れの発生を抑制する養生方法および脱型時期について、以下のと

おり提案するものである。 
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1）養生等に関する施工管理基準としては、 型枠を取り外す時間を 3 日（72 時間）程度とするか、型

枠取り外し後（8 時間程度の養生構築時間含む）から給水、水分逸散防止、封緘および膜養生等で覆

工コンクリート表面を 7 日間湿潤状態に保つ養生を標準とする。 

2）無筋区間の覆工コンクリートにおけるインバート拘束による側壁部横断方向のひび割れが構造上問

題となるものではないが、外力等に起因するひび割れとの明確な判断が難しいことから、工事中の

経過観察と発生要因の把握が重要であることを記載した。有筋区間は、ひび割れ発生に伴い鉄筋等

鋼材の腐食が懸念されることから、適切な措置を講ずる必要があることを記載した。中流動覆工コ

ンクリートのポテンシャルに近づける養生方法や型枠脱型を規定することで、中流動覆工コンクリ

ートの品質向上に寄与する。 

 中流動覆工コンクリートの締め固めに着目した施工方法の検討では、中流動覆工コンクリートの締

固め時に想定される振動エネルギー程度では、コンクリートの収縮ひずみ差によるひび割れの発生に

は影響を与えない結果であったことから、今回確認した最適な振動エネルギーの 30 倍程度の振動エネ

ルギーを上限として、中流動覆工コンクリートで採用している型枠バイブレータの配置を検討するこ

とを提案した。中流動覆工コンクリートの型枠バイブレータによる締固めの施工管理方法を規定する

ことで、誰でも中流動覆工コンクリートの施工が可能となり、品質の均一化が図れる。 
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NEXCO 設計要領第三集 （1）トンネル本体工建設編 

 

参考 6.1 設計要領第三集 （1）トンネル本体工建設編 記載内容（1） 
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NEXCO 設計要領第三集 （1）トンネル本体工建設編 

 

参考 6.2 設計要領第三集 （1）トンネル本体工建設編 記載内容（2） 

4－10－6 覆工コンクリートの設計・施工についての留意事項 

(1) 型枠の取り外し時期について 

型枠の取り外しの時期は，打ち込んだコンクリートが自重などに耐えられる強度に達した後でなければならな

い。自重などに耐えられる強度の目安としては，２車線の円形アーチのトンネルでは，コンクリートの圧縮強度

が 2～3N/mm2程度※1である。この強度を得るまでの材齢は養生環境の影響を受けることから，トンネル貫通後や

冬期の練り混ぜ温度が低い場合などでは，型枠の取り外しの時期や養生方法について検討する必要がある。 

※1土木学会：コンクリートライブラリー102，トンネルコンクリート施工指針（案），p41,2000 

 

(2) 型枠を取り外した後の養生について 

従来，覆工コンクリートの施工環境は，坑内温度が安定し湿度が高い状態に保たれていたことから，一般的に

は付加的な養生は行われていなかった。しかし，近年，坑内作業環境の改善のための換気設備の充実により，坑

内風速が向上することにより坑内湿度が低下し，覆工表面の乾燥収縮ひび割れの発生が懸念されている。そのた

め，型枠を取り外した後の養生は，品質向上の取り組みとして，各種養生方法が現場にて適用されているが，中

流動覆工コンクリートに対しての効果検証が十分に行われていなかった。そこで，養生効果の検証として，各種

養生の効果を評価するため，室内試験により，養生条件が圧縮強度，透気係数，水分拡散係数及び超音波伝搬速

度などのコンクリート品質に与える影響を確認し，中流動覆工コンクリートの品質向上を目的として，型枠を取

り外した後の養生について以下を標準とすることとした。 

中流動覆工コンクリートの養生方法は，給水，水分逸散防止，封緘及び膜養生等で覆工コンクリート表面を湿

潤状態に保持する方法を標準とし，養生開始にあたっては，型枠を取り外した後速やかに行うものとする。 

また，型枠の取り外し時期を，「（1）型枠の取り外し時期」で設定した時期より延長することで，標準の養

生方法と同等な効果が得られる場合がある。 

ただし，坑口部などの鉄筋区間では，通常のコンクリート構造物と同様に中性化速度や塩化物イオンの侵入が

耐久性に大きな影響を与えることから，適切な養生を実施して耐久性を確保する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 型枠は，打ち込んだコンクリートが必要な強度に達するまで取り外してはならない。 

(2) 型枠を取り外した後は，硬化に必要な温度及び湿度を保ち，有害な外的要因の影響を受けないよう，適切な期

間にわたり養生を行うこととする。 
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NEXCO トンネル施工管理要領 

 

 

参考 6.3 トンネル施工管理要領 記載内容（1） 

5-6  覆工コンクリートの打継目の処理 

  覆工コンクリートの打継目の処理は、ひび割れ抑止のために切欠き構造を設けるものとする。 

 なお、切欠き構造はその形状によりコンクリート端部の欠けや充填性に影響する。図－10「覆工コンクリート打継目

の切欠き構造例」に切欠き構造の例を 

 示す。 

 

 

 

 

 

        (a)三角形形式                     (b)台形形式 

図－10 覆工コンクリート打継目の切欠き構造例 

 

5-7 覆工コンクリート型枠脱型時期 

 覆工コンクリートの型枠については、打設したコンクリートの強度が自重に対し十分安全な強度に達するまで取

り外してはならない。型枠脱型時期の決定に対しては、実際の養生条件と合わせた供試体作成によりコンクリ－ト

の初期強度の発現特性を把握し、骨組解析により脱型可能時期について解析したものと合わせて検討し、十分な安

全を確認の上、脱型時期を設定するものとする注１）。 

注１）表－13 の「若材齢における圧縮強度確認試験」時に、試験体成型から圧縮試験までのコンクリート温度を計測し「圧

縮強度－積算温度」の関係から覆工コンクリートの温度を測定する方法、同様に「圧縮強度－弾性波速度」の関係か

ら覆工コンクリートの弾性波速度を測定する方法、低強度用のテストハンマを用いて反発係数を測定する方法などに

より、脱型時期の管理を検討した事例がある。 

 

5-8 覆工コンクリートの養生 

覆工コンクリートの養生は、給水、水分逸散防止、封緘及び膜養生等で覆工コンクリート表面を７日間湿潤状態に

保持する方法を標準とする。なお、養生開始にあたっては、型枠を取り外した後速やかに行うものとし、型枠の取り

外し後から 8時間以内に実施する。 

型枠脱型時期を３日程度延長する方法も標準と定めた養生方法と同等の効果が確認されている。 

坑口部などの鉄筋区間では、通常のコンクリート構造物と同様に中性化速度や塩化物イオンの侵入が耐久性に大き

な影響を与えることから、適切な養生を実施して耐久性を確保する必要がある。鉄筋区間における適切な養生は、「コ

ンクリート標準示方書 施工編 第８章 養生」に準拠して設定してよい。 

膜養生については、膜養生剤の種類や使用量、施工環境、施工方法等の相違により、乾燥の抑制効果が異なる。こ

のため、使用量や施工方法等を信頼できる資料あるいは試験によって事前に確認しておく必要がある。なお、膜養生

の実施にあたっては、型枠の取り外し後速やかに行うものとし、現場においては事前に確認した使用量や施工方法等

により管理するものとする。 

 膜養生剤の確認方法については、次に示す圧縮強度及び表面透気係数の試験を実施し、それぞれの基準を満足する

材料（膜養生剤の種類、使用量、施工方法）であることを確認する。 

 

 

既設側覆工 新設側覆工

5ｃｍ

5ｃｍ

打継目部詳細

既設側覆工 新設側覆工

3ｃｍ

8ｃｍ

5ｃｍ

打継目部詳細

 膜養生剤の確認方法については、次に示す圧縮強度および表面透気係数の試験を実施し、いずれかの基準を満足する

材料（膜養生剤の種類、使用量、施工方法）であることを確認する。 
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参考 6.4 トンネル施工管理要領 記載内容（2） 
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参考 6.5 トンネル施工管理要領 記載内容（3） 

なお、中流動覆工コンクリートを対象とした型枠の取り外し時期や養生に関する実験についての結果を以下に示す。

 

参 考 

  中流動覆工コンクリートのさらなる品質向上を目的として、型枠の取り外し時期や養生が中流動覆工コンクリー

トの品質におよぼす影響を把握するため、型枠を取り外した直後に水中養生を 28日間実施した条件を、中流動覆工

コンクリートが持つポテンシャルとして、型枠取り外し時期および養生方法の違いが、中流動覆工コンクリートの

品質におよぼす影響について比較、検証のための実験を行った。以下に実験結果を示す。 

  

１．養生条件 

表-4.10.6.1 室内試験の養生条件 

記号 種別 養生内容 

Ａ 無養生 18 時間脱型後 20℃湿度 60％養生（坑内環境） 

Ｂ 
脱型時期 

48 時間脱型後 20℃湿度 60％養生 

Ｃ 72 時間脱型後 20℃湿度 60％養生 

Ｄ 湿度 80％ 18 時間脱型後→8hr 後に湿度 80％養生→7 日間で養生終了 

Ｅ 水中養生 18 時間脱型後→直後水中養生 

Ｆ 水中養生 

(8hr 後) 

18 時間脱型後→8hr 後に養生開始→7日間で養生終了 

Ｇ 18 時間脱型後→8hr 後に養生開始→28 日間で養生終了 

Ｈ 封緘養生 18 時間脱型後 封緘養生→7日間で養生終了 

Ｉ 膜養生 乾燥収縮低減剤 18 時間脱型後塗布→塗布後→養生終了 

       ※養生終了後は、気温 20℃、湿度 60％の環境としている。 

       ※封緘養生とは、シート・フィルムを覆工コンクリート表面に被覆し、水分逸散抑制を行うもの 

  

 ２．実験結果 

①すべての養生ケース（無養生含む）で材齢 28日の設計基準強度（24N／ ）を満足し、養生期間が長くなるの

に伴って強度は増進しており、養生期間 3日（記号 C）、膜養生（記号 I）及び養生期間 7日（記号 F、記号 H）

は、記号Ｅとほぼ同程度の強度となることを確認した。 

②養生設備を構築する時間として、脱型後 8 時間については気温 20℃、湿度 60％の乾燥状態として養生設備構

築時間の影響を確認した結果、養生設備構築後に養生を実施すれば強度増進に影響がないことを確認した。 

③コンクリートの緻密性を評価する指標として表面の透気係数を測定した結果、18 時間で脱型した場合には養

生期間（脱型からの期間）を 7日とすることで、透気係数が Torrent 法によるグレーディングで示されている

1.0×10-16m2以下の「標準」1）に分類され、コンクリートの緻密性を確保できることを確認した。 

④脱型時間を 3日（記号 C）まで延長することで、透気係数が 1.0×10-16m2以下の「標準」1）に分類され、コンク

リートの緻密性を確保できることを確認した。 

⑤膜養生（記号 I）の乾燥収縮低減剤を塗布することで、透気係数が 1.0×10-16m2以下の「標準」1）に分類され、

コンクリートの緻密性を確保できることを確認した。 

  

参考文献 

1）土木学会：構造物表面のコンクリート品質と耐久性能検証システム研究小委員会（335 委員会）成果報告書およ

びシンポジウム講演概要集 
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参考 6.6 トンネル施工管理要領 記載内容（4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）トンネル軸方向は型枠を構成するパネルと補強材を考慮して 1.5～3.0ｍ程度の間隔で設置することが望ましい 

注２）トンネル周方向はトンネル形状、検査窓、支保材の位置を考慮して 1.5～2.5ｍ程度の間隔で設置することが望ましい

図－8 施工計画の検討フロー 

 

2）中流動覆工コンクリートでは、フレッシュの品質変化がワーカビリティーに与える影響が通常のコンクリートよ

り大きくなる場合があるため、圧送開始から 30 分以内に打設を完了することを基本とする。また、適切な配管、

コンクリートの吐出量、ポンプ圧力等の設定に関して、施工計画、特に機材の配置計画等について十分な検討を行

い、実打設において確認するものとする。 

3）側壁～肩部では、コンクリートの圧送は型枠構造の安定を考慮してバランスを保つために横断方向で左右交互に

打込むことが一般的であるが、中流動覆工コンクリートを用いた施工方法では、さらに、天端の吹上げ打設を除き

左右各々の側壁～肩部毎に縦断方向の型枠中央で吐出口を設けて打込むことにより、コンクリートの流れる距離を

短くし振動締固め時間を短くすることを基本とする。 

4）中流動覆工コンクリートの特性を最大限引き出すためには、自己充填性能を補助する程度、すなわち、振動を与

えることなく流し込んだコンクリートの動きが止まった後、コンクリートの打込み対象上面全体が水平になる程度

の振動を与えることを基本とする。 
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参考 6.7 トンネル施工管理要領 記載内容（5） 

177



NEXCO トンネル施工管理要領 

 

 

参考 6.8 トンネル施工管理要領 記載内容（6） 
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第 7 章 まとめ 

 

7.1 トンネル覆工の維持管理 

7.1.1 トンネル覆工の維持管理 

平成 24 年 12 月 2 日に発生した中央自動車道笹子トンネル天井板崩落事故を契機として、国土交通

省は本年を「社会資本メンテナンス元年」と位置付け、社会資本の維持管理、更新への取組みを積極的

に進めていく姿勢を示した。これを受けて、道路トンネルにおいては、平成 25 年 6 月に道路法が改訂

され、これにともなう道路法施行令および道路法施行規則により、近接目視により、5 年に 1 回の頻度

を基本とした定期点検を実施することとなった。NEXCO は、平成 28 年 3 月現在、1,808 本、総延長

1,705 ㎞のトンネルを管理しており、詳細点検として 5 年に 1 回の頻度で近接目視かつ打音により定期

点検を実施することとしている。本論文は、詳細点検が近接目視となったことで多大な労力と時間を

要している実態を鑑み、トンネル覆工の維持管理について提案したものである。 

 

以下に各章より得られた結論を総括する。 

第 1 章では、NEXCO の高速道路トンネルの維持管理において、トンネル覆工全面の近接目視を実施

している詳細点検の背景やトンネル覆工に対する詳細点検手法の解説および点検における課題につい

て整理した。 

トンネル覆工の詳細点検を含めた課題に対して、本研究の目的および課題解決に向けた本研究の方

法論について述べたうえで、本論文の構成について記載した。 

 

 第 2 章では、覆工コンクリートに発生するひび割れのうち、施工に起因して発生するひび割れ状況

を把握するため、建設工法（矢板工法、NATM）の覆工コンクリート施工について整理し、ひび割れ発

生の影響が懸念される施工上の不具合を抽出した。 

 さらに材料や施工に起因した損傷原因について抽出するため、文献調査を実施した。この結果、以下

の結論を得ることができた。 

（1）矢板工法の施工不良に起因する変状としては、コールドジョイントや打継ぎ処理に起因する変状

があり、一般的に打ち重ね部のスパン方向や構造変化点／目地部に分布するジャンカや欠けになりや

すい。また、型枠の不具合、早期脱枠、巻厚不足やおよび面空洞に起因する変状は、部分的な沈下ひび

割れや天端の縦断方向のクラックになりやすい。 

（2）NATM の変状としては、材料に起因している事例が多く、換気量の増加による坑内湿度の低下や

骨材の悪化によるセメント等の粉体量の増大に伴い、コンクリートの絶対的な収縮量が大きくなって

いることが要因として考えられる。高炉セメントの使用例が増えていることも一因となっている可能

性が考えられる。また材料に起因する変状事例のうち、乾燥収縮、温度収縮のどちらについてもインバ

ート拘束によるものが多く、一般的に、インバート境界部から肩下部にかけて、断面横断方向にクラッ

クが入る場合が多い。 

 

 第 3 章では、既往の点検記録や調査結果を分析し、建設工法によるひび割れの特徴や施工上の不具

合とひび割れの関係について検討を行った。また、外因によってひび割れが発生しているトンネルを
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走行型レーザー計測により内空断面を測定し、ひび割れ状況との関係を把握した。この結果、以下の結

論を得ることができた。 

（1）点検記録から得られた TCI 値には、極端に大きな値を示すものがある一方、ほとんどひび割れが

発生していない場合には、TCI 値が零となることから、一般的なトンネルのひび割れ発生状況の代表値

として、本論文ではトンネルのひび割れ状況を示す指標として TCI 値の累積曲線で 50%となる値を

TCI(50)値と定義し、採用した。 

（2）矢板工法、NATM ともに TCI(50)値の F11が F22より大きいため、ひび割れはトンネル縦断方向が

卓越している。 

（3）TCI(50)値の F11 と F22 との相関に着目すると、上半先進では、縦断方向に対する横断方向のひび

割れ発生率は約 6 割で、側壁導坑と NATM では約 3 割となっている。斜め方向のひび割れを示す F12、

F21の値は F11の 1/10 以下が多く、覆工のひび割れは縦断・横断方向が卓越していると判断できる。 

（4）既設覆工から採取したコア調査結果より、NATM で施工されたトンネルでは、覆工厚不足と材料

分離の発生頻度は非常に小さいことが判明した。一方、矢板工法で施工されたトンネルについては、覆

工厚不足の発生が顕著であり、材料分離に起因すると推定できる粗骨材の含有量が非常に少ない層は

局部的に生じていることが判明した。 

（5）矢板工法における覆工巻厚、覆工背面空洞の状況を調査したトンネルにおいて、背面空洞の有無

によってひび割れ量に大きな傾向はみられないが、背面空洞がみられる箇所では斜めひび割れの発生

が多くなる傾向があると考えられる。 

（6）外力性変状の可能性があるトンネルについて、走行型レーザー計測により断面形状計測を実施し、

断面変形とひび割れ状況に相関があることが確認できた。 

 

 第 4 章では、覆工コンクリートのひび割れの原因として考えられている養生、坑内環境や施工方法

が覆工コンクリートの物性値へおよぼす影響を把握するため、実際のトンネルで坑内環境を測定し、

併せてコンクリートの収縮ひずみ等物性値の短期的な挙動を把握した。この結果、以下の結論を得る

ことができた。 

（1）坑内環境測定において、延長 200m 程度の貫通後のトンネルの坑内環境は、通風によってある程

度一様になると考えられ、坑口からの距離による差異は小さいことが判った。一方、貫通前のトンネル

の坑内環境は、換気を行っていても通風が小さいために、坑口に近いほどトンネル坑外の環境の影響

が大きく、逆に坑口から遠い位置ではトンネル坑外の影響が小さく、坑口からの距離によって差異が

あることが判った。 

（2）坑内環境の違いによる覆工コンクリートの物性値把握のために作製した標準養生を行った供試体

の材齢 28 日の圧縮強度は、いずれも呼び強度を有する結果であった。しかしながら、材齢 18 時間

で脱型し、その後トンネル坑内に存置して現場養生を行った供試体は、いずれも呼び強度を下回る結

果となった。 

 

 第 5 章では、第 4 章で得られた養生、坑内環境や施工方法による覆工コンクリートの物性値の測定

データに基づいて、コンクリートの収縮ひずみ等の長期にわたる変動を数値解析により算定した。さ

らに、算定した収縮ひずみ等からトンネル覆工に生じるひび割れ状況を建設工法ごとに解析的に求め、
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ひび割れの特徴について整理した。また、変状原因が内因（要因が材料，施工，設計によるもの）によ

って発生するトンネル覆工のひび割れについては、収縮以外の要因として、材料分離や覆工厚の違い

による覆工の不均一の影響も想定されたことから、これらがひび割れに与える影響についても整理し

た。この結果、以下の結論を得ることができた。 

（1）矢板工法（上半先進），矢板工法（側壁導坑）および NATM の覆工コンクリートの施工手順を再

現したひび割れ発生，進展解析では、建設工法に関係なく、トンネル縦断方向のひび割れとそれに直交

するトンネル横断方向のひび割れが発生している。この場合には、コンクリート片を引起すような斜

めひび割れや閉合ひび割れの発生は見られない。 

（2）上半先進工法の場合には、標準的な覆工については、天端部と設計巻き厚が変化するアーチ肩部

にトンネル縦断方向のひび割れが発生する。さらに、トンネル横断方向にもひび割れが発生する。側壁

導坑先進工法の場合は、標準的な覆工については、天端部にトンネル縦断方向のひび割れが複数発生

する。NATM で施工した場合には、標準的な覆工に発生するひび割れの大部分は 0.1mm 程度であり、

0.2mm 以上のひび割れは天端部に生じるトンネル縦断方向のみである。 

（3）ひび割れ発生、進展解析結果の建設工法ごとの TCI 値は、点検記録の TCI(50)値と近い値を示し

ており、F22/F11の比率についても近い値を示している。このことから、トンネルに発生しているひび割

れは、コンクリートの収縮ひずみの影響を強く受けていると判断できる。また、F22/F11の比率について

も、TCI(50)値と解析結果との差が 0.1×10-5以下であり、解析結果で各工法の代表的なひび割れ発生パ

ターンを再現しているものと考えられる。 

（4）材料分離によるひび割れへの影響を把握するため、全く粗骨材が含まれていない材料分離範囲を

設けた覆工モデルのひび割れ発生、進展解析結果は、材料分離が発生した周辺に斜めひび割れが生じ

ており、材料分離の有無がひび割れの発生に影響を与えている。 

（5）覆工厚不足によるひび割れへの影響を把握するため、アーチ肩部分に覆工厚の不足が連続的に発

生した状態を想定したモデルでのひび割れ発生、進展解析結果では、アーチ肩部分に覆工厚の不足が

非対称に生じると、覆工厚の不足が連続している部分にトンネル縦断方向にひび割れが発生し、その

後、複数のひび割れが発生する。最終的には、覆工厚の不足領域にトンネル縦断方向のひび割れが複数

発生し、そのひび割れからトンネル横断方向に放射状のひび割れが生じた。 

 

第 6 章では、第 2 章～第 5 章までの検討結果から、トンネル覆工に対する維持管理に関する新たな

点検手法、補修方針について、以下のとおり提案する。 

（1）新たなトンネル覆工の詳細点検手法の提案として、覆工スパン単位で算定する TCI 値の F11、F22

に対しての TCI(50)値、TCI 値の F12・F21 の有無（0.5×10-5）を閾値として設定する。TCI(50)値以上、

または F12・F21 が 0.5×10-5 以上存在する覆工スパンに対して近接目視かつ打音点検を実施し、閾値等

条件に該当しない覆工スパンについては、現地点検を省略する点検手法を提案する。 

（2）トンネル覆工の健全度評価においては、健全度ランク「Ⅲ－１」が対策検討、「Ⅱ」が継続監視と

して定義していることから、評価の標準に TCI(50)値、TCI 値の F12・F21の有無（0.5×10-5）を閾値とし

て提案する。 

（3）トンネル覆工の対策として、TCI(50)値未満かつ、TCI 値の F12・F21が 0.5×10-5未満で斜め方向ひ

び割れが存在しない覆工スパンにおいては、ひび割れに対する対策は実施しない。 
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7.1.2 トンネル覆工の維持管理の今後の展望 

道路トンネルにおいては、道路法改訂、道路法施行令および道路法施行規則により、5 年に 1 回の頻

度を基本とした近接目視が義務付けられているため、本研究で提案する近接目視を省略する点検手法

の実現には至っていない。点検の効率化のためには、近接目視による評価と同等の評価が行える非破

壊検査技術の確立が課題である。そのうえで、非破壊検査技術だけでは、はく落事象等の潜在リスクの

排除が困難であることから、ひび割れ等の変状原因の推定手法が必要である。本研究において、ひび割

れ等の変状原因の推定手法として、収縮ひずみによる一般的なひび割れ分布を TCI(50)値として整理し

たが、最終的には収縮ひずみも包括した内因によるひび割れ検出として閾値を検討していく必要があ

る。また、外力作用による外因によるひび割れ検出についても検討していく必要があり、そのためには

本研究で採用した走行計測技術の信頼性が必要不可欠である。 

 今後、非破壊検査技術において近接目視と同等の評価検証やトンネル断面変形の精度向上および評

価検証を実施し、非破壊検査技術が融合した新たな点検手法を確立していく必要がある。 

 

 

7.2 中流動覆工コンクリートの施工方法 

7.2.1 中流動覆工コンクリートの施工方法 

NEXCO は、中流動覆工コンクリートと型枠バイブレータを採用することで、材料分離や未充填部の

発生を防止してきた。しかしながら、型枠バイブレータの配置は、セントルのヒンジ部や補強材をかわ

した設置間隔となることから、型枠バイブレータ直近では、過剰な締固め状態となり、局部的な材料分

離の発生が懸念され、ひび割れ発生を引起す恐れがある。 

トンネル坑内については、トンネル施工環境の改善を目的とした換気設備の充実により、坑内が乾

燥状態となることで、脱型直後のコンクリート表面からの水分蒸発により、乾燥収縮の促進や水和反

応の阻害等、コンクリートのひび割れを引起す恐れがある。これらのことから、覆工コンクリートの品

質向上を目的に現場では、給水や水分逸散抑制により覆工表面を湿潤状態に保つ養生方法等の提案が

されている。 

覆工の大部分を占める無筋コンクリート構造物に対しては、鉄筋腐食に関連する中性化速度や透水

係数等で長期耐久性を評価することは必要ない。したがって、覆工の維持管理では、ひび割れ発生、進

展によるコンクリート片のはく落防止が第三者事故防止という観点から重要な課題であるが、養生、

施工条件および坑内環境までを考慮したひび割れ発生、進展を検討した事例が少ない。さらに、養生環

境の効果として実環境下での収縮ひずみの発現速度が不明であり、かつコンクリートの収縮ひずみと

覆工のひび割れ発生、進展との相関が不明である。本研究は、中流動覆工コンクリートの施工方法や養

生方法がひび割れ発生へ与える影響を検討し、中流動覆工コンクリートの品質向上を目的とした施工

方法について提案したものである。ただし、鉄筋コンクリートで構築された覆工については、通常の鉄

筋コンクリート部材と同様に鉄筋腐食に関する検討を実施するものとした。 

 

以下に各章より得られた結論を総括する。 

第 1 章では、NEXCO の高速道路トンネルの建設事業において、覆工コンクリートの施工の現状およ

び覆工コンクリートの施工にあたっての養生や中流動覆工コンクリートの施工に関する課題について
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整理した。 

覆工コンクリート施工の課題に対して、本研究の目的および、課題解決に向けた本研究の方法論に

ついて述べたうえで、本論文の構成について記載した。 

 

 第 4 章では、覆工コンクリートのひび割れの原因として考えられている養生、坑内環境や施工方法

が覆工コンクリートの物性値へおよぼす影響を把握するため、実際の養生環境をモデル化した室内実

験により覆工コンクリートの収縮ひずみ等物性値への影響を把握した。さらに大型試験体を使った打

設実験により、中流動覆工コンクリートの過剰な締固めによる粗骨材の含有率の分布状況について把

握した。この結果、以下の結論を得ることができた。 

（1）実際の養生環境をモデル化した室内実験での収縮ひずみの発現については、養生の影響が見られ

るが、最終的な収縮ひずみ量については、養生の影響は見られない。養生を実施することで初期の収縮

ひずみの発現を低減できることが判った。 

（2）実際の養生環境をモデル化した室内実験での材齢28日の圧縮強度は、一般的には養生期間が長く

なると増加する傾向にあるが、水中養生を7日間実施すれば28日間水中養生を行ったものと同等となっ

た。 

脱型後の膜養生、封緘養生の7日間実施および脱型時間の72時間存置で、28日間水中養生した圧縮強

度の90%程度以上の強度を概ね確保でき、かつ表面の緻密性を示す透気係数も概ね良好な値を示す結

果となった。 

実トンネルで想定される養生設備を構築する時間（脱型後 8 時間）にコンクリートを乾燥状態（室温

20℃、湿度 60%）に放置しても、その後、水分逸散防止あるいは水分供給等の養生を実施すれば品質に

大きな影響を与えないことが判った。 

（3）実際の養生環境をモデル化した室内実験での拡散係数については、水分を供給する養生を 7 日以

上実施することで、コンクリート内部より表面の拡散係数を低減することができ、塩化物イオン等の

腐食因子の浸透を抑制できることが確認された。 

（4）過剰な締固めに伴う材料分離による影響を定量的に把握するための実験では、粗骨材変動率が適

正な配合の粗骨材に対して+20％、+40％となる供試体の収縮ひずみは、適正な配合の収縮ひずみとほ

ぼ同一の結果であった。一方、粗骨材変動率が適正な配合の粗骨材に対して‐20％から‐100％になる

に従って、最終収縮ひずみは増加しており、最終収縮ひずみの増加率は粗骨材変動率と負の相関があ

る。粗骨材がまったく配合されない粗骨材変動率‐100%では、適正な配合の約 2 倍の収縮ひずみが発

生する。圧縮強度については、粗骨材の変動率に関係なく、各配合で一定であった。 

（5）中流動覆工コンクリートの過剰締固めによる影響を把握するため、大型試験体を用いた実験結果

では、最適な振動エネルギー（3.7J/L）より 30 倍程度の振動エネルギーを加えても、顕著な粗骨材の

沈降が発生しなかった。今回の実験範囲では、粗骨材変動率は±20%程度であった。ただし、粗骨材の

変動についてはコンクリートの流動による影響が含まれている可能性がある。 

 

 第 5 章では、第 4 章で得られた養生、坑内環境や施工方法による覆工コンクリートの物性値の測定

データに基づいて、養生方法や型枠脱型時間の違いによるひび割れへの影響について把握した。また、

中流動覆工コンクリートの施工方法によっては、材料分離によるひび割れへの影響が懸念されたため、
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施工方法によるひび割れへの影響を確認した。この結果、以下の結論を得ることができた。 

（1）覆工コンクリートの養生や型枠脱型時期の違いによるひび割れ進展、解析では、無養生（20℃・

湿度 60％）、封緘養生および脱型時間 72 時間の覆工モデルにおけるひび割れの発生、進展に差異はな

く、インバートで拘束された側壁部にひび割れが発生している。天端部には、ひび割れ幅が 0.05mm 以

下のマイクロクラックが軸方向に局部的に生じている。脱型時の影響については、脱型した直後に天

端沈下が 0.5mm 前後発生するが、その後のコンクリートの収縮ひずみの影響で天端沈下は 5～6mm 程

度となっており、自重による影響は軽微であると判断される。 

（2）中流動覆工コンクリート施工の材料分離範囲を想定したひび割れ発生、進展解析において、粗骨

材変動率を-50%と設定した解析結果では、材料分離領域に 0.06mm 程度のひび割れが複数発生してお

り、材料分離による収縮ひずみの増加により、引張応力の伝達がない完全に開口したひび割れが新た

に形成される。粗骨材変動率が-50%に達しない場合には、完全に開口したひび割れの発生はない。粗

骨材がまったくない状態を想定した粗骨材変動率-100%では、材料分離領域で多くのひび割れが発生し

ており、ひび割れ幅は最大で 0.16mm を越えており、材料分離がひび割れを引起す要因となっているこ

とが明らかになった。 

 

第 6 章では、第 4 章～第 5 章の検討結果から、中流動覆工コンクリートの養生等に関する施工管理

基準を、平成 27 年 7 月に NEXCO 要領として整備した。要領化した内容については、次のとおりであ

る。 

養生等に関する施工管理基準としては、 型枠を取り外す時間を 3 日（72 時間）程度とするか、型枠

取り外し後（8 時間程度の養生構築時間含む）から給水、水分逸散防止、封緘および膜養生等で覆工コ

ンクリート表面を 7 日間湿潤状態に保つ養生を標準とする。 

無筋区間の覆工コンクリートにおけるインバート拘束による側壁部横断方向のひび割れが構造上問

題となるものではないが、外力等に起因するひび割れとの明確な判断が難しいことから、工事中の経

過観察と発生要因の把握が重要であることを記載した。有筋区間は、ひび割れ発生に伴い鉄筋等鋼材

の腐食が懸念されることから、適切な措置を講ずる必要があることを記載した。  

また、中流動覆工コンクリートの締固め時に想定される振動エネルギー程度では、コンクリートの

収縮ひずみ差によるひび割れの発生には影響を与えない結果であったことから、今回確認した最適な

振動エネルギーの 30 倍程度の振動エネルギーを上限として、中流動覆工コンクリートで採用している

型枠バイブレータの配置を検討する。 

 

7.2.2 中流動覆工コンクリートの施工方法における今後の展望 

 中流動覆工コンクリートの施工方法として、養生方法と締固め方法について平成 27年 7月にNEXCO

要領として整備した。そのなかで規定した養生方法や締固め方法については、実験や解析により導き

出した成果である。特に養生方法においては、ひび割れ発生、進展解析では、養生に関係なくひび割れ

が発生するが、はく落するようなひび割れ形態とはなっていない結果となった。解析は、コンクリート

収縮に特化したひび割れ形態でありその他の要因でひび割れが発生した場合、コンクリート収縮によ

るひび割れと相まってはく落につながるようなひび割れに成長することが考えられる。そのために、

今回規定した養生方法により中流動覆工コンクリートのポテンシャルに近づけておく必要がある。 
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 今後は、はく落事象につながる過度なひび割れ等の確認が必要である。 

 現在、NEXCO 要領で規定した養生方法が現場で展開されている。今後は、現場で採用されている養

生方法ごとにトンネル覆工に発生しているひび割れ状況を詳細点検にて確認し、規定した養生方法と

ひび割れの関係性について検証していく必要がある。 

 

 

7.3 総 論 

NATM の覆工コンクリート施工は、トンネル全断面型枠（セントル）をセットしコンクリートをポ

ンプにより圧送して打込む方式が一般的となっている。 

覆工の側壁から肩部までは、型枠に設けられた作業窓からの打込みと棒状バイブレータによる締固

めを行い、肩部から天端部までのアーチ部においては、型枠窓を閉塞し吹上方式による打込みに切替

えて施工している。しかし、いずれも狭小空間からの窮屈な姿勢での作業を余儀なくされるため、締固

めやポンプ筒先の移動等が十分に行えていないのが現状であった。特に、アーチ部においては人力締

固めが困難なことから締固め不足によるコンクリートの密実性の低下、横流しによる材料分離、充填

不足による背面空洞の発生等の課題があった。また、これらの施工初期段階に生じる不具合は、供用後

において材料劣化やはく落事象などを生じさせる要因ともなっていた。これら不具合の改善のため、

NEXCO ではコンクリート材料を改善するアプローチで課題解消を目指し、以下のコンセプトのもと、

従来の覆工コンクリートと高流動コンクリートの中間的な性状を有する中流動覆工コンクリートを開

発した。 

① 一般のコンクリートプラント設備で製造できること 

② 従前の施工機械・設備で施工でき、大規模な型枠補強を必要としないこと 

③ 材料分離抵抗性と適当な流動性を有すること 

④ 著しい高コストとならないこと 

⑤ 型枠各所に設置した型枠バイブレータにより、コンクリートの締固めが行えること 

 施工初期段階で生じる不具合については、中流動覆工コンクリートにより改善を図ったが、養生環

境や中流動覆工コンクリートの施工方法によっては、ひび割れへの影響が懸念された。トンネル覆工

に発生するひび割れは、はく落事象を引き起こす要因となる可能性があることから、中流動覆工コン

クリートの施工方法や養生方法の違いによる、収縮ひずみ等の影響を室内実験と数値解析で検証し、

ひび割れ発生、進展解析によりコンクリート収縮に起因するひび割れ状況について把握した。 

一方で、NEXCO が管理する高速道路トンネルは、平成 28 年 3 月末時点で 1,808 本、延長 1,705 ㎞が

対象であり、もっとも供用後経過しているもので 50 年以上が経過している。その間、トンネル施工法

が矢板工法から NATM に変化し、トンネル覆工には、ひび割れ等の変状が顕在化している状況である。

ひび割れの原因としては、外力の作用等の外因と使用材料や施工等の内因に大別できる。一般には、外

因，内因それぞれの変状原因が複合的に作用してひび割れが発生することから、トンネル覆工のひび

割れ形態は多種多様である。したがって、ひび割れの状況から単純に変状原因を推定することは困難

である。ひび割れは、はく落事象の原因となることから詳細点検により、トンネル覆工すべてにおいて

近接目視かつ打音点検を実施している。しかし、コンクリートの収縮ひずみに起因するひび割れにつ

いては、コンクリート打設後，一定期間経過すればひび割れ進展も新たなひび割れの発生もなくなる
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ことから、トンネル覆工点検においては現地点検の効率化に寄与できると考え、既往の点検記録から

コンクリートの収縮ひずみ等によって発生するひび割れ形態を把握した。また、室内実験および解析

の方向からもコンクリートの収縮により発生するひび割れの発生、進展状況の把握を行った。 

中流動覆工コンクリートの施工方法、養生方法および型枠脱型時期によるひび割れ発生への影響に

ついては、養生方法や脱型時期の違いによるひび割れの発生形態に差異はなく、ひび割れが発生する

結果となった。しかし、はく落事象につながるような閉合ひび割れの発生はなく、ひび割れ幅について

も 0.05ｍｍ以下のマイクロクラックが天端部の軸方向に局部的に生じる結果であった。 

既往の点検記録の分析、室内実験およびひび割れ発生、進展解析の結果から、矢板工法（上半先進工

法）、矢板工法（側壁導坑）、NATM の建設工法ごとに、コンクリートの収縮ひずみ等に起因するひび

割れ形態に違いはあるが、はく落事象につながるような斜めひび割れや閉合ひび割れは発生しない結

果となった。 

建設事業のトンネルの覆工コンクリート施工や保全事業のトンネル覆工の維持管理において、共通

する課題がトンネル覆工に発生するひび割れへの対応である。トンネル覆工のひび割れについては、

コンクリート片はく落のリスク事象に直結することから、発注者はひび割れに対してナーバスになっ

ている現状がある。そのため、建設時では覆工コンクリートの品質向上の取組みを技術提案項目とし

て設定したり、覆工コンクリートにひび割れが発生した場合には、すべてのひび割れに対して対応を

考え手当を行うこととなっている。 

保全事業においても同様で、トンネル覆工に発生したひび割れを含むすべての覆工面に対して近接

目視の点検を義務付け、ひび割れに対してなにかしらの措置を行うこととしている。 

トンネル覆工の機能として、供用性においては、①水密性のよい構造物にする、②供用中の点検、保

守等の作業性を高める、③トンネル内の架線、照明、換気等の施設保持がある。また、力学特性につい

ては、将来の地山の劣化や地下水の復元等に対してトンネルの余力を保持する機能がある。 

しかしながら、これらの機能を確保するために覆工コンクリートの品質に対する要求性能について

は、不明瞭である。そのため、何を持って覆工コンクリートの品質向上とするのか明確になっておら

ず、覆工に発生するひび割れの取扱いについて定まったものがない。ただし、これらの機能を確保する

ためのトンネル覆工構造として考える場合、ひび割れを許容できる構造物であることは間違いない。

許容できるひび割れとしては、コンクリート収縮に起因するひび割れが考えられる。コンクリート収

縮に起因するひび割れは、前述したようにはく落につながるようなひび割れ形態とはならず、覆工コ

ンクリート施工から約 5 年程度で収束することを踏まえると、トンネル覆工の機能には問題ないひび

割れであると言える。 

建設事業および保全事業において、このコンクリート収縮により発生するひび割れを許容すること

で、合理的な事業推進につながるものと考える。 

建設事業においては、中流動覆工コンクリートによる施工を実施し今回提案する養生方法を行った

として、コンクリート収縮によるひび割れが発生した場合は、そのひび割れに対して特段の補修の必

要はない。 

保全事業に至っては、コンクリート収縮に起因してひび割れが発生したトンネル覆工スパンにおい

ては、詳細点検で本来近接目視かつ打音点検としているところを現地点検を省略できる。ひび割れの

補修についても、該当するひび割れに対しては特段の補修については実施しない。 
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現在、超高齢化社会を迎え、生産年齢人口がさらに減少していく社会情勢において、今後のトンネルの

維持管理や覆工コンクリートの施工を含めた建設事業は、生産性向上への取組みが必要不可欠であり、

そのためには選択と集中による事業の合理化を図るべきと考える。 
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